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Ⅰ　隠蔽された腐敗と犯罪の闇を暴いた「パナマ文書」の衝撃
　　──グローバル経済の見えざる中核のメカニズムの開帳──
１　史上最大のリークで世界の首脳らの課税逃れと資産の隠匿が暴露
　長くベールに包まれ隠されてきたタックス・ヘイブン（租税回避地）の
実態が「パナマ文書」によって暴露された。各国の首脳や指導者や世界的
な著名人，大企業の経営者らの関与が判明し衝撃は世界に広がった。
　「税を逃れたのではないか」「巨額な資産を隠していたのではないか」，批
判は各国で高まり，先進国は対策の整備と拡充に向け慌しく動き出した。
２　名前の挙がった政治家らは50ヵ国以上で140人にのぼる
　パナマ文書が明らかにしたのは，政治家や富裕者が，税率がゼロか極端
に低いタックス・ヘイブンを使って蓄財や金融取引をしていた実態である。
政治家から公職者は50ヵ国以上で140人に上る者の関係会社が判明した。
　文書で名前が浮上したのは，アイスランドのグンロイグソン首相，英国
のキャメロン前首相，ロシアのプーチン大統領，中国の習近平国家主席，
シリアのアサド大統領の親族や友人，側近関係者らである。
 •アイスランドのグンロイグソン首相
　北大西洋に浮かぶ島国アイスランド，パナマ文書でまず窮地に追い込ま
れたのが同国のグンロイグソン首相で，妻と共同名義で英領バージン諸島
に会社を所有し巨額の投資をした。
　　──覇権大国アメリカのダーティーな内実の姿の断面──
XIV　アメリカは租税回避行為と秘密保持で最も進んだ強引な国
　　──自国の利益だけを確保する身勝手な国アメリカの横暴──
XV　いかにしてタックス・ヘイブンに逃げていく税金を把えるか
　　──無国籍化企業の暴走と国家主権との限りなき闘い──
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　財産隠しと憤った国民の大規模デモが文書の公開された直後から起き首
相は４月７日に正式に辞任した。当初は違法性はないと釈明していたが，
政治不信が高まり首相の座を追われたのである。
 •英国のキャメロン前首相
　キャメロン前首相は亡父がパナマに設立したファンドに投資をして利益
を得ていた。４月３日にパナマ文書で明らかになって，当初は「自分は株
やタックス・ヘイブンにファンドなど持っていない」と説明していたが，
４月７日になって，一転，過去の投資と，首相に就任前に持分を売却して
いた事実をイギリスのテレビで認めた。
　ロンドンでも４月９日に首相官邸前で辞任を求める市民デモが発生し，
キャメロン首相（当時）は近年の納税情報を公開するなど防戦を強いられ
ている。違法性はないと釈明するが，これまで課税逃れを厳しく追及する
急先鋒だっただけに逆風は収まらず，野党からは「偽善だ」と非難が高ま
った。イメージ低下は避けられず，英国の欧州連合（EU）離脱の是非を問
う国民投票を前に残留を主張しているキャメロン前首相の政治的立場が大
きく揺らいでいた。
 •ロシアのプーチン大統領
　プーチン大統領は幼なじみや親友がバージン諸島に複数の会社を所有
し，自身の周辺に20億ドル（約2,200億円）もの不自然な金の流れが明るみ
に出たが，ロシア国内で本格的な追及の動きや批判の高まりはみられな
い。プーチン大統領は，「米国の挑発行為だ」と反発している。
　この問題について特異な反応を見せたのがロシアである。ロシアの経済
紙 RBKは，４月５日付の記事では「基本的な標的とされているのがプー
チン大統領であるが，ロシアの政治が安定的であることは明らかだ」とす
る大統領報道官の談話が引用されている。報道官は「文書の調査には米国
務省や中央情報局（CIA），その他の特務機関の元職員が加わっている」と
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し，ロシアで９月に下院選，2018年春に大統領選が予定されていることが
プーチン氏への攻撃につながっているとの見方を披露した。
 •中国の習近平国家主席
　中国では，習主席ら共産党の最高幹部３人の親族がタックス・ヘイブン
に設立した会社の株主や役員に名を連ねている。習主席は義兄が，バージ
ン諸島に設立されたペーパーカンパニーを所有していることなどが指摘さ
れた。
　中国では厳格な情報統制を敷き関連報道が規制され，ネット上で関連情
報が削除されて批判を封じ込めている。習主席は，現在，共産党や政府幹
部らの腐敗に厳しく臨んできた「反腐敗運動」で国民の支持を集め，指導
部の権力を固めてきただけに，金銭にからむ疑惑は最も避けたい問題で神
経質になっているようである。
 •シリアのアサド大統領
　アサド大統領は，いとこがバージン諸島の会社を経由してシリア国内の
企業の株式を所有するなど関与していることが明らかにされた。
 •アルゼンチンのマクリ大統領
　マクリ大統領は，父親が社長を務めるバハマとパナマの会社で役員に名
を連ねていたとして，検察当局が捜査に着手するなど波紋が広がってい
る。
 •ウクライナのポロシェンコ大統領
　ポロシェンコ大統領は，経営する菓子メーカーの資産をバージン諸島の
会社に移転していた。前述のロシアの経済紙 RBKは，ロシアで圧倒的な
影響力を有する国営のテレビ局や通信の報道を分析して，いずれもプーチ
ン・ロシア大統領周辺の疑惑については無視したり，ぼかして伝えたりし
ていた一方，ウクライナのポロシェンコ大統領がオフショア企業を設けて
いたことは大々的に報じている。
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３　政治リーダーの伶猾な税逃れに国民の怒り
　世界各国で反発が強まっている背景には，2008年秋の金融危機以来，苦
しい生活から抜け出せない国民感情がある。政治家や富裕層らが特別な立
場を利用して，節税や課税逃れといった「恩恵」を受けて，「うまいこと」
をしている印象を与えているためである。
　パナマ文書が突きつけた問題は極めて多いが，その１つは，政治と倫理
の問題である。増税や社会保障カットを国民に強いる政治リーダーの税逃
れは，格差拡大と貧困にいら立つ世論に火をつけた。
　インドネシアのメディアは，４月25日，ジョコ政権の有力閣僚が文書に
含まれていると報じた。新興・途上国で公金流用や汚職と結びついた税逃
れが発覚すれば，各地で政治混乱のパンドラの箱が開くかもしれない。
Ⅱ　闇の社会を照らし出した「パナマ文書」の正体と流出経緯
　　──機密漏洩の史上最大のリークで激震が世界に波紋──
１　「ジョン・ドゥ」の電話から始まった「パナマ文書」の流出
　１年余り前のことである。南ドイツ新聞に匿名のメッセージが届いた。
　「データが欲しくないか？」「犯罪行為を明らかにしたい」「見返りはい
らない」
　それは，当事者の不明の際に使う男性の仮名「ジョン・ドゥ（英語で，
「名無しの権兵衛」と同義）」と名乗って電話をしてきたのである。
　届いたデータは，約1,150万件という膨大な量で，中米パナマの法律事
務所「モサック・フォンセカ」（Mossack Fonseca）が，1977年以降に英領
バージン諸島などのタックス・ヘイブン21ヵ所に設立した会社約21万社に
関する秘密の内部書類である。それは，税を軽減したり秘密保守のサービ
スを提供し外国人や外国企業の持つ資金を呼び込んでいるオフショア金融
センターを利用した企業や富裕者の取引情報である。
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２　機密流出先が何故にドイツ地方紙「南ドイツ新聞」だったのか
　不思議なのは，ドイツで大手とはいえ発行部数約37万部で，決して世界
的大新聞ではない南ドイツ新聞が流出先であったことである。しかし，そ
こには真実に近づける事実があるとされている。
　まず，モサック・フォンセカの創設者の１人，ユルゲン・モサック氏の
経歴である。ドイツ南部バイエルン州のフェルトで生まれた。同州の州都
ミュンヘンに南ドイツ新聞の本社がある。モサック氏は幼少期をドイツで
過ごし，13歳のとき一家でパナマに移住し，同国で法律を学び，弁護士と
なった。
　また，南ドイツ新聞は調査報道に熱心なことで知られている。最近で
も，約25万件の米外交公電が暴露されたウィキリークスや，タックス・ヘ
イブンの約13万口座が明らかになったオフショア・リークスについて詳細
に報道した。特に，後者の延長線上にパナマ文書はあるといわれる。
３　国際調査報道ジャーナリスト連合（ICIJ）が協力して解析
　今回のパナマ文書は，最初に南ドイツ新聞の５人の調査チームが解析を
したが，量が膨大で国際調査報道ジャーナリスト連合（International 
Consortium of Investigative Journalists :  ICIJ）に協力を依頼した。
　ICIJは，英 BBC放送や仏ルモンド紙のほか，日本の共同通信や朝日新
聞にも声をかけ，約80ヵ国の約400人が解析に従事した。
　この ICIJは各国の報道機関の記者が連携し国際的な汚職や犯罪，不正
を暴き調査報道する非営利の調査報道団体を母体とする組織であり，テー
マごとに参加報道機関を募り協力する。常に情報を求めており，取り組む
べきテーマがあれば，個別にメディアやジャーナリストに協力を呼びかけ
ている。1997年に設立され，本部はワシントンにある。
　一般にテレビ局は広告の影響を受けやすく，新聞はネットの影響もあっ
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て経営環境が悪化しているため，時間と金のかかる調査報道は，やりにく
くなっている。そこで，「メディアやジャーナリストが横断的に協力して
調査報道をやろう」という発想である。
　気になるのはパナマ文書の暴露直後に，米国の億万長者のジョージ・ソ
ロスの財団「オープン・ソサエティー」と，アメリカ国際開発局（USAID）
から金銭的支援を受けていることである。
４　流出先の「モサック・フォンセカ」は世界の「租税回避業界」での
大物
　今回のパナマ文書の流出先である中米パナマの法律事務所「モサック・
フォンセカ」は，ドイツ人弁護士ユルゲン・モサックとパナマ人弁護士ラ
モン・フォンセカが1977年に創設し，タックス・ヘイブンでの会社設立業
務を仕事としてきている。
　法人税や所得税などの税率がゼロか極めて低いタックス・ヘイブンで
は，顧客の秘密を厳格に守るため，取引の匿名性が高く課税逃れや資産隠
しの温床ともなっている。同事務所は，世界中の顧客から依頼を受けて，
タックス・ヘイブンにペーパーカンパニーを作っている。
　同事務所は，いわゆる「租税回避業界」では世界トップの５本の指に入
り，世界で40以上の支店を有している。中国には８つの支店があり，複数
の南米の左派政権ともかかわりがあることなど，米国政府からマークされ
る要素があるともみられている。
５　約80ヵ国の400人を超える報道機関の記者が解析し世界各国で一斉
に報道
　前述のように「モサック・フォンセカ」の秘密文書の流出先である南ド
イツ新聞から合同取材を要請された ICIJは，約80ヵ国の400人の報道機関
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の記者を動員して膨大な資料を分析し取材をした。そしてこの４月３日，
各国で一斉にパナマ文書の存在を公表し報道を始めた。
　しかし，公表したのは入手した2.6テラバイト（新聞2600年分相当）もの
膨大な情報のごく一部にすぎない。企業名に関連する多くの情報について
も，まだ詳細は明らかにされていない。
　注目されるのは，日本やアメリカの有名政治家や大資産家，その家族や
関係者の名前が本格的に出てきていないという奇妙な点である。
　ICIJが入手した情報には，電子メールや登記簿，画像などが含まれる
が，生の情報をそのままで公表していない。守るべき個人情報も含まれる
ためだとしている。調査手法は各国の記者，メディアが流出情報を共有し
ながら取材を進めるという新しいスタイルであり，共同取材の手法に対す
る賛同者に限って生の情報を共有している。各国の政府当局から情報提供
の要請が引きも切らないが断っている由である。
　その後，５月10日には，タックス・ヘイブンに設立された21万4,488社
の会社名や株主，役員などの企業データベースと１万4,153名の顧客情報
が公表された。ただ，発表されるリストも生データではなく，ICIJの手を
加えた内容のものである。政府の機密情報をそのまま公開する内部告発サ
イト「ウィキリークス」とは異なる点である。このため情報を都合よく切
り取って公表していないかどうか，外部からの生のデータと照らし合わ
せ，事実を検証する手だては必ずしも確保されていない。
　特に留意すべきは，法律事務所の秘密内部文書の流出に「ジョン・ド
ウ」と名乗っている情報提供者が介在したとされる今回の文書入手の経緯
は謎のままだということである。外部からのハッキングという「犯罪行
為」だったのか，それとも，義憤にかられた関係者の内部告発だったの
か。真相はヤブの中である。
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６　暴露の目的は「犯罪責任追及が目的」との提供者の声明
　タックス・ヘイブンに関する「パナマ文書」の匿名の提供者は，５月６
日までに，暴露の目的について，パナマの法律事務所とその顧客による
「犯罪の責任を追及するため」と強調し，各国政府や情報機関との関わり
を否定する声明を出したことが明らかになった。身分や文書入手の方法は
明らかにはしなかった。
　パナマの法律事務所「モサック・フォンセカ」について「創業者，従業
員と顧客は，関わった犯罪について責任追及を受けるべきだ」と述べ，各
国捜査当局が文書を入手すれば「何千件も起訴される」と述べ，違法行為
の多いことを強調している。
　そして，当局の捜査に協力しようにも，欧米の不正告発者保護は不充分
で，米当局の通話履歴収集を暴露したスノーデン氏のように，逆に刑事責
任を問われる恐れもあり不可能だとも説明し，情報源保護のため文書を当
局に渡さない ICIJの方針を正当であると評価している。
　声明は，「革命はデジタルの力で」と題され，税の不公平など市民の怒
りを呼ぶ情報を政府が統制しようとしても，情報の発達により「全てが明
らかになるのに長くかからない」と述べている。
Ⅲ　タックス・ヘイブンとは何か，その意味内容とメカニズム
　　──グローバル化経済を動かす闇の中核のネットワーク──
１　タックス・ヘイブンの一般的な観念
　一般に理解されているタックス・ヘイブンとは，「税金がないか，ある
いは非常に軽く，しかも所得や資産の所在について秘密保持が厳しく守ら
れており，金融規制が回避されている法域である。それは企業や富裕層が
節税だけではなく脱税や租税回避，麻薬の密売，汚職，横領その他の犯罪
によって得られた収入による資産隠し，マネーロンダリング（資金洗浄）
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に利用される怪しげな国・地域」といった程度の漠然としたイメージであ
る場合も多いものと思われる。
２　タックス・ヘイブンの用語とイメージの変化
　タックス・ヘイブンという用語は，国際課税の分野で広く用いられてい
るが，その定義ということになると各国まちまちである。したがって，タ
ックス・ヘイブンを正確に定義づけることは困難である。
　英語では “Tax Haven”（日本では「租税回避地」と訳している）。ヘイブン
（Haven）は「避難する港」「寄港地」の意味で，ヘブン（Heaven）「天国」
ではない。税金という嵐から逃れたいと思う者からすれば，そこへ行けば
避難できるので，こういう言葉ができた。
　フランス人は，タックス・ヘイブンを変わった言葉で言い表している。
「パラディ・フィスカル」つまり，税金天国である。スペイン語でも同様
に「パライソ・フィスカル」と言う。ここで「天国」という言葉（これは
「ヘイブン（避難所）」を「ヘブン（天国）」と誤訳したため，という説もある）は，
彼らがそれとは正反対の場所である税金の高い地獄と対照をなすタック
ス・ヘイブンは，そこからの有難い天国のような避難所だとしている。た
だし，苛酷な税金を払わされている庶民にとっての避難所ではない。
　租税回避だけではなく，脱税，マネーロンダリング，犯罪行為との関係
から，タックス・ヘイブンは誇りをもってその名称を自ら唱えることを好
まないで，あまり軽蔑的でない「オフショア金融センター」（offshore 
financial centers : OFC）という呼称なら受け入れるとしているタックス・ヘ
イブンもあり，やがて，OFCは一般に好まれる表現となってきた。
　オフショア（offshore）の原語は「陸地から離れた沖合」という意味で，
そこから「国内の厳しい為替管理，金融，税制」などの規制を免除され，
自由な取引ができる金融市場の拠点という趣旨となっている。
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　もともとタックス・ヘイブンと OFCは，時を異にして，異なる目的の
ために発達したのであるが，今日では，タックス・ヘイブンの活動と
OFCの活動を区別することは実際に難しい状況にある。タックス・ヘイ
ブンは20世紀初頭から存在し，脱税と租税回避が主要であるが，これに限
定されない目的に使われて，マネーロンダリングや資本逃避などにも役立
ってきた。
　これに対し，OFCという用語が使われるようになったのは1980年代の
初期であり，非居住者の金融取引，特にユーロ市場取引を専門とする金融
センターを表現するために，よく使われている。
３　OECDのタックス・ヘイブンの認定条件
　先進国が集まったシンクタンクである経済協力開発機構（OECD）の「有
害な租税競争に関する報告書」（OECD 1998, “Harmful Tax Competition :  An 
Emerging Global Issue”）では，ある国や地域がタックス・ヘイブンである
と認定される条件として，次の４点を挙げている。
①　税を全く課さない無税，あるいは名目的な課税しかなされていない
こと
②　情報交換を妨害する法制があり軽課税国の恩恵を受けている納税者
について実効性のある情報交換が欠如していること
③　課税制度や税務執行面における透明性が欠如していること
④　企業などの実質的な経済活動が行われていることを要求していない
こと
　もともと主権国家や自治権の認められた地域は，自らの領域における租
税制度を主権の行使によって自由に設計することができ，他国から干渉を
受けることはない。したがって，例えば，ある国の法人税率が非常に低い
というだけで，その国をタックス・ヘイブンと認定し，他国がその国の法
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人税率の引き上げを迫るということは事実上できないのである。
　多くの国は，企業誘致や対内投資の促進のために，外国企業や外国から
の投資に対して税制上の優遇措置を講じている。このような優遇措置をど
こまで拡張すれば，その国がタックス・ヘイブンとなってしまうのか，そ
の基準を示すことも困難である。
４　タックス・ヘイブンの特徴とその基本的要素
　タックス・ヘイブンの特徴とその要素を，理念的に説明すれば，その属
性は，次のようである。
⑴　「低税率」あるいは「無税」であること
　典型的なタックス・ヘイブンは，非居住者の企業や預金者に対して「ゼ
ロ」あるいは「ゼロに近い税率」を提供する国・地域である。
　タックス・ヘイブンは一般に，居住者と非居住者を区別している。非居
住納税者に対する税率は極めて低いか，ゼロでさえあり得る。タックス・
ヘイブンは「囲い込み」と呼ばれる操作を通じて居住者と非居住者を分け
ている。居住者の世界的な所得には所得税を課しているが，その領土を利
用している税金逃れのための国外移住者が，こうした課税の一部，あるい
は全てを被らないようにしている。
⑵　厳格な「秘密保持条項」があること
　タックス・ヘイブンの最大の特質は，厳格な守秘義務である。タック
ス・ヘイブンを「守秘法域」と呼ぶこともあるように，表面税率や公示税
率よりもむしろ不透明性こそが，こうした法域と優遇税制とを区別するメ
ルクマールである。
　タックス・ヘイブンの根底には，タックス・ヘイブンを利用する非居住
者の課税情報が彼らの住む本国から切り離されるという要素である。
　不透明性は，３つの形で存在する。まず，第１に最も一般的なのは，銀
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行秘密法である。全ての銀行が顧客に対し秘密保持を提供するが，多くの
場所で，これが最善の高慣習とみなされている。
　不透明性の第２の方法は，所有権と目的を認識しにくい事業体の設立の
許可である。実際に資金を出した実質保有者の名義が判りにくいファンド
や信託が，この目的を達成する最も知られている仕組みである。ほとんど
の法域が信託の登記を求めないし，求めている場合でも，公式の記録事項
ではない。
　不透明性の第３の方法は，休眠あるいは意図的怠慢によっているという
点で受動的と表現できるかもしれないが，意図的な規制緩和という慣行を
貫いてきたことである。諸外国との情報交換を阻止するお役所的なハード
ルを並べ，その規制緩和は資源を軽んじてきたし，何の質問もしない。例
えば，登記されたインターナショナル・ビジネス・コーポレーション（IBC）
の数が世界最大の英領ヴァージン諸島は，非継続事業数の記録をつけてい
ない。自国の正式統計に記録されている何社の IBCが現在機能している
かを全く把握していないので，その行政の質については非常に疑わしい。
　まさに，タックス・ヘイブンの当局そのものが関心を示しておらず，
「見ざる」「言わざる」「聞かざる」を決め込んでいる。
⑶　簡単で「柔軟な，法人設立」が可能であること
　タックス・ヘイブンのもう１つの特徴は，事業体が法人化するときの匿
名性が保証される簡便さ，その結果生ずる有限責任会社を運営する便利さ
である。タックス・ヘイブンでは，企業，信託，財団，さらに銀行さえも
簡単に，しかもコストが安く設立できる。企業は文字通り「既製品」のよ
うに購入することが可能で，法人化の費用も非常に少なくてすむ。多くの
タックス・ヘイブンは，金融機関や企業がその領土内に実体を持った存在
であることを求めていない。
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５　世界の各地に点在するタックス・ヘイブン
　ところで，具体的には，どのような国や地域がタックス・ヘイブンと呼
ばれていることが多いのであろうか。
　イギリスの政治学者でシティ大学ロンドンの国際政治経済学部の教授ロ
ナン・パラン（Ronen Palan），イギリスの公認会計士でイギリス税研究所
（Tax Reserch UK. LLP）の代表リチャード・マーフィー（Richard Murphy），
フランスの経済学者で経済ジャーナリストのクリスチアン・シャヴァニュ
ー（Christian Chavagneux）が共著においてタックス・ヘイブンの実態につ
いて詳細に分析している。国際機関等が1977年から2008年にわたって公表
した11の報告書や資料，論文においてタックス・ヘイブンと認定された
国・地域の一覧表を「世界のタックス・ヘイブン」として示している。
　タックス・ヘイブンとして知られている場所を特定しようと，長年にわ
たって，いくつかのリストが作成されてきたが，〔図表１〕は，およそ30年
のそのようなタックス・ヘイブンの「リストをまとめたリスト」である 1）。
　この表によると，11の報告書・資料・論文等の全てにおいてタックス・
ヘイブンとしているのは，次の７つのである。
 •バハマ（カリブ海の独立国。キューバの北方。人口約34万人）
 •バミューダ諸島（大西洋にあるイギリスの海外領土。人口約７万人）
 •ケイマン諸島（カリブ海にあるイギリスの海外領土。人口約５万人）
 •ガーンジー島（イギリス海峡にあるイギリス王室属領。人口約７万人）
 •ジャージー島（イギリス海峡にあるイギリス王室属領。人口約10万人）
1）　Ronen Palan, Richard Murphy, Christian Chavagneux, TAX HAVENS :  How 
Globalization Really Works, Cornell University Press, 2012./ロナン・パラン，
リチャード・マーフィー，クリスチアン・シャヴァニュー共著，青柳伸子訳
『タックス・ヘイブン─グローバル経済の見えざる中心のメカニズム』作品
社，2013年，88-92頁。
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 •マルタ（地中海の独立国。シチリア島の南方。人口約40万人）
 •パナマ（中米の独立国。運河で有名。人口約40万人）
　このほか，10の報告書・資料・論文等でタックス・ヘイブンと認定され
ているのは，バルバドス，イギリス領ヴァージン諸島，キプロス，マン
島，リヒテンシュタイン，オランダ領アンティル諸島，バヌアツの７の小
規模な国・地域である。
　ここに示された14の国・地域は，イギリス領や旧イギリス植民地が多い
ことは，かつての大英帝国がタックス・ヘイブンの発展に大きな役割を果
たしてきたことからして興味ぶかいことである。
　これに対し，ロンドン・スクール・オブ・エコノミックス（LSE）の准
教授のガブリェル・ズックマン（Gabriel Zucman）は，前記のような小規模
な国・地域だけをタックス・ヘイブンとしていない。むしろ，スイス，ル
クセンブルク，アイルランド，香港，シンガポールといった，金融業を中
心に大規模な経済活動が行われている国・地域のタックス・ヘイブンとし
ての機能に注目している 2）。
　これらは，時には政治的な理由でタックス・ヘイブンと呼ばれないで
「オフショア金融センター」という呼称が使われる場合もあるが，基本的
にはタックス・ヘイブンと同じである。むしろ，これらの「オフショア金
融センター」の方が，タックス・ヘイブンとして大きな役割を果たしてい
る場合が多いといわれている。
　OECDのプログレス・レポートに基づいて作成したタックス・ヘイブ
ン関連の世界地図を示すと〔図表２〕のようである。
　世界には，国ごと全部がタックス・ヘイブンとなっている国もある。ス
2）　Gabriel ZUCMAN. LA RICHESSE CACHÉE DES NATIONS :  Enquête sur 
les paradis fiscaux, Editions du Seuil, 2013./  ガブリエル・ズックマン著，林
昌宏訳，渡辺智之解説，160頁。
タックス・ヘイブンによる国際的租税回避（富岡）　223
〔
図
表
２
〕　
タ
ッ
ク
ス
・
ヘ
イ
ブ
ン
関
連
の
世
界
地
図
　
　
　
　
　
O
E
C
D
 プ
ロ
グ
レ
ス
・
レ
ポ
ー
ト
に
基
づ
く
も
の
（
2
0
1
2
年
現
在
）
ク
ッ
ク
諸
島
ニ
ウ
ェサ
モ
ア
ナ
ウ
ル
マ
カ
オ
ラ
ブ
ア
ン
島（
マ
レ
ー
シ
ア
）
リ
ベ
リ
ア
ウ
ル
グ
ア
イ
バ
ミ
ュ
ダー
諸
島
ニ
ュ
ヨーー
ク
デ
ラ
ウ
ェ
ア
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
モ
リー
シ
ャ
ス
マ
ル
タ
サ
ン
マ
リ
ノ
モ
ナ
コ
ア
ンド
ラ
ベ
ル
ギ
ー
ベ
ル
ギ
ー
ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク
ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク
オ
ー
ス
ト
リ
ア
オ
ー
ス
ト
リ
ア
ジ
ブ
ラ
ル
タ
ル
ス
イ
ス
リ
ヒ
テ
ン
シ
ュ
タ
イ
ン
セ
ー
シ
ェ
ル
カ
ター
ル
バ
レー
ンー
モ
ル
デ
ィ
ブ
香
港
マ
ー
シ
ャ
ル
諸
島
マ
ー
シ
ャ
ル
諸
島
マ
ー
シ
ャ
ル
諸
島
ト
ン
ガ
バ
ヌ
ア
ツ
バ
ヌ
ア
ツ
バ
ヌ
ア
ツ
①
ブ
リ
テ
ィッ
シ
ュ・
バ
ー
ジ
ン・
ア
イ
ラ
ンド
（
B
V
I）
②
米
領
ヴ
ァー
ジ
ン・
ア
イ
ラ
ンド
③
ア
ン
グ
ィ
ラ
④
シ
ント
・マ
ー
ル
テ
ン（
旧
蘭
領
ア
ン
テ
ィ
ル
）
⑤
セ
ント
ク
リ
ス
ト
フ
ァー
・ネ
イ
ビ
ス
⑥
ア
ン
チ
グ
ア・
バ
ー
ブ
ダー
⑦
モ
ント
セ
ラト
⑧
ド
ミ
ニ
カ
⑨
セ
ント
ル
シ
ア
⑩
セ
ント
ビ
ン
セ
ント
・グ
レ
ナ
デ
ィー
ン
⑪
バ
ル
バ
ド
ス
⑫
グ
レ
ナ
ダ
⑬
キ
ュ
ラ
ソ
（ー
旧
蘭
領
ア
ン
テ
ィ
ル
）
⑭
ア
ル
バ
⑮
パ
ナ
マ
⑯
ベ
リー
ズ
⑰
ケ
イ
マ
ン
諸
島
⑱
バ
ハ
マ
⑲
ター
ク
ス
＆
カ
イ
コ
ス
①
ブ
リ
テ
ィッ
シ
ュ・
バ
ー
ジ
ン・
ア
イ
ラ
ンド
（
B
V
I）
②
米
領
ヴ
ァー
ジ
ン・
ア
イ
ラ
ンド
③
ア
ン
グ
ィ
ラ
④
シ
ント
・マ
ー
ル
テ
ン（
旧
蘭
領
ア
ン
テ
ィ
ル
）
⑤
セ
ント
ク
リ
ス
ト
フ
ァー
・ネ
イ
ビ
ス
⑥
ア
ン
チ
グ
ア・
バ
ー
ブ
ダー
⑦
モ
ント
セ
ラト
⑧
ド
ミ
ニ
カ
⑨
セ
ント
ル
シ
ア
⑩
セ
ント
ビ
ン
セ
ント
・グ
レ
ナ
デ
ィー
ン
⑪
バ
ル
バ
ド
ス
⑫
グ
レ
ナ
ダ
⑬
キ
ュ
ラ
ソ
（ー
旧
蘭
領
ア
ン
テ
ィ
ル
）
⑭
ア
ル
バ
⑮
パ
ナ
マ
⑯
ベ
リー
ズ
⑰
ケ
イ
マ
ン
諸
島
⑱
バ
ハ
マ
⑲
ター
ク
ス
＆
カ
イ
コ
ス
ロ
ンド
ン
ア
イ
ル
ラ
ンド
ア
イ
ル
ラ
ンド
マ
ン
島
マ
ン
島
ガ
ンー
ジ
ー
ジ
ャー
ジ
ー
①
③
⑥
⑩
⑬
④
②
⑲
⑭
⑮⑮
⑯⑯
⑰
⑱
⑫
⑦
⑪
⑧ ⑨
⑤
224
イス，ルクセンブルク，ベルギー，オーストリアなどの欧州諸国である。
これらの諸国の最大の特色は秘密保護法制を持っていることである。しか
し，これら４ヵ国は，国際的圧力によって，2009年にその態度を改めるこ
とを公約させられた。その公約が実行されるかどうかは，まだこれからの
ことである。
６　タックス・ヘイブンのブラックリスト
　これまでに試みられてきた OECDなどの国際機関によるブラックリス
ト方式によるタックス・ヘイブン国・地域の公表は，国や地域の名前の公
表によって，いわば恥をかかせ，周囲からの圧力を強めて，タックス・ヘ
イブンを追放しようとするものであった。しかし，2000年代から始まった
このようなブラックリスト方式によるタックス・ヘイブン退治は成功して
こなかった。
　その後，2008年に起きたリーマンショックを契機とする世界金融危機を
誘発したが，危機の根源にタックス・ヘイブンの存在を認めた先進諸国
は，急遽，史上初の G20首脳会議を開催し，対策を講じはじめた。巨大金
融機関の投機的活動や投機的金融商品の取引がタックス・ヘイブンを舞台
にして行われたことが明らかになったからである。
　金融危機勃発の翌年に開かれた2009年の G20ロンドン・サミットは，タ
ックス・ヘイブンに関して「制裁を行う用意がある。銀行機密の時代は終
った」と宣言し，各国に取り組みの強化を求めた。
　2009年４月，タックス・ヘイブン退治に当たり，グローバルフォーラム
は，ブラックリストを作成し公表した。この新リストでは，① ホワイト
リスト（先進国を含む40ヵ国・地域），② グレーリスト（42ヵ国・地域），
③ ブラックリスト（４ヵ国・地域）に区分され，② のグレーリストと③の
ブラックリストを合わせて46ヵ国・地域がオフショア金融センターの所在
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地であるタックス・ヘイブンとして扱われている（〔図表３〕参照）。
　このリストでは，先進国の金融センターの問題にまで踏み込んだ点が画
期的であり，それなりの成果としてみられている。しかし，その一方で，
タックス・ヘイブン問題の抱えている根の深さと難しさを反映して，国際
的な協議の舞台裏での複雑な駆け引きがあり，リスト掲載の基準を情報支
援と透明性の欠如だけに限定し，無税・低税率が基準から外されるなど不
徹底なものであった。
　そのうえ，このリストも数年を経ずして空洞化してしまった。ホワイト
リストに該当する国・地域が89ヵ国・地域に増えるとともに，グレーリス
トに残った国・地域もナウル，ニウエ，グアテマラの３ヵ国・地域のみと
なり，ブラックリストはゼロになっている。
　ブラックリスト政策が成功しなかった事情は，リストに掲げられた法域
が，もっぱら小国のタックス・ヘイブンであり，しかもそれらに対して，
何らかの有効な制裁措置も取られず，情報交換と透明性を満たせばリスト
から解除するという弱腰の対応であったために，効果を発揮することがで
きなかったとみられている。
　しかも，このブラックリスト政策は，OECDが主導するグローバル・
フォーラムにタックス・ヘイブンを含む非加盟国を取り込みながら進めら
れたが，それは先進国の基準を非加盟国に押しつける姿勢であった。これ
は後述するように，イギリスやアメリカなどイニシアティブをとっている
先進国自身が，ほかならぬ世界最大のタックス・ヘイブンのネットワーク
の中心にある基軸になっていることを考えると，OECD主導のルール作
りには構造的な問題があったと言うべきである。
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〔図表３〕 　国際的に合意された税の基準の実施について，OECDグローバル・
　　　　　フォーラムによって調査された国・地域に関する進捗報告書
2009年４月２日現在
①　国際的に合意された税の基準を実施している国・地域（ホワイトリスト）
アルゼンチン ドイツ 韓国 セーシェル
オーストラリア ギリシャ マルタ スロバキア
バルバドス ガーンジー モーリシャス 南アフリカ
カナダ ハンガリー メキシコ スペイン
中国 アイスランド オランダ スウェーデン
キプロス アイルランド ニュージーランド トルコ
チェコ マン島 ノルウェー アラブ首長国連邦
デンマーク イタリア ポーランド イギリス
フィンランド 日本 ポルトガル アメリカ
フランス ジャージー ロシア 米領ヴァージン諸島
② 　国際的に合意された税の基準を約束しているが，実施が不充分な国・地域
（グレーリスト）
アンドラ 英領バージン諸島 マーシャル諸島 セントルシア
アンギラ ケイマン諸島 モナコ パナマ
アンチグア・バブーダ クック諸島 モントセラト サモア
アルバ ドミニカ国 ナウル サンマリノ
バハマ ジブラルタル 蘭領アンティル タークス・カイコス諸島
バーレーン グレナダ ニウエ バヌアツ
ベリーズ リベリア セントビンセント及びグレナディーン諸島
バミューダ リヒテンシュタイン セントクリストファー・ネーヴィス
その他の金融センター
オーストリア ブルネイ グアテマラ シンガポール
ベルギー チリ ルクセンブルク スイス
③　国際的に合意された税の基準を約束していない国・地域（ブラックリスト）
コスタリカ マレーシア領ラブアン島 フィリピン ウルグアイ
注）　１ ．OECD非加盟国と協力して OECDが策定し，2004年の G20財務大臣会合（ベルリ
ン）や2008年10月の国連国際租税協力専門家委員会によって合意された，国際的に
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Ⅳ　カメレオンの色のように変化するタックス・ヘイブンの正体
　　──その国の立法政策により合法にも非合法にもなる──
１　違法ではないが悪用すれば課税逃れとなるタックス・ヘイブン
　タックス・ヘイブン（Tax Haven租税回避地）とは，海外から流入する資
金に対して，全く税金を課さないか，税率を極端に低く抑えたり，所得や
資産の「真の所有者」を明らかにしない匿名口座や匿名資産を認める秘密
保持をし，海外の企業や富裕層の資産を誘致し，外貨を獲得している国や
地域をいう。
　金融や証券の世界では，タックス・ヘイブンをオフショアとも称してい
る。オフショア（offshore）の原語は，「陸地から離れた沖合」という意味
で，そこから国内の厳しい為替管理，金融統制，税制などからの規制を免
除され，自由な取引ができる金融市場の拠点という趣旨から外国人や外国
企業など非居住者向けのサービスを行っている国や地域をオフショア金融
センターと呼んでいる。
　タックス・ヘイブンそれ自体は合法的であり，決して違法なものではな
合意された税の基準は，自国の課税の利益や銀行秘密などに関わりなく，国内税法の
実施・実行の全ての事項のために要請に応じた情報交換を行うことを要求する。同国
際基準はまた，交換された情報の秘密を広く保護することとしている。
　　 ２ ．国際基準の実施にコミットした Special Administrative Regionsを除く。
　　 ３ ．Tax Havensは1998年 OECDレポートに基づくタックス・ヘイブン基準に該当する
ものと2000年に認定されたもの。
　　 ４ ．ケイマン諸島は，一方的な情報交換を可能にする法律を制定し，それを行う用意
ができているとする12の国を特定した。この法律は，OECDによってレビューされ
ているところである。
　　 ５ ．オーストリア，ベルギー，ルクセンブルク，スイスは OECDモデル租税条約第26
条に付していた留保を撤回した。ベルギーは，48カ国に対し，既存の条約の第26条
を議定書でアップデートする提案を発出している。オーストリア，ルクセンブルク，
スイスは条約締結相手国に対し，新しい第26条を含む条約の交渉に入る意思を示す
書面を準備し始めた旨を表明している。
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い。合法的・合理的な手段によるものであれば，タックス・ヘイブンを活
用しタックス・プランニングを展開し，節税をするのは企業にとり必須の
経営戦略であり，むしろ税引後の経営純利益を極大化することが経営者の
責務である。
　しかし，納税者が複数のタックス・ヘイブンを巧みに組み合わせたり，
関係会社間において取引や損益を操作して税負担の軽い国に利益を移そう
とするトランスファー・プライシング（移転価格操作）をもからませたり
する複雑な術策により課税逃れをすれば，租税回避行為と認定される。タ
ックス・ヘイブンを悪用して所得隠しなどをすると非合法の脱税となり容
認されない。
　実際の経済活動が行われている場所と異なる場所で経理処理をして経済
活動が行われたかのように装ったり，所得や資産の真実の所得者や所有者
を隠し，これと異なる者の名前により行われたようにするなど，課税情報
を不透明化する仕組みとしてのタックス・ヘイブンの利用が問題視される
のである。
　要するに，タックス・ヘイブンそれ自体は合法的な存在であり，その利
用そのものは違法ではない。問題なのは，その仕組みを悪用した企業や人
なのである。
２　主権国家がタックス・ヘイブンを作るのは自由である
　現代の世界で国家システムは絶対主権と主権平等の原則のうえに成り立
っている。主権国家や自治権のある地域は，その領域内で税制や規制を含
め自国の制度を自由に設計できるのが建前である。各主権国家は，税法や
規制をはじめとする独自の法律を定め，独自の政策を追求する固有の権利
を有する。
　国家は，独自の課税制度や規制措置を定め，国内の競合する利害集団の
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優勢な方に加担し制度を形成している。その結果として，多数の国家が存
在するように，世界には多種多様な異なる税制や規制制度が存在している
のである。
　課税権は，国家主権の最たるものであり，各国はそれぞれ自国にとって
最適な税制を構築しようとする。特定の主権国家が，どのような税制や規
制制度を作ろうと，他国がこれに干渉してその是正を求めたり，非難する
権利などはなく，主権は不可侵なのである。
　主権国家は，このような租税高権を有し，その課税権を行使して，いか
なる徴税政策を施行しようと自由である。税に関する法律は，あくまで内
政問題になるため，国により大きな違いがあり，それが合法か違法かは各
国の税務当局と司法の判断によることになる。
　多くの国において自国の経済政策，産業政策や社会政策など，一定の政
策目的を達成するための手段として租税の傾斜的誘因効果を期待しようと
して，特例的に課税を増減するための政策税制を設定している。
　このうち，課税を免除・軽減する措置は優遇税制であるが，これが課税
を回避する潜在的なタックス・ヘイブンとして機能するような状況を生じ
ている。
　多くの政府は，国策として自国の経済において好調な部門が世界経済に
おいて競争することを助けたり，新たな競合部門の発展を促進するために
国権を行使して法律を制定している。
　課税制度における低税率とともに，外資を導入，金融サービス活動を誘
致するための租税誘因措置（Tax Incentives）として，免税所得や非課税所
得，課税ベースの縮小，税額控除での税負担の軽減などによる優遇税制は
事実上においてタックス・ヘイブンを形成することになる。
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３　多国籍企業のタックス・プランニングによるタックス・ヘイブンの
活用
　19世紀末葉以降，特に，ビジネスは国境を越え国際的になりグローバル
化し可動的になった。外国直接投資や国際証券投資と同じように，国境を
越えた取引が猛烈な速度で増大した。これと関連した傾向が，現在では多
国籍企業として大規模な経済単位で活動し，隆盛を極めている。
　現代の企業は，多くの場合，専門化した官僚的機構へと進化し，部門ご
とに異なる機能と役割を果している。典型的な多国籍企業は，さまざまな
国に製造施設を設け，本社とは別に，設計・技術・研究部門・金融部門を
他の場所に設定し，営業部門をさらに別の場所に置くなどしている。この
結果，国際貿易の推計60％が国境を超えて，同じ企業の異なる部門間で発
生している。
　このように多国籍企業が多国籍であるという形をとることでトランスフ
ァー・プライシングを可能にしている。
　強欲巨大資本の権化と言うべき多国籍企業の活動は，自らの利益の極大
化のために国境を意識することなく展開され，文字通りグローバルな企業
化し，根なし草化して事実上は無国籍化している。
　多国籍企業が，各国間の税制格差を利用して節税をするタックス・プラ
ンニングの研究は1980年代後半から盛んになり，こうした節税策が多国籍
企業を中心に重要な経営戦略の一環として隆盛を極めてきている。
　冒頭に述べたように，タックス・ヘイブン自体は，あくまで合法的な存
在だということである。グローバル企業でタックス・ヘイブンと無縁な会
社は少ない。
　毎日新聞のインタビューで，筆者が「パナマ文書」に関連して，次のよ
うに発言したことが報道されている（特集ワイド　2016年４月25日　夕刊）。
　「日本の一流企業でタックス・ヘイブンに子会社を持っていない企業は
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ないのではないか。有能な経営者はタックス・ヘイブンを使って納税額を
抑えていますよ。」
　これに続き，次のようにも発言しておいた。
　「世界の税制を知り尽くした税理士や会計士の集団が，顧客である多国
籍企業や経営者に節税の手法を提案し，報酬を得ている。」
　「彼らは『タックス・プロモーター』と呼ばれていて，日本にもこうし
た助言をする事務所はいくつもある。」
　問題なのは，低税率と情報秘匿性の高さから，租税回避や粉飾，資金洗
浄の道具として世界中において使われ乱脈を極めていることである。
　特に，欧米を中心とする多国籍企業は，国際的な税制の伱間や抜け穴を
利用してアグレッシブ・タックス・プランニングを展開することにより，
その活動実態に比して著しく低い額の税負担しかしていない現象が多発し
ている。このことにつき国際的に批判が高まり，大きな社会問題や政治問
題となっている。
４　グローバル大企業や富裕層によるタックス・ヘイブンを濫用した課
税逃れ
　大多数の納税者が，より多くの税負担が強いられている一方で，法の網
の目をかいくぐり，世界的スケールでタックス・ヘイブンの利用や，複雑
巧妙な税負担削減の術策のスキームを行使して，合法的に納税を回避する
行動がグローバル大企業や富裕層の間で横行し，巨額な税負担を免れる事
態が現出している。
　世界的に貧富の格差が拡大しているなかで，その国で商行為をし利潤を
上げている企業や資産家がタックス・ヘイブンなどを利用して税金を払わ
ないで，各国で経済活動をしている。
　貧しい国ほど貧富の差が激しく，富裕層に富が偏っている現実もある。
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このような国の富裕層が利用しているのがタックス・ヘイブンのオフショ
ア金融センターであり，富裕層が富を国外に持ち出してしまうことで国家
の発展の原資が失われ国民経済は衰退する。
　このような事態が拡大化し常態化すれば，国家財政は大きな財源を喪失
し，各国とも国家財政が細り，大企業や富裕層により納税を回避された分
だけ一般国民や中小企業がしわ寄せを受け，より高い税負担を強いられる
ことになり，不公正は拡大し，好ましくない格差がますます拡大化する。
　何よりも問題なのは，力の強いグローバル大企業や富裕層がタックス・
ヘイブンなどを悪用し，英知の限りを尽くして伶猾な手法で法秩序を蝕み
巧妙に課税逃れをしていることである。このような事態は税負担の不公平
を増幅し，税制への信頼の低下に結びつき絶対に放置しておくことは許さ
れない。
５　グローバルな犯罪の闇のメカニズムとしてのタックス・ヘイブン
　タックス・ヘイブンにおける最大の闇は，匿名口座や匿名資産を許容
し，所得や資産に関する情報を厳格に秘密保持している秘匿性である。こ
のためタックス・ヘイブンはマネーロンダリング（資金洗浄）に使われて
いる。
　タックス・ヘイブンがマネーロンダリングに使われるのは，複数のタッ
クス・ヘイブンを組み合わせると，捜査当局による犯罪の証拠集めや資産
の凍結が非常に難しくなるからである。脱税，詐欺，賄賂をはじめ，麻薬
売買で儲けた「汚いカネ」を通常の銀行口座に置いておくと，警察が見つ
けることは，いとも簡単である。
　ところが，タックス・ヘイブンに設けたペーパーカンパニーの口座に資
金を移せば，日本の警察は刑事共助条約に基づいて現地の警察に捜査依頼
をしなければならない。ようやく，半年以上もたって「そのペーパーカン
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パニーの持株会社は別のタックス・ヘイブンにある」という回答であれ
ば，今度は別の国の警察に捜査依頼を再びする必要がある。これでは，こ
の間に１～２年がかかってしまうと言われている。犯罪者は捜査の動きに
気づけば，警察よりも常に先に先にと金を動かすであろう。
　グローバル時代だといっても，国境を越えた警察の協力には手間と時間
がかかり，スムーズにはいかない。それは，各国で犯罪の定義や捜査の進
め方が異なるからである。プライバシー保護の観点からも，犯行情報の共
有は難しくなっているとされている。
　タックス・ヘイブンの秘密保持は，国際関係による金融制裁の対象国を
はじめ，テロリスト，マフィア，日本の暴力団に利用されてきている。
　アメリカの９・11同時多発テロ以来，世界の金融ルールは厳格化されて
きており，テロや犯罪に関連して金融規制の対象となっている個人や企業
の関係者は銀行口座や証券口座が設定できなくなっている。金融規制対象
者は，通常の形で資産を運用することも，銀行を利用することもできない
のである。
　ところが，法人形態の企業を活用すれば，これが可能である。金融規制
の対象者が企業を設立すれば，その企業も金融規制の対象になるが，タッ
クス・ヘイブン，例えば，英領ヴァージン諸島では匿名での会社設立が許
されているために，会社設立者を判らないようにすることができる。
　パナマ文書が大きな意味をもつのは，タックス・ヘイブンを悪用した脱
税が明るみに出ることであるが，実はそれ以上に，こうした匿名口座や匿
名資産の「真の所有者」が明らかになることで，テロ組織の活動やマネー
ロンダリングの実態，それにかかわっている人物や企業の存在が暴き出さ
れ，これまで対処しきれないでいた金融規制の抜け穴の摘発が期待できる
ことである。
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６　タックス・ヘイブンが「合法」か「非合法」かはカメレオンのよう
に変化
　大金持ちの富裕層やグローバルに活動する大企業だけが利用できるタッ
クス・ヘイブンによる闇のメカニズムの濫用による巨大な「税の抜け穴」
がある。それは，多くの中流家庭では使えないだけではなく，その煽りを
食って，その分だけ一般の国民は消費税などにより，余分に税金を負担さ
せられることになる。
　大きな問題は，タックス・ヘイブンなどを活用する，こうした行為の多
くが違法とならないで合法的だということである。それは国ごとに税制が
異なり，適法として容認されるタックス・ヘイブンと，違法として容認さ
れないタックス・ヘイブンのカテゴリーが異なるからである。
　より本質的にみれば，経済・企業活動のグローバリズムによる「グロー
バルな経済活動」に対し，政治・課税のナショナリズムによる各国の「ロ
ーカルな課税権の行使」との間におけるギャップの問題である。それは，
ボーダレス・ワールドにおける深刻な「企業」と「国家」の乖離と相剋の
課題である。
　各国が国民国家の枠を越えて，国際連携により，多国籍企業という21世
紀の巨大な〝怪物〟によるグローバルな闇の社会の中核であるタックス・
ヘイブンの悪用を追及するための新しい発想による税制の構築のために英
知の結集と国際協調が求められている。
Ⅴ　新自由主義的な強欲グローバル経済の闇の中核の悪魔の作用
　　──「タックス・ヘイブン化現象」にみる富と権力の暴走──
１　金融危機やスキャンダルの震源地となっているタックス・ヘイブン
　ここ20年間にわたって発生した金融危機や多くのスキャンダルにおいて
も，タックス・ヘイブンやオフショア法域の名前が取り沙汰されている。
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それは，深刻な問題を提起しながら，量的拡大を積み重ね，質的変化を生
じ驚くべき事態を生んでいる。
　2007年９月，未曽有の破壊的金融危機が始まって僅か１ヵ月後に，イギ
リスの銀行ノーザン・ロックは，破綻の瀬戸際にあった。ノーザン・ロッ
クは，破産前に急成長を遂げ，それによって債務保証券（CDO）向け国際
市場における積極的プレイヤーとして成長するための資金を調達し，イギ
リスにおける５大住宅金融銀行の１つとして台頭していた。
　しかし，その CDOは，ノーザン・ロックそのものが発行したのではな
く，その陰の会社として知られるようになったグラニット・マスター・イ
シュアー公開有限責任会社と，その関連会社が発行していた。グラニッ
ト・マスターを所有していたのが，ノーザン・ロックそのものではなく，
ノーザン・ロックが設立したイギリスの慈善信託である。グラニットの経
営の大半，その独立機構は，ヨーロッパのタックス・ヘイブンであるジャ
ージー島に置かれていた。
　2008年３月，アメリカの主要銀行ベア・スターンズが破綻した。ベア・
スターンズは，ヘッジファンドを通して巨額の資産を失っていた。そのヘ
ッジファンドの多くが，ケイマン諸島やダブリンの有名なオフショア金融
センター（OFC）に登記されていた。
２　見えない世界最大のオフショア金融センター
　現在，世界には46から60の活動中のタックス・ヘイブンがあり，推定
200万社のインターナショナル・ビジネス・コーポレーション（IBC）の本
拠地となっている。IBCとは，とてつもない数の一連の企業体（その大半
が極めて不透明）と，何千社という信託会社，ヘッジファンド，キャプテ
ィブ保険会社を意味している。国際銀行業務の約50％，世界の外国直接投
資（外国企業に対し永続的な経営支配をする権益を取得することを目的とする投
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資）残高の30％がこれらの法域に登記されている。
　いくつかの小さな島が，世界最大の金融センターとなっている。カリブ
海に浮かぶ３つの小島からなるイギリス海外領土のケイマン諸島は世界で
５番目に大きな国際金融センターである。イギリス王室の小さな属領であ
るガーンジー島，ジャージー島，マン島，そして，さらに，スイス，ルク
センブルク，アイルランド，シンガポールなども，こうしたなかに含まれ
る。
　グローバル・リッチ（世界的富裕層）は，2007年現在，タックス・ヘイ
ブンに約12兆ドルの富を保有していた。これは，アメリカの年間 GNPの
全額をタックス・ヘイブンに預け入れていたようなものである。
　カリブ海の４大ヘイブンであるケイマン諸島，英領バージン諸島，バミ
ューダ，バハマに世界のヘッジファンド業界の52％が本拠を置いている。
米会計検査院の「GAO2008」によれば，ケイマン金融サービス機構は，
その領土だけでも世界のヘッジファンド業界の35％が所在していると報告
している。
３　エリート達は「租税」と「規制」を回避しようと英知を傾注
　これらの数字が示す事態は，世界中の国家，企業，財界エリートが，こ
ぞって作った法律や規制そのものを回避しようとする「結集した努力」の
結果である。
　このようにして，エリート達は，租税を回避しようとする。国家が提供
する治安，経済的安定，政治的安定，社会的安定，健康，医療，教育，交
通，通信，インフラなどの共同財に対して支払う負担金を，一致団結して
回避し，削減しようとしている。しかも，規制をも回避しようとする。そ
の回避しようとする規制は，社会の秩序と安定を維持するために設けられ
た金融やビジネスに関する規則や規範であることが多いのである。
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　逆説的な言い方をすれば，そのようにルールや規範を巧みに回避し“掻
い潜る”ことでもしなければ巨大企業や富裕者が，そもそもこれほどまで
に儲けを拡大し富を蓄積し裕福になれなかったのではないか。
　まさに，タックス・ヘイブンは，企業や人々が厳しくも広汎に，張りめ
ぐらされた法的規制と社会的規制に「巧みに対処」することを可能として
いるのである。
４　グローバル化の利益とコストの配分を歪める「タックス・ヘイブン
化現象」
　世界中の人々へのグローバル化の利益とコストの配分を決定することが
最も重要でありながら，見落とされてきていた構造的要因がある。それが
タックス・ヘイブンの存在なのである。
　世界のごく少数の富裕者や権力者，国を棄てた強欲で無国籍化した巨大
な多国籍企業などが，得をするように，タックス・ヘイブンが媒体として
作用しグローバル化の利益の配分を著しく歪めているのは，重大な政治的
課題である。
　かようにして，いわゆる「タックス・ヘイブン現象」は，その巨大な経
済力を武器として最も権力のある最富裕層と無国籍化した巨大企業が，め
ったに見られないほどの規模で社会的な共同財をローコストで利用しよう
とする大々的にして組織的な陰謀である。いまや，その害毒が世界中に伝
播している。その結果，そのツケは他の納税者，多くは一般の庶民が払わ
されているのである。
　タックス・ヘイブンは，最富裕層や無国籍化した巨大な多国籍企業と，
それ以外の階層の人々との溝の深まりと格差の拡大化を特徴とする「新自
由主義的グローバル化」のメカニズムの闇の中核となっている。
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５　世界経済の新自由主義的グローバル化の進展の害悪
　重要なことは，タックス・ヘイブンが，単に，租税回避と脱税の導管で
あるばかりでなく，国，企業，組織，個人の財産を管理する，もっと大き
な金融の世界にかかわっていることである。それは，世界経済において中
心的な役割を果し，「新自由主義的グローバル化」経済のメカニズムの柱
として機能している。
　タックス・ヘイブンは，自国領土の居住者でない人々や企業が，租税と
規制の双方，あるいは，いずれか一方を回避しようとして行う取引を可能
とするための法律を意図的に制定し，課税当局や規制当局の判断を難しく
するため，法的に守られた秘密保護というベールを提供することで，これ
を助長する法域である。要するに，非居住者への代替的低税率と，ほとん
ど無規制の守秘スペースを提供するための法制や政策を意図的に作ってい
るのである。
　タックス・ヘイブンは，絶えず進化し変容している。それは，OECD
加盟国の連帯による規制の引き締めに対応するためのものであり，さら
に，インターネットやワールド・ワイド・ウェブが開拓した新たなチャン
スに応じて，新しいタイプの法律，新しい事業体，新しい部門さえも開発
していることによる。
　それは，まさに，不死鳥のごとく，21世紀の世界経済のグローバル化の
中心において「闇のメカニズムの中核」として利益とコストの分配を歪め
る「悪魔の作用」を深化している。
　このようなグローバル化は，人類社会にとって，その安態を脅かす恐る
べき有害な存在である。
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Ⅵ　タックス・ヘイブンにある裏金脈で失われた世界中の税金
　　──保管されている巨額資産と超富裕層の課税逃れ額──
１　タックス・ヘイブンという巨大な裏金脈と世界中の国で失われてい
る巨額な税収の推計の問題
　タックス・ヘイブンは，グローバル経済の見えざる闇の中核のメカニズ
ムであるだけに，その闇をのぞいてみても，その実相を知ることは困難で
ある。しかし，そのタックス・ヘイブンが世界経済において，どのように
作用し，どのようなスケールで動いているかを知ることは興味深いことで
ある。
　さらに，求めたいのは，タックス・ヘイブン全体で超富裕層の課税逃れ
は，どのくらいの金額に達しているかを知ることである。それは，失われ
た税収額である。
　現在，タックス・ヘイブンに関する研究において，「タックス・ヘイブ
ンに関する統計は，紛らわしい」ことが世界の常識になっている。それ
は，タックス・ヘイブンの定義が論争になっていることからしても，それ
についての統計も必然的に多様になる。しかも，タックス・ヘイブンとオ
フショア金融センター（OFC）が，しばしば混同されていることからして
も，その混同が統計にも反映されている。公式の情報収集方法も標準化さ
れていないので，一段と混乱を生じている。
　さらに，複雑なことは，租税逋脱（脱税）と租税回避（避税）の線引き
が全くもって不明瞭であり，しかも国によってこれらの概念や範囲が異な
る場合が多いとともに，多くの脱税や租税回避が，識別も算出も難しいト
ランスファープライシング（移転価格操作）を手段として行われているか
らである。
　どれだけの税金が，脱税や租税回避により失われているか，そのデータ
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の把握はもとより，その推計も困難である。それは，世界の多くの研究者
により「政府も国際金融機関も，世界的状況を調査する能力もなければ，
その意志もないように思われるからである」とまで言わしめている。
　一般に，富裕層など個人の脱税や租税回避についての最良の推計は，オ
フショアに保有されている財産の価額を通じて行うことにより達成でき
る。そこで，タックス・ヘイブンに存在する巨大な裏金脈の測定から始め
ることになる。
２　世界経済におけるタックス・ヘイブンという巨大裏金脈についての
ニコラス・シャクソンの所説
　オフショア世界（offshore world）は，われわれのまわりのいたるところ
にある，として，イギリスの王立国際問題研究所の研究員ニコラス・シャ
クソン（Nicholas Shaxson）は，「タックス・ヘイブンという巨大裏金脈」
について，以下のことを紹介している 3）。
　世界の貿易取引の半分以上が，少なくとも書類上はタックス・ヘイブン
を経由している 4）。
　全ての銀行資産の半分以上，および多国籍企業の海外直接投資の３分の
１がオフショア経由で送金されている 5）。
　国際的な銀行業務や債券発行業務の約85％が，いわゆるユーロ市場（国
3）　Nicholas Shaxson, Treasure Islands ;  Tax Havens and the Men Who Stole the 
World, Vintage Books, London, 2011, p. 8./  ニコラス・シャクソン著・藤井清
美訳『タックス・ヘイブンの闇─世界の富は盗まれている』朝日新聞出版，
2012年，17頁。
4）　J. Christensen and M. Hampton, ‘All Good Things Come to an End’, The 
World Today, Vol. 55, No. 8/9, Royal Institute of International Affairs, 1999.
5）　Ronen Palan, Richard Murphy and Christian Chavagneux, Tax Havens :  
How Globalisation Really Works, Cornell University, 2010, p. 51.
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家の枠外のオフショア・ゾーン）で行われている 6）。
　IMF（国際通貨基金）は，2010年に，島嶼部の金融センターだけで，バラ
ンスシート（貸借対照表）の合計額は18兆ドル（世界総生産の約３分の１に相
当する額）にのぼると推定した。しかも，これは，おそらく過小評価だろ
うと付記していたのである 7）。
　アメリカ会計検査院（GAO）は2008年に，アメリカの大手企業100社の
うち83社がタックス・ヘイブンに子会社を持っていると報告した。また，
タックス・ヘイブンを監視する国際的団体，タックス・ジャスティス・ネ
ットワークが翌年，オフショアより広い定義を使った調査では，ヨーロッ
パの大手企業100社のうち99社がオフショアの子会社を使っていることが
明らかになった。どこの国でも，こうした子会社を最も多く使っているの
は突出して銀行である。
３　世界のマネーストックの半分がタックス・ヘイブンを経由している
ことについてのロナン・パラン，リチャード・マーフィー，クリスチ
アン・シャヴァニューの所説
　シティ大学ロンドンの国際政治経済学部の教授のロナン・パラン（Ronen 
Palan），イギリス税研究所（Tax Reserch UK. LLP）の代表で公認会計士のリ
チャード・マーフィー（Richard Murphy），フランスの経済学者で経済ジャ
6）　Philip R. Lane and Gian Maria Milesi-Ferretti, ‘The History of Tax Havens ;  
Cross-Border Investment in Small International Financial Centers’, IMF 
Working Paper, WP/10/38, Feb., 2010.
7）　Ronen Palan, The Offshore World, Cornell, 2003, and from David Bain, ‘IMF 
finds “Trillions” in Undeclared Wealth’, Wealth Bulletin, 15 Mar 2010, M. K. 
Lewis, ‘International Banking and Offshore Finance :  London and the Major 
Centres’, in Mark P. Hampton and Jason P. Abbott, Offshore Finance Centres 
and Tax Havens, Macmillan, 1999.
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ーナリストのクリスチアン・シャヴァニュー（Christin Chavagneux）は，そ
の共著 TAX HAVENS :  How Globalization Really Works（Cornell University 
Press, 2010.）で，世界のマネーストックの半分が，タックス・ヘイブンを
経由している事態を紹介している 8）。
　IMFは1994年の報告において，「対外融資の半分以上がオフショア法域
を経由して行われている」と断言し，熟練した評者たちを驚かせた。
　2007年の世界の対外貸付の推計は，約24兆5,000億ドルなので，オフシ
ョア銀行の数字に換算すると，およそ12兆2,000億ドルとなる。しかし，
国際決済銀行（BIS）は，オフショア金融センター（OFC）とタックス・ヘ
イブンを区別していない。したがって，「世界のマネーストックの半分」
という度肝を抜かれる数字は，ケイマン諸島やバミューダ諸島だけではな
く，ロンドン，アメリカの IBF，東京オフショア市場も意味する。
　世界のマネーストックの半分がタックス・ヘイブンを経由していると言
ったら語弊があるが，そのマネーがタックス・ヘイブンと OFCを経由し
ているというのは間違っていないとみている。
　もう一組の驚くべき統計数値は，国際投資に関連するもので，外国直接
投資（FDI）総額の約30％が，タックス・ヘイブンを経由して投資されて
いる。あるいは少なくとも，これを通過していることを示している 9）。
　国連貿易開発会議（UNCTAD）のデータ〔図表４〕によれば，1990年代
中盤以降，タックス・ヘイブン経由の FDIフローが若干伸びている。
8）　Ronen Palan, Richard Murphy, Christian Chavagneux, TAX HAVENS :  How 
Globalization Really Works, Cornell University Press, 2010./ロナン・パラン，
リチャード・マーフィー，クリスチアン・シャヴァニュー共著／青柳伸子訳
『タックス・ヘイブン─グローバル経済の見えざる中心のメカニズム』作品
社，2013年，95-103頁。
9）　Ronen Palan, Richard Murphy, Christian Chavagneux, op. cit./青柳伸子訳，
前掲訳書，103-104頁。
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　それにしても，何故に多国籍企業がタックス・ヘイブンを経由する投資
ルートに変更したがるのだろうか，について OECDは，主に税制上の理
由から行っているものとしている。
４　多国籍企業の投資の多くがタックス・ヘイブンを経由していること
についてのロナン・パラン，リチャード・マーフィー，クリスチア
ン・シャヴァニューの所説
　多国籍企業がタックス・ヘイブンを経由して投資の多くのルートを変更
しているかなりの証拠があると指摘している 10）。
　米経済分析局のデータに基づくアメリカ関連企業に関する詳しい調査
10）　Ronen Palan, Richard Murphy, Christian Chavagneux, op. cit./ロナン・パ
ラン，リチャード・マーフィー，クリスチアン・シャヴァニュー共著／青柳
伸子訳，前掲訳書，106-107頁。
〔図表４〕　世界の外国直接投資（FDI）に占めるタックス・ヘイブンの割合
　　　　　─おおむね30％以上もがタックス・ヘイブンを経由している─
〔出所〕　Ronen Palan, Richard Murphy, Christian Chavagneux, TAX HAVENS : How Global-
ization Really Works, Cornell University Press, 2010. / UNCTAD 2008.
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が，これを裏づけている。分析によれば，アメリカの多国籍企業はタック
ス・ヘイブンを大いに利用してきた。1999年には，大規模な外国事業を有
するアメリカ企業の59％が，タックス・ヘイブン諸国に関連企業を持って
いた。
　米連邦議会予算局（CBO）の報告書によれば，2004年末まで，外国人が
アメリカで資産12兆5,000億ドルを所有していた。これは，アメリカが海
外に所有する資産価額を２兆5,000億ドル上回わる。それにも拘わらず，
アメリカ居住者は，外国人がアメリカへの多額の投資から得るよりも多く
の利益を外国投資から常に得ており，それがアメリカの経常赤字の規模を
押し下げていた。2007年末時点でも，外国人は依然として，アメリカ人が
海外に保有している資産よりも，およそ２兆5,000億ドル多い資産をアメ
リカに保有していた。アメリカ居住者は，海外に支払うよりも，ほぼ900
億ドル多くをまだ稼いでいた（CBO 2005）。
　カリブ海の小さなイギリス属領のいくつかが，アメリカ FDIの有数の
受け手となっており，英領ヴァージン諸島は，いまも，対中国 FDIが２
番目に大きい国である。2006年，バミューダ単独で中国の５倍の FDIを
アメリカから受けた。同様に，イギリス（第１の投資先），オランダ（第３），
バミューダ（第５），スイス（第８），アイルランド（第10），ルクセンブル
ク（第11）に関するデータ〔図表５〕が示されている 11）。
　ヨーロッパの FDIの構図もアメリカとほぼ同じで，ヨーロッパの多国
籍企業の全 FDIの約30％が OFC向けである。例えば，フランスへの FDI
全体の47％はタックス・ヘイブンに立地する企業が保有し，その３分の１
がオランダ（第１保有国）かイギリス（第２）などの中間ヘイブンである。
11）　Ronen Palan, Richard Murphy, Christian Chavagneux, op. cit./ロナン・パ
ラン，リチャード・マーフィー，クリスチアン・シャヴァニュー共著／青柳
伸子訳，前掲訳書，110頁。
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フランスは EU加盟国のなかで珍しい存在ではない。
　かように，タックス・ヘイブンは主に，世界の FDIの仲介役として利
用されている。タックス・ヘイブンは FDIの最大の受入国であると同時
に，最大の供給国でもある。
　中国商務部が発行した2007年の最初の５ヵ月に関するデータによれば，
同期に世界10ヵ国が，中国の新たなベンチャー事業への投資総額の86％に
寄与した。額の大きい順に挙げると，〔図表６〕にみるように香港，英領
バージン諸島，韓国，日本，シンガポール，アメリカ，ケイマン諸島，サ
モア，台湾，モーリシャスである 12）。
〔図表５〕　アメリカ多国籍企業の対タックス・ヘイブンへの投資の状況
　　　─2006年における外国直接投資の投資先トップ12の国や地域─
（単位：10億米ドル）
国　名 投資額
イギリス ＄364
カ ナ ダ 246
オランダ 215.7
オーストラリア 122.6
バミューダ 108.5
ド イ ツ 99.2
日　　本 91.8
ス イ ス 90.1
メキシコ 84.7
アイルランド 83.6
ルクセンブルク 82.6
カリブ海地域のイギリス属領 80.6
　（注）　太字はタックス・ヘイブンとみなされる国々。
〔出所〕 　Ronen Palan, Richard Murphy, Christian Chavagneux, TAX HAVENS : How 
Globalization Really Works, Cornell University Press, 2010./ Bureau of Economic 
Analysis, 2006.
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５　タックス・ヘイブンにおける膨大な数のオフショア事業体の状況に
ついてのロナン・パラン，リチャード・マーフィー，クリスチアン・
シャヴァニューの所説
　オフショア事業体の総数について，ロナン・パラン（Ronen Palan），リ
チャード・マーフィー（Richard Murphy），クリスチアン・シャヴァニュー
（Christian Chavagnex）は，その共著で，米国務省国際麻薬・法執行局が作
成したマネーロンダリングに関する国際麻薬統制戦略報告書を参考にして
作成したデータ〔図表７〕を発表している。同報告書は，主にマネーロン
12）　Ronen Palan, Richard Murphy, Christian Chavagneux, op. cit./ロナン・パ
ラン，リチャード・マーフィー，クリスチアン・シャヴァニュー共著，青柳
伸子訳，前掲訳書，110頁。
〔図表６〕　中国に対する外国直接投資（FDI）源の状況
　　　　　　　　　   ─投資先トップ10の国や地域─
（単位：10億米ドル）
法　域 2006年 2007年
香　　港 ＄21.31 ＄27.70
英領ヴァージン諸島 11.68 16.55
韓　　国 3.99 3.68
日　　本 4.76 3.58
シンガポール 2.46 3.18
アメリカ 3.00 2.62
ケイマン諸島 2.13 2.57
サ モ ア 1.62 2.17
台　湾　 2.23 1.77
モーリシャス 1.11 1.33
〔出所〕 　Ronen Palan, Richard Murphy, Christian Chavagneux, TAX HAVENS : How 
Globalization Really Works, Cornell University Press, 2010./ Mofcom, 2007.
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ダリングに関係している。タックス・ヘイブンの全てが，マネーロンダリ
ングの重大な脅威とみなされているわけではないので，同報告書は範囲と
いう点で包括的でないと，注意している 13）。
　英領ヴァージン諸島は，インターナショナル・ビジネス・カンパニー
（IBC）の最大の供給国で，2007年には80万社に達し，香港50万社，パナマ
37万社，バハマ11万5,000社がこれに続いた。ただし，これは，どれだけ
信頼できるか確かめる方法がないので，これらの数字を鵜呑みにしてはな
らないとしている。例えば，英領ヴァージン諸島が，自国領土において操
業を停止した会社を把握できない。これとは対照的に，バハマはこの種の
データをきちんと報告しており，領土に登記された IBC11万5,000社のう
ち，現在は４万2,000社しか活動していない。この割合が，他の国にも適
用できるかは不明であるとも説明している 14）。
　およそ，IBCの数は，平均で年間10～15％の割合で増加している傾向が
ある。例えば，2006年現在のケイマン諸島における IBCの８万1,783社に
は，2005年からの27％の増加が含まれている。推計では，IBCの現在の世
界総数は，200万社を超えているとみている。
　オフショア・ヘッジファンドの数についても調査している 15）。
　ヘッジファンド・リサーチ社がまとめた推計は，2006年末現在のヘッジ
ファンド数を7,241社と報告している。他の有益な情報源は，リツパー・
13）　Ronen Palan, Richard Murphy, Christian Chavagneux, op. cit./ロナン・パ
ラン，リチャード・マーフィー，クリスチアン・シャヴァニュー共著，青柳
伸子訳，前掲訳書，112-114頁。
14）　Ronen Palan, Richard Murphy, Christian Chavagneux, op. cit./ロナン・パ
ラン，リチャード・マーフィー，クリスチアン・シャヴァニュー共著／青柳
伸子訳，前掲訳書，114頁。
15）　Ronen Palan, Richard Murphy, Christian Chavagneux, op. cit./ロナン・パ
ラン，リチャード・マーフィー，クリスチアン・シャヴァニュー共著／青柳
伸子訳，前掲訳書，115頁。
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登
記
さ
れ
た
他
の
IB
C
が
所
有
し
て
い
る
。
香
港
と
英
領
ヴ
ァ
ー
ジ
ン
諸
島
は
と
も
に
，
マ
ネ
ー
の
経
路
変
更
目
的
で
利
用
さ
れ
る
。
　
　
　
　
⒥
 　
法
人
と
信
託
に
関
す
る
数
字
。
許
可
さ
れ
た
信
託
会
社
2
3
0
社
と
弁
護
士
6
0
名
が
，
こ
れ
ら
の
事
業
体
全
て
に
名
義
貸
し
，
及
び
／
又
は
こ
れ
を
管
理
し
て
い
る
。
　
　
　
　
⒦
 　
特
別
金
融
機
関
（
SF
I）
の
数
字
。
ヴ
ァ
ン
・
ダ
イ
ク
ら
（
2
0
0
6
年
）
の
推
計
で
は
，
オ
ラ
ン
ダ
に
実
態
の
あ
る
商
業
拠
点
を
置
か
な
い
「
郵
便
箱
会
社
」
が
，
約
２
万
社
あ
る
。
　
　
　
　
⒧
 　
セ
ン
ト
ル
シ
ア
は
，
2
0
0
6
年
に
4
9
％
増
加
し
た
。
　
　
　
　
⒨
 　
銀
行
シ
ス
テ
ム
は
，
約
1
,0
2
8
億
ド
ル
を
管
理
し
て
い
る
。
銀
行
の
顧
客
の
約
8
5
％
が
非
居
住
者
。
　
　
　
　
⒩
 　
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
で
管
理
さ
れ
て
い
る
資
産
総
額
は
，
2
0
0
5
年
か
ら
0
6
年
に
2
4
％
増
加
し
て
5
,8
1
0
億
ド
ル
と
な
っ
た
。
〔
出
所
〕 　
R
on
en
 P
al
an
, 
R
ic
ha
rd
 M
ur
ph
y,
 C
hr
is
tia
n 
C
ha
va
gn
eu
x,
 T
A
X
 H
AV
E
N
S 
: 
H
ow
 G
lo
ba
liz
at
io
n 
R
ea
lly
 W
or
ks
, 
C
or
ne
ll 
U
ni
ve
rs
ity
 P
re
ss
, 
2
0
1
0
./
 
IN
C
SR
 2
0
0
8
. 
IN
C
SR
の
数
字
が
入
手
不
可
能
又
は
不
完
全
な
も
の
に
つ
い
て
は
，
2
0
0
4
年
の
ST
E
P
の
調
査
と
lo
w
ta
x.
ne
t, 
2
0
0
4
で
補
完
し
，（
ST
E
P）
と
示
し
て
い
る
。
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タス・データがまとめたもので，ケイマン諸島，バミューダ諸島，英領ヴ
ァージン諸島，バハマ諸島というカリブの４大諸島に，2006年現在で世界
のヘッジファンドの52.3％が置かれ，アメリカの30.1％がこれに続いてい
る。
　これらの法域における所在地別のオフショア・ヘッジファンドにより所
有されている推計資産額は〔図表８〕が示している。ヘッジファンド産業
の規模は，2006年現在で，およそ１兆5,000億ドルとみられている 16）。
６　ロナン・パラン，リチャード・マーフィー，クリスチアン・シャヴ
ァニューによるタックス・ヘイブンに保管されている資産額から推計
される富裕層の課税逃れ額
　富裕層個人の脱税や租税回避による課税逃れにより失われた国の税収の
推算が試みられている。
16）　Ronen Palan, Richard Murphy, Christian Chavagneux, op. cit./ロナン・パ
ラン，リチャード・マーフィー，クリスチアン・シャヴァニュー共著／青柳
伸子訳，前掲訳書，115頁。
〔図表８〕　所在地別のヘッジファンドの推計資産額の状況
   ─2006年末現在の状況の推計による数値─
（単位：100万米ドル）
所　在 方法Ⅰ 方法Ⅱ 二つの方法の平均
バハマ ＄24,172 ＄24,531 ＄24,352
バミューダ 107,028 64,321 85,675
英領ヴァージン諸島 129,384 171,733 150,559
ケイマン諸島 470,450 497,977 525,503
合 計 731,035 761,558 746,296
〔出所〕 　Ronen Palan, Richard Murphy, Christian Chavagneux, TAX HAVENS : How 
Globalization Really Works, Cornell University Press, 2010./ Sullivan 2007.
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　公表されている３種のデータを基に，個人がタックス・ヘイブンに保有
している資産の額の推計値を出している 17）。
　第１の情報源は，国際決済銀行（BIS）のもので，2004年６月現在，全
銀行の預金総額14兆4,000億ドルのうち，オフショアの銀行預金総額は２
兆7,000億ドルとみられる。預金総額の約５分の１がオフショアに保管さ
れている。この BISの数字は，現金のみを対象とし，株式や公社債をは
じめとする他の金融資産，さらにオフショアで保有されている不動産，
金，ヨットなどの有形資産の価額とともに，私企業の株式を除外してい
る。これらの資産はオフショア企業，財団，信託を通じて管理されてい
る。信託は，年次決算報告書の提出を求められないのはもとより，登記す
らされていない。したがって，これらの資産の価額は判らないので，その
判断は難しい。
　第２の情報源は，メリルリンチ（Merrill Lynch）とキャップジェミニ
（Cap Gemini）が毎年出している『ワールド・ウェルス・レポート』に含ま
れていた。1998年のレポートは，世界の富裕層（HNWI）の富の３分の１
がオフショアに保有されていると推計した。2002年の同レポートによれ
ば，流動金融資産１兆ドル以上の富裕層が保有している資産価額は2002～
03年現在で27兆2,000億ドル，うち８兆5,000億ドル（31％）が，オフショ
アに保有されていた。この数値は，年間約6,000億ドルの割合で増加して
おり，2008年の数字は約９兆7,000億ドルとなるであろう。
　第３の情報源は，ボストン・コンサルティング・グループ（BCG）の
2003年の「グローバル・ウェルス・レポート」である。BCGは，富裕層
の現金預金と上場証券の保有総額を38兆ドルと見積もった。
17）　Ronen Palan, Richard Murphy, Christian Chavagneux, op. cit./ロナン・パ
ラン，リチャード・マーフィー，クリスチアン・シャヴァニュー共著／青柳
伸子訳，前掲訳書，116-118頁。
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　富裕層の地理的出身別の資産の合計額とオフショアにおける推定額を示
すと〔図表９〕のようである。これらの数値には，不動産，非金融資産，
個人所有の会社の株式を除外している。
　裏づけとなるデータが，世界的コンサルティング・グループであるマッ
キンゼーの調査部門による報告書で発表されている。それによると，2003
年現在の世界の金融資産総額は118兆ドルに達しており，オフショアに保
有されている金融資産総額は，９兆4,500億ドルとなる。これによって，
９兆から10兆ドルという３つ目の推定値が得られるとしている 18）。
　しかし，この推計値には，不動産その他の有形資産，オフショアで保有
されている私企業の所有権，特許などの使用料やライセンス料を受け取る
権利などの無形資産は含まれていない。これらの資産の正確な価額の測定
は困難であるが，控えめに見積もれば，オフショアの保有額がせいぜい２
18）　Ronen Palan, Richard Murphy, Christian Chavagneux, op. cit./ロナン・パ
ラン，リチャード・マーフィー，クリスチアン・シャヴァニュー共著／青柳
伸子訳，前掲訳書，118頁。
〔図表９〕　富裕層（HNWI）の出身地域別の資産総額と
　オフショアにおける推定額
　─現金預金と上場会社株式の保有総額─
（単位：兆米ドル）
大　陸 資産合計 オフショアにおける推定額
北　米 ＄16.2 ＄1.6
ヨーロッパ 10.3 2.6
中東及びアジア 10.2 4.1
南　米 1.3 0.7
合　計 38 9.0
〔出所〕 　Ronen Palan, Richard Murphy, Christian Chavagneux, TAX HAVENS : How 
Globalization Really Works, Cornell University Press, 2010./ Murphy 2006.
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兆ドル増える程度であろう。これを基に，オフショアに保有されている資
産総額は，11兆から12兆ドルであると結論づけたとしている 19）。
　11兆5,000億ドルが，投資家にとって年平均7.5％の利益を生むと仮定す
れば，資産総収益は年8,600億ドルとなる。平均税率を30％として見積も
ると，資産家が資産をオフショアに保有しているため，年間の税金の損失
額は，約2,550億ドルになるとしている 20）。
　この数値は，「2001年の推計によれば，５兆米ドルの金融資産がタック
ス・ヘイブンに投資されている」と報告したレヴィン米議会委員会の計算
（Levin 2003）と驚くほど近似している。同委員会は，平均利益率を５％，
平均税率を控えめな25％と想定して計算した結果，居住国において毎年
625億ドルもの歳入が失われている。アメリカ経済を世界経済の20％とす
れば，単純計算で，世界全体で3,100億ドルとなる，と説明している 21）。
７　タックス・ヘイブンに保管されている金融資産総額の推算について
のガブリエル・ズックマンの所説
　タックス・ヘイブン全体では，超富裕層の課税逃れは，どのくらいの額
に達するのであろうか。世界中のタックス・ヘイブンで保管されている資
産総額と，それらの全ての資産がまともに税務申告されたならば得られた
であろう税収額を算出することに取り組み，タックス・ヘイブンの利用に
19）　Ronen Palan, Richard Murphy, Christian Chavagneux, op. cit./ロナン・パ
ラン，リチャード・マーフィー，クリスチアン・シャヴァニュー共著／青柳
伸子訳，前掲訳書，118-119頁。
20）　Ronen Palan, Richard Murphy, Christian Chavagneux, op. cit./ロナン・パ
ラン，リチャード・マーフィー，クリスチアン・シャヴァニュー共著／青柳
伸子訳，前掲訳書，119頁。
21）　Ronen Palan, Richard Murphy, Christian Chavagneux, op. cit./ロナン・パ
ラン，リチャード・マーフィー，クリスチアン・シャヴァニュー共著／青柳
伸子訳，前掲訳書，119頁。
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よる「失われた国家の富」の算定額について，ロンドン・スクール・オ
ブ・エコノミクスの准教授のガブリエル・ズックマン（Gabriel Zucman）は
詳細な調査をしている 22）。
　その著書においては，まず，タックス・ヘイブンで保管されている家計
の金融資産の在高を推算している。
　オフショアの富について，ガブリエル・ズックマンの推算によると，世
界規模では，家計の金融資産のおよそ８％がタックス・ヘイブンにあると
している。家計の金融資産は，個人名儀の銀行預金，株式や債券などの有
価証券，投資ファンドの持分，生命保険契約などから，家計の債務を差し
引いたものである。
　2013年末，フランスの国立経済研究所（INSEE）やアメリカの連邦準備
制度（Fed）などの統計機関が発表する資産額の推算によると，世界の家
計の金融資産は，およそ73兆ユーロである。その８％にあたる５兆8,000
億ユーロがタックス・ヘイブンの口座で保有されている。これは莫大な額
である。比較対象としてヨーロッパの金融危機の主国であったギリシャの
対外純債務は，2,300億ユーロである。
　タックス・ヘイブンで保有されている資産のうち，スイスで保管されて
いる資産は，１兆8,000億ユーロに達し，これはオフショア資産の全体の
３分の１に相当する。残りの３分の２は，シンガポール，香港，バハマ，
ケイマン諸島，ルクセンブルク，ジャージーなど，超富裕層のためのプラ
イベート・バンキングを行なうスイス以外のタックス・ヘイブンにある。
このようにして，タックス・ヘイブンにある金融資産の状況は，〔図表10〕
にみるようである 23）。
22）　Gabriel Zucman, LA RICHESSE CACHÉE DES NATIONS :  Enquête sur les 
paradis fiscaux, Éditions du Seuil, 2013.
23）　Gabriel Zucman, op. cit./ガブリエル・ズックマン著／林昌宏訳，渡辺智之
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　これらの数値は，どのようにして導き出されたのかについて，ガブリエ
ル・ズックマンは，それには次のような前提があるとし，各国の対外資産
負債残高に異変が生じており，世界規模では，計上される資産よりも負債
の方が大きくなるという奇妙な現象が生じている。そして，複数の統計を
組み合わせると「ブラックホール」が存在するのがわかる。株式や債券
は，国の資産よりも負債が多く計上されている。
　それは，「火星人が地球を部分的に保有しているのでもなければ，そん
解説『失われた国家の富─タックス・ヘイブンの経済学』NTT出版，2015，
53-55頁。
〔図表10〕　世界の金融資産のうちタックス・ヘイブンに潜在している
　　　　　金融資産額の状況
　　　　　─2013年，家計の金融資産の８％がタックス・ヘイブンにある─
〔出所〕　Gabriel Zucman, LA RICHESSE CACHÉE DES NATIONS : Enquête sur les paradis 
fiscaux Éditions du Seuil, 2013. 各国の資産統計，スイス国立銀行の統計等を基に
した計算による。筆者が大幅に加筆して補足修正をしている。
世界の
金融資産
73兆ユーロ
〔約8,030兆円〕
（100％）
オンショアで保管
（アメリカ，日本，
フランスなど）
67兆2000億ユーロ
〔約7,392兆円〕
（92％）
オフショアで保管
（世界中のタックス・
ヘイブン）
5兆8000億ユーロ
〔約638兆円〕
（８％）
オフショア資産のおよそ
30％はスイスで保管
（シンガポールや香港に登録
されている資産の大部分は
スイスの銀行によって管理）
１兆8000億ユーロ
〔約198兆円〕
オフショア資産の70％は
スイス以外の
タックス・ヘイブン
（シンガポール，香港，バハマ，
ケイマン諸島，ルクセンブルグ，
ジャージー島など）
４兆ユーロ
〔約440兆円〕
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なことは起こりえない」 24）とし，この不均衡こそタックス・ヘイブンの資
産総額を推算する出発点であるとしている 25）。
　ここで問題となるのは，対外資産と対外負債の隔たりがオフショアに保
管されているマネーの量であると確信をもって言えるのだろうか，という
ことであるとしている。
　されど，「マネーは，どこかで蒸発してしまうのではなく，綿密に練ら
れた〝課税逃難計画″に沿ってうごめいている」のであるとし，「ルクセン
ブルクという深淵」と題して，以下の趣旨のことを述べている 26）。
　世界中を駆けめぐるルクセンブルク籍の投資ファンドの時価評価総額
は，どのくらいかにつき，ルクセンブルクの統計学者によれば，2013年初
頭時点で，２兆2,000億ユーロであった。では次に，世界中の国の資産に
計上されているルクセンブルク籍の投資ファンドの総額はいくらであろう
か。理論上，それは２兆2,000億ユーロのはずであるが，実際には何と１
兆2,000億ユーロでしかない。
　要するに，世界の統計において１兆ユーロの資産が持ち主不明で行方不
明なのである。
　同様の問題は，アイルランドとケイマン諸島という二大タックス・ヘイ
ブンに籍を置く投資ファンドにも生じている。それらの国の SICAVやヘ
ッジファンドでは，数10億ユーロが運用されている。しかし，誰がそれら
を保有しているのか判らない。世界的な資産と負債の不均衡の大部分は，
24）　Philip Lane et Gian Maria Milesi-Ferretti, « The External Wealth of Nations 
Mark Ⅱ :  Revised estimates of Foreign Assets and Liabilities, 1970-2004 », 
Journal of International Economics, vol. 73, 2007.
25）　Gabriel Zucman, op. cit./ガブリエル・ズックマン著，林昌宏訳，渡辺智之
解説，前掲訳書，54-56頁。
26）　Gabriel Zucman, op. cit./ガブリエル・ズックマン著，林昌宏訳，渡辺智之
解説，前掲訳書，56-59頁。
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こうした事情に起因する。
　また，国際決済銀行（BIS）や各国の中央銀行が提供する資料からは，
2013年の個人の隠し銀行口座の預金総額は，１兆ユーロに達すると推算で
きる。
　したがって，オフショアの個人資産の評価総額は５兆8,000億ユーロ（あ
るいは７兆5,000億ドル）なので，その内訳は，ほぼ「眠った状態」の銀行預
金が１兆ユーロあり，株式，債券，国際的な SICAVなどへの投資が４兆
8,000億ユーロになる。５兆8,000億ユーロという金額は，世界の家計の金
融資産全体の８％に相当する。
８　ガブリエル・ズックマンが推計しているタックス・ヘイブンに保管
されている世界の金融資産のうちでの課税逃れによる失われた税収の
損失額
　ガブリエル・ズックマンは，重要なことは，タックス・ヘイブンに保管
されている巨大な資産であり，それが容認しがたい税収の損失を引き起こ
しているとし，「超富裕層の課税逃れにより，世界中の国の税収は，年間
１兆3,000億ユーロ減少している」と断定し，〔図表11〕に掲げて説明して
いる 27）。
　実際には，スイスの銀行が，しばしば主張するのとは反対に，オフショ
ア口座の大半は，課税当局に申告されていない。ここで言っているのは，
国外で働く者たちの決済用の普通預金や，彼らが外国に滞在した後も保管
している銀行預金のことではなく，株式や投資ファンドを購入するための
投資用資金の口座だということである。
　2005年以降，スイスの口座で収益を受け取るヨーロッパ人は，自分の財
27）　Gabriel Zucman, op. cit./ガブリエル・ズックマン著，林昌宏訳，渡辺智之
解説，前掲訳書，65-67頁。
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産を税務申告するか，匿名性を利用するか選択できる。しかし，匿名性を
利用する場合，その代償として，銀行が35％の税金を徴収する。ところ
が，最新の数値によると，資金の持ち主の僅か20％しか税務申告を選択し
なかったという（残りの投資家は身元を明らかにすることを拒否したのである）。
したがって，オフショア資産の80％が税務申告されていないと仮定した。
これは，2013年では４兆7,000億ユーロになる 28）。
28）　Gabriel Zucman, op. cit./ガブリエル・ズックマン著，林昌宏訳，渡辺智之
解説，前掲訳書，65-66頁。
〔図表11〕　タックス・ヘイブンで保管されている金融資産による課税逃れでの
　　　　　世界的な損害額
　　　　　─2013年，銀行の秘密業務による課税逃れで1,300億ユーロの税収が減少─
〔出所〕　Gabriel Zucman, LA RICHESSE CACHÉE DES NATIONS : Enquête sur les paradis 
fiscaux Éditions du Seuil, 2013.
タックス・ヘイブンで保管されている世界の金融資産
５兆8,000億ユーロ
〔約638兆円〕
（100％）
そのうち所得税
（利子と配当）
の脱税
8,000億ユーロ
そのうち
相続税の脱税
4,500億ユーロ
そのうち
財産税の脱税
500億ユーロ
そのうち税務申告
された金融資産：
１兆1,000億ユーロ
〔約121兆円〕
（20％）
そのうち税務申告されていない金融資産
４兆7,000億ユーロ
〔約517兆円〕
（80％）
銀行の秘密業務によって失われた年間税収
１兆3,000億ユーロ
〔約143兆円〕
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　そして，これらの資産隠しによって，どのくらいの税収減が生じるかで
ある。世界レベルでは，全ての資産を含めた個人の資本（株式，債券，不動
産，銀行預金など）の平均収益は，これまで数10年間にわたって年率５％で
あった。そして６％近くまで上昇した後，1980年代から1990年代にかけ
て，僅かに下がっている。
　重要なのは，利子，配当，キャピタル・ゲインなどを含めたインフレ調
整後の実質利回りであるとし，ガブリエル・ズックマンがトマ・ピケティ
（Thomas　Piketty）とともに大国の国民会計データを利用したこれらの数
値 29）は，オフショア口座の収益性を決定するための基準として考えるべ
きだと，説明している。
　脱税者は，タックス・ヘイブンから主に投資ファンドを購入する。その
投資ファンドは，世界中の資本，アジアの株式，アメリカの債券，イギリ
スの不動産，一次産品を買う。ところで，５％という実質利回りは投資先
を多様化した大型ファンドの利回りと一致する。過去数10年間のインフレ
調整前の平均利回りをみると，いわゆる「堅実型」の投資ファンドでは年
率６％，外国株式にも多く投資する投資ファンドでは８％以上，超富裕層
向けのヘッジファンドでは10％を超えているとしている 30）。
　そして，「銀行の秘密業務によって失われた年間税収額」の税目別の状
況について，以下のように述べている 31）。
　まず，所得税の脱税額は，利子と配当の脱税で2013年には8,000億ユー
29）　Thomas Piketty et Gabriel Zucman, Capital is Back :  Wealth Income Ratios 
in Rcih Countries, 1700-2010, document de travail, Ecole d’économie de Paris 
(PSE), 2013.
30）　Gabriel Zucman, op. cit./ガブリエル・ズックマン著，林昌宏訳，渡辺智之
解説，前掲訳書，66-68頁。
31）　Gabriel Zucman, op. cit./ガブリエル・ズックマン著，林昌宏訳，渡辺智之
解説，前掲訳書，68-69頁。
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ロになる。
　次いで，相続税の脱税額である。タックス・ヘイブンで保管されている
財産の３％は，毎年持ち主が変わる。それらの巨額の相続は，本来であれ
ば平均して32％の課税を受けるはずであり，相続税の脱税額は，年間
4,500ユーロと多額である。
　さらに，財産税の脱税額である。フランスなどの国では，存命中の人物
が保有する財産に課税する富裕連帯税がある。したがって，それらの国で
は財産税の税収も失われ，それはおよそ500億ユーロである。
　このようにして，要するに，タックス・ヘイブンが原因で減る国の税収
は年間１兆3,000億ユーロである ＊。
＊　控えめな仮定に基づいて計算した，これらの税収減には銀行の秘密業務によ
る脱税しか含まれていない。
　　スイスなどに流れ込むマネーの一部には，不法労働，麻薬密売，賄賂，架空
取引などのように活動自体が税務申告されていないものがある。これらの活動
によって生ずる税収減については無視し，狭義の銀行の秘密業務によってのみ
生ずる税収減だけを対象にした。もちろん，それら２つの種類の税収減は無関
係ではないかもしれない。それらの違法行為から生ずる儲けが確実に隠蔽でき
るのなら，それは悪党どもを勇気づけることにしかならない。残念なことに，
実践的な観点からはオフショアで保管されている資金の出所を知る方法は一切
ない。特に，麻薬密売のような違法行為から生ずる資金と，超富裕層の脱税か
ら生ずる資金を切り分ける方法はないのである。
　　同様に，ここで計算した税収減には，多国籍企業の会計操作による租税負担
の軽減は考慮されていない 32）。
　興味深いのは，ガブリエル・ズックマン（Gabriel Zucman）は，金融資産
の国外逃避の防止のため，金融資産に対する課税を軽減することによって
32）　Gabriel Zucman, op. cit./ガブリエル・ズックマン著，林昌宏訳，渡辺智之
解説，前掲訳書，69頁。
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も脱税は減らず，税収が減るだけであり，「国は二重の苦悩（損害）」を味
わうことになったとして，次のように述べていることである 33）。
　資本所得（労働から得られる給与・賃金等以外の所得で，金融資産・実質資産
から得られる所得，例えば，利子，配当，賃貸料，譲渡所得など），相続財産に
対する課税は過去数10年間に世界中で減税された。その理由は，正確に言
うとタックス・ヘイブンへの資本逃避に歯止めをかけるためであったが，
資本逃避の防止は，減税だけでは不充分だったのである。
　結果的に，国は二重の苦悩を味わうことになった。国は脱税対策として
減税したのに脱税は減らないで，税収だけが減ったのである。この隠され
た損害は，これまでの税収減の計算には含まれていないが，税収の減少お
よび税の公平性の観点（資本所得課税の減税は，富裕層に有利）から，この損
害は甚大である。
　最後に，そのような脱税がなくなるならば，どうなるかについて，国は
回収した全ての資金を公的債務の削減のために充当することが適当であ
り，これにより，国債の利払いもその分だけ減るから恩恵は二重になると
している。
　銀行の秘密業務を葬り去ることによって，フランスならびにヨーロッパ
諸国が陥った緊縮財政という悪循環を，反転させられるかもしれない。利
用できる経済モデルからは，国が回収する資産によって，国内の貯蓄は増
え，課税対象となる所得と相続財産は将来的に増えることが判る。そうな
れば中間層の所得税や付加価値税などの税率が引き下げられることになる
であろう 34）。
33）　Gabriel Zucman, op. cit./ガブリエル・ズックマン著，林昌宏訳，渡辺智之
解説，前掲訳書，70頁。
34）　Gabriel Zucman, op. cit./ガブリエル・ズックマン著，林昌宏訳，渡辺智之
解説，前掲訳書，77頁。
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　タックス・ヘイブンの悪用により富裕層や多国籍企業が巨額の課税逃れ
をし，各国の富を失わせ財政危機を招来しているが，このタックス・ヘイ
ブンを撲滅させて，資産隠しに終止符を打たせることにより，税制は公正
化され，これまで欠陥税制による被害を受けていた一般の庶民や中小企業
の苛酷な負担が軽減されるとともに，財政健全化へ寄与することになる。
このことは，洋の東西を尋わず，各国が目指すべき基本的な方向であるこ
とは間違いない。
Ⅶ　超富裕層のタックス・ヘイブンを利用した租税回避の動向
　　──枠組みの複雑化を狙う「行き過ぎた節税」が問題──
１　タックス・ヘイブンを利用しての海外での資産運用をする事例
　タックス・ヘイブンは，実際に，どのようなスキームで超富裕層の人々
により利用されているのであろうか。
　超富裕層は，多くの場合に，複数のタックス・ヘイブンを組み合わせ，
相当に複雑なフレームワークを用い，合法的な節税を目途に資産の海外投
資や節税金融商品を購入するなどの方法により資産の運用と管理を行ない
増殖を図っている。
　下記の事例による〔図表12〕は個人（Mr.X）がタックス・ヘイブンを利
用し資産運用をする場合の事例を示している。
　〔事例〕
　関係国Ａ，Ｂ，Ｃの３ヵ国は，いずれもタックス・ヘイブンで，税金はゼロ
とする。Mr.Xは本国（例えば日本）の課税を逃れるために，Ａ国（例えば，
シンガポール）の口座にある資金を用いて，Ｂ国（例えば，ケイマン諸島）に
ペーパーカンパニーＹ社を設立する。さらに，Ｙ社名義の口座をＣ国（例えば，
パナマ）に開設し，資金運用をする。
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〔図表12〕　タックス・ヘイブン（TH）利用して資金運用をするイメージ
　　　　　─複数のタックス・ヘイブンを組み合せて海外での資産運用活動─
?????
????
口座開設
口座開設
本国
Mr. X
Ａ国（TH）
［Mr. X 名義口座］
Ｃ国（TH）
［Ｙ社名義口座］
国際金融市場
Ｂ国（TH）
［Ｙ社］
　このようなスキームは，実態としては，Mr.Xが海外で資金運用をして
いるにすぎないのであるから，この資産運用から生ずる所得は，基本的に
は本国（この場合は日本）で課税されるべきである。
　ところがＹ社が法人であれば，Ｙ社は外国法人であるから，通常はＹ社
の所得に本国（日本）では課税することができないが，仮にタックス・ヘ
イブン対策税制（特定外国子会社等の留保金の益金算入）が発動されると，Ｙ
社の所得はMr.Xの所得として本国（日本）で直ちに課税される。
　しかし，Ａ，Ｂ，Ｃの３ヵ国は，タックス・ヘイブンであり，それらの
国から必要な課税情報を入手することができなければ本国（日本）の課税
当局がMr.Xの所得を把握して課税することは困難になる。
　仮に，Mr.Xが海外で得た所得について本国（日本）で正確に税務申告を
し納税をしていれば，このスキームにおけるMr.Xの行動には何の問題も
ない。この意味でタックス・ヘイブンが存在し，このタックス・ヘイブン
を利用することは違法ではない，ということになる。
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　これとは別に，Mr.Xが海外で得た所得について税務申告をしないで本
国（日本）に税金を払わない場合には，Mr.Xはタックス・ヘイブンを利用
して脱税をしたことになる。
　さらに，Mr.Xがタックス・ヘイブンで運用する資金は，もともと脱税
や不法取引，その他の犯罪から得た資金かもしれない。この場合，Mr.X
はタックス・ヘイブンを利用する以前に，既に違法行為をしているし，そ
の違法行為から得た資金を隠蔽するためにタックス・ヘイブンを利用する
ことで，さらなる違法行為を犯したことになる。
　多くの場合，実際に使われるスキームは〔図表12〕のイメージより，は
るかに複雑になるであろう。例えば，Mr.Xの資金を親族らの名義の口座
に分散させるとともに，Ｙ社の子会社や関連会社を設立して，それらを通
じて資金運用をすることもあろう。
　本来ならば，単純な経済活動であるものを，あえて複雑な仕組みを作っ
て行う目的は，率直に言って課税情報を不透明にして本国の課税当局から
遮断することが狙いであろうと推測できる。
２　富裕層や同族会社の節税戦略の展開
　世界には想像を絶するような大富豪がいる。クレディ・スイスの試算に
よると，5,000万ドル（約50億円）以上の純資産を持つ富裕層は，１位がア
メリカで３万8,000人，２位は中国で4,700人，３位がドイツで4,000人，４
位が日本で3,400人となっている。
　アメリカの富裕層400人を純資産ベースで推計してみると，2010年の１
位はビル・ゲイツで500億ドル，２位がウォーレン・バフェットで400億ド
ルである。ゲイツはマイクロソフトの共同設立者，バフェットは長期投資
を行う著名な投資家である。
　これまで，日本社会は経済的には比較的平等であることが特徴であり，
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小資産家はいても，アメリカのようなスケールでの超大富豪はいないと考
えられていたが，実際には日本でも個人富裕層は思っているよりも，はる
かに多い。これは格差社会の拡大をも意味しているが，所得や資産が巨額
にのぼるため税金対策に頭を悩ませている人々も少からずいるということ
でもある。
　近年，税率が大幅に引き下げられてきたが，日本の法人課税は，法定税
率は約30％，相続税の最高税率は55％であるのに対し，タックス・ヘイブ
ンでは，これらが相当に低くなるため，多額の所得や資産を租税回避地に
隠して税金を低く抑える手法が使われている。こうした方法で税金を低く
抑える租税回避行為は，大企業だけではなく，中小企業や個人の富裕層に
も広がっており，タックス・ヘイブン利用の大衆化が進んでいる。
　ある程度の所得が得られるようになると，金融機関や証券会社からさま
ざまな金融商品の勧誘が来るようになるが，本当の富裕層には，はるかに
複雑でテクニックのからんだ節税金融商品が売られている。
　さらに，そうした個人富裕者や同族会社には専門のアドバイザー・チー
ムが付いていて，その指導のもと周到な資産運用と高度のレベルによる税
務対策が行われている。
　そのような富裕者向けの高度の節税戦略が進められた結果，国との争い
が生じ，裁判で争われる事例も多くなっている。
３　タックス・ヘイブンを利用し税制の抜け穴を突いて1,330億円の巨
額の贈与税を節税した武富士事件
　贈与税の課税は，贈与時における受贈者の住所又は受贈財産の所在が国
内にあることが要件とされているため，専門家の助言を受け，贈与者が所
有する財産を国外に移し，次いで受贈者の住所を国外に移転させた後に贈
与を実行することによって，たとえ受贈者が日本国籍を持つ者であって
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も，贈与税の課税を回避し免れた事案がある。
　この事件では，父親が，まず息子を香港に住まわせて，１年だけである
が，日本の相続税法上の非居住者（制限納税義務者）にしておき，そのうえ
で日本国外にある資産を贈与した。こうすれば，当時の相続税法では日本
の贈与税は課されなかった。しかも，香港には相続税も贈与税もないので
息子には税が一切かからないことになる。これにより，いわゆる二重非課
税となった。
　日本の国税庁は，香港に居を移していた息子の住所は日本にあると認定
することによって，贈与税の課税処分を行った。課税処分額は1,585億円
（うち本税は1,330億円）であった。
　この事件の裁判は，最高裁までもつれ込んだが，最高裁の第二小法廷
は，滞在日数，贈与の時期，住民登録の有無，業務への従事状況などの事
実関係から，住所が仮装された実体のないものとはうかがわれないとし，
日本の居住者でないことを認めて，国の課税処分を取り消す判決を下し
た。このため1,585億円の贈与税は還付されたほか，400億円ほどの還付加
算金が支払われた 35）。
４　課税することができない「税制の抜け穴」を巧みに突いた合法的な
租税回避
　武富士事件は，住所の定義という，いわば法の間伱を突いた租税回避で
あった。最高裁の第二小法廷の須藤正彦裁判長は補足意見において，この
ような判決を下すことの妥当性について苦衷の意見を率直に表明し，この
納税者の行動は税金逃れであることは明らかであるとしながらも，「国は
法の定める範囲を超えて課税することはできない」と説明している。
35）　武富士事件，最高裁，平成23年２月18日，第二小法廷判決（判タ1345号，
115頁），国側敗訴・納税者の勝訴が確定。
タックス・ヘイブンによる国際的租税回避（富岡）　269
　憲法第84条は，租税法律主義を定めている。租税法律主義とは，国は法
律の定めるところを超えて税を課すことができない，という立憲上におい
ても極めて重要な定めである。税法規定の解釈について，現在の日本にお
いて租税法律主義の下では，租税法は強行法規であるので，文理解釈によ
るべきであり，法の目的論的解釈が許されるか否かについては諸説がある
が，法規を形式論理的に解釈適用するのが通説となっている。
　この事件は，「租税法規が予定しない異常な法形式」を濫用したもので
あり，学理的なレベルで「法の意図」の目的論的解釈によるときは，「認
められない租税回避」に該当するケースである。しかし，現実の税務執行
においては，租税法律主義の原則の考え方からすると，いかに具体的妥当
性がないものと思われても，この事案における納税者の行動は，「税法規
定の綻び」を活用した「合法的」なものとして認めざるを得ず，このよう
な贈与税回避が課税実務上想定されていなかったとしても，法の解釈では
限界があるとして最高裁が判示したのである。
　このように，この取引が税金逃れであることは，明らかであるとしなが
らも，その時点の法令では贈与税を課税することはできないとして納税者
勝訴を言い渡し，国の課税処分を取り消す，このような判決しか下せなか
ったのである。
　この税法規定の綻びの存在についても長い間にわたり多くの実務家によ
り指摘され，また，実際に，これを活用した節税策が実行されていた。
　日本の法制において租税法律主義がある限り，タックス・ヘイブンを利
用する租税回避の防止という見地からは，法制度の整備の問題として対応
し処理すべきである。実際，相続税法は改正され，武富士事件の舞台とな
った「税制の抜け穴」であるループ・ホールは埋められている。
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Ⅷ　多国籍企業のタックス・ヘイブンを利用した租税回避の動向
　　──グローバル企業の国境を越えての巧みな課税逃れ──
１　タックス・ヘイブンに設立した子会社に無体財産権を移転し間接的
にライセンス運用活動をする事例
　企業が特許権など知的財産権を所有し，第三者に特許使用権を与えライ
センス料を収受する時は，この収入は当期の益金の額となり課税所得を構
成し，課税対象となり法人税等を負担することになる。
　これに対し，日本にある親会社が法人税等が著しく低いタックス・ヘイ
ブンにペーパーカンパニーの子会社を設立し，特許権などの知的財産権を
出資又は譲渡することにより移転し，そのタックス・ヘイブン子会社が第
三者と特許使用権の設定契約をしライセンス料を収受するが，著しく低い
税負担だけで済ませ，多くの利益をタックス・ヘイブンに蓄積する。親会
社は，このタックス・ヘイブンにある子会社から配当金として収受する
が，ごく一部の課税のみにより資金を獲得することができる。
　インバージョンを促進する税制として，パテント・ボックス税制を採用
する国が増えている。パテント・ボックス税制とは，多国籍企業の無形資
産（知的財産権やノウハウなど）を諸外国から招き入れ，自国内に維持し，
法的保護を与え，パテントを保有し，これを商業化・市場化することを促
進するため，特別な軽減税率又は所得控除を認める税制である。
　多国籍企業は厳しい国際競争のなかで，税金コストの最小化のインター
ナショナル・タックス・プランニングによりグローバル税負担の減少に努
めるため，パテント・ボックス税制を活用する。これにより，無形資産の
所有地国に利益とリスクを可能な限り配賦するため，我が国において形成
し，保有してきたイノベーションの成果をパテント・ボックスの所在地国
に集約することが考えられる。
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　下記の事例による〔図表13〕は，特許権などの知的財産権を有し，これ
を第三者に，その特許使用権を与えてライセンス料を収受している会社
が，改めて，タックス・ヘイブンに設立した子会社を介在させることによ
ってライセンス料収入から生ずる利益に課せられる税負担を著しく軽減し
ている事例を示している。
　タックス・ヘイブンに，無体財産権保有会社（Patent holding company）
を設立し，このペーパーカンパニーを通じて間接的に知的所有権などの無
体財産権の利用によるサービスを提供して，ライセンス使用料を収受しな
がら税負担を軽減させるスキームである。
　〔事例〕
⑴ 　通常の取引形態である〈ケースＡ〉は，特許権などの知的財産権（無体財
産権）を有するＡ社は，取引先（顧客）であるＸ社と，その知的財産権を利
用するライセンス使用契約を締結し，利用サービスを提供することによりラ
イセンス料を収受する。
⑵ 　これに対して〈ケースＢ〉は，Ａ社（親会社）が無体財産権を出資して法
人課税が著しく低いタックス・ヘイブンにペーパーカンパニーであるＢ社
（タックス・ヘイブン子会社）を設立する。Ｂ社は，この無体財産権を取引
先（顧客）であるＸ社とライセンス使用契約をし利用サービスの提供をし，
ライセンス使用料を収受する。この〈ケースＢ〉では，Ａ社が所有する無体
財産権を直接に取引先Ｘ社に利用サービスを提供する取引をするのでなく，
タックス・ヘイブンにあるＢ社（子会社）に移転し，このＢ社を通じて取引
先Ｘ社（顧客）にライセンスサービスを提供し，ライセンス使用料を収受す
ることにしたのである。
⑶ 　これに続き，Ｂ社は受入れたライセンス使用料を財源として，親会社であ
るＡ社に配当金を支払う。Ａ社はタックス・ヘイブンにある子会社であるＢ
社より配当金を受け入れる。
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　無体財産権のライセンス運用活動を，その所有者であるＡ社が直接に行
う通常の取引形態である〈ケースＡ〉においては，特許権など知的所有権
の特許使用を許可することによりＸ社から受け入れるライセンス料は全額
が課税対象となる。これは，ノーマルな取引形態による無体財産権の運用
活動である。
　これとは別に〈ケースＢ〉は，タックス・ヘイブンに子会社であるＢ社
〔図表13〕　タックス・ヘイブン（TH）を利用してライセンス使用サービスを
　　　　　提供する取引をするイメージ
　　　　　─知的財産権をタックス・ヘイブン子会社を通しての運用活動─
??????
軽税
③ライ
　センス料
②特許使用
　を許可
???? ? ??? ????
配当のごく一部
のみが課税対象
（払う税金が減る）
④配当
①出資，特許
　を移転
?????????
タックス・ヘイブンを利用した取引
〈ケースＢ〉
??????
全額が課税対象
②ライセンス料
①特許使用を許可
?? ????
通常の取引
〈ケースＡ〉
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を設立し，その子会社に無体財産権を移転し，その子会社が当事者となっ
て，取引先のＸ社とその無体財産権のライセンス使用契約を締結，受け入
れたライセンス使用料はタックス・ヘイブンでの低税率により著しく軽い
税負担で済まされ多くの利益をＢ社に蓄積できる。
　親会社であるＡ社は，タックス・ヘイブン子会社のＢ社に蓄積された利
益のうちから配当金を受け入れるが外国子会社からの受取配当金として，
ごく僅かの課税で済ませることができ，〈ケースＡ〉と比較して税引後の
所得を増大化することができる。
２　資本の調達方法の自由選択を活用し Equityより Debtが有利な「負
債バイアス」の利用による事例
　一定の事業資金を調達する方法として，法的には「出資」である株式発
行により自己資本（equity）で得るか，「融資」である社債発行・借入によ
る他人資本（debt）で得るか，それは企業が自由に選択することができる。
しかし，調達資金のリターンの支払形態は，出資の場合は配当とされ，融
資の場合は利子とされ，そのリターンの税務上の取扱いは，一般に，配当
については損金控除が認められず，利子については損金控除が認められる
こととしている。そこで，関連法人の資金調達においては，資金調達側の
法人の税負担を軽減するためには，equity（資本）より debt（負債）の方が
有利になる。これを「負債バイアス」（debt bias）と呼んでいる。
　関連法人間の利益移転方法としては，資金供給側では，出資による「株
式取得」にするか，融資による「貸付」にするか，そのいずれであって
も，その行為それ自体に対しては課税されないので差異は生じない。しか
し，そのリターンについては，原則として「収益」とされるが，各国の税
制上，受取配当になる場合に，受取配当控除，受取配当益金不算入とされ
るなどの措置があり，受取利子になる場合には通常は益金に算入されると
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いう差異がある。
　このため，関連法人間の取引においては，課税所得の計算上，支払利子
が損金に算入されることを利用して，関連者間の借入れ利率を恣意的に設
定することにより，関連者全体の資金移動には影響させないで，税負担を
軽減する租税回避行為が可能となり得るのである。
　ところで，近年，主要先進国では，租税条約において利子の源泉地国免
税を進めるとともに，支払利子の損金算入を制限する措置を強化する傾向
にある。我が国の場合は，これまで過大な支払利子を利用した所得移転を
防止する抑制措置が充分ではなく，支払利子を利用した課税ベースの流出
リスクに対して，弱点があったことは否定できなかった。
　このため租税回避の想定ケースとして，グループ内で資金を循環させる
なかで，日本法人において過大な支払利子を創出し，損金算入すること
で，課税所得を圧縮することができるという事例が挙げられる。
　〔事例〕
⑴ 　日本法人Ａ社は，タックス・ヘイブンのＸ国に出資金1,000万円で子会社
Ｂ社（軽課税国法人）を設立する。
⑵ 　Ｂ社は，Ｙ国にある外国法人Ｃ社に，その1,000万円を貸付ける。
⑶ 　さらに，Ｙ国にあるＣ社はその1,000万円を日本法人Ａ社に貸付ける。
⑷ 　この貸付に係る利子100万円を日本法人Ａ社からＣ社に支払う。
⑸ 　Ｃ社は，その受入利子100万円を源資としてＸ国のＢ社に利子を支払う。
⑹ 　さらに，Ｂ社は，その受入利子100万円を源資として日本法人に貸付金と
して還流させる。
　日本法人Ａ社がタックス・ヘイブンであるＸ国に設立したＢ社に出資とし
て拠出した資金をＹ国にあるＣ社をも利用して関連企業グループ内で資金を
ぐるっと回し循環させることにより，支払利子を損金算入できる日本法人Ａ
社は課税所得を100万円だけ圧縮しようとしている。
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　日本法人のＡ社がタックス・ヘイブン国であるＸ国に設立した軽課税国
法人であるＢ社に出資として拠出した資金1,000万円をＹ国にあるＣ社を
も利用して，関連企業グループ内で，その資金1,000万円をぐるっと回し
〔図表14〕　関連企業グループ内で資金を循環させることによる
　　　　　租税回避のイメージ
　　　　　─資金がぐるっと回るだけで支払利子を損金算入する─
対応する制度
移転価格税制
過少資本税制
過大支払利子税制
②資本持分に比して負債の割合が過大
①支払利子の利率が通常の利率に比して過大
過大支払利子の判定基準
〈関連者間の利子を利用した租税回避への対応策〉
損金算入により日本法人の
課税所得の圧縮が可能
④利子
　100万円
③貸付金
　1,000万円
外国法人
（Ｃ社）
Y国
⑤利子
　100万円
②貸付金
　1,000万円
軽課税国法人
（Ｂ社）
Ｘ国
⑥貸付金
　100万円
①出資金
　1,000万円
日本法人
（Ａ社）
日本
グループ内で資金を循環させることで日本法人において過大な支払
利子を創出し，損金算入することで，課税所得を圧縮するスキーム
③所得金額（利払前）に比して支払利子が過大  
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循環させることにより，支払利子を損金算入できる日本法人のＡ社は，課
税所得を100万円だけ圧縮できることになる。
　このようなスキームに対しこれまでは〔図表14〕の下段に示すように，
① 支払利子の利率が過大となっている場合には「移転価格税制」により，
また，② 資本に比べて負債が過大となっている場合には「過少資本税制」
により，それぞれ関連者間での利子を用いた租税回避に対処することにし
ていた。
　そのため，これら２つの制度により，過大な支払利子に対して，ある程
度，「質的な面」では規制が作用しているものの，「量的な面」には規制が
及んでいないという状況になっていた。
　そこで，前述の主要先進国における支払利子の損金算入の制限措置を強
化するという傾向をも考慮して，企業の事業活動の実態に配慮しながら，
所得金額に比べて過大な利子を関連者間で支払うことを通じての租税回避
を防止するための措置として，平成24年度改正において「過大支払利子税
制」が導入された。これにより，③ 所得金額（利払前）に比して支払利子
額が量的に過大となっている場合には，この税制が適用されることになっ
ている。
　このように，次々と登場するグローバル企業や税制のプロモーターによ
り編み出された租税極小化戦略のスキームによる税逃れとの闘いに，後追
いの「弥縫策」として「追いつかない」ながらも租税回避行為を抑止する
「個別的否認規定」が構築されてきている。
　以下，〔図表14〕の下段に示した租税回避行為を抑止しようとして存在
している３つの「対応制度」につき触れておこう。
⑴　トランスファー・プライシングによる所得の海外流出を防止するための移転
価格税制
　移転価格税制（正式には，国外関連者との取引に係る課税の特例）は，国内
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の企業が国外にある関連企業（親会社，子会社等）と取引を行う際に設定す
る価格（移転価格）を，第三者との通常の取引価格（独立企業間価格）とは
異なる価格に設定したことにより，その所得が減少している場合，法人税
の課税上，その取引価格を独立企業間価格に置き直して課税所得を再計算
する制度である。我が国では昭和61年度の税制改正において導入された。
　企業が海外にある関連企業との移転価格を操作して通常の価格と異なる
金額に設定すれば，一方の利益を他方に移転することが可能となる。
　移転価格税制は，このような海外の関連企業との間の取引を通じて移転
価格操作（transfer pricing）により所得の海外移転を防止するための制度で
ある。その仕組みは〔図表15〕のようである。
〔図表15〕　移転価格税制の仕組みのイメージ
　　　　　─トランスファー・プライシングによる所得の海外流出を防止するため
　　　　　　独立企業間価格で行われたものとみなして所得を計算する─
1,100万円（売上金額）－1,000万円（仕入金額）＝100万
関連者
100万円（利益） 400万円（利益）
対象法人
第三者
売上金額（1,500万円）売上金額（1,100万円）
（移転価格）
仕入金額（1,000万円）
（国外）〔関連者取引〕（国内）
1,200万円（売上金額）－1,000万円（仕入金額）＝200万
第三者
200万円（利益） 300万円（利益）
比較対象法人
第三者
売上金額（1,500万円）売上金額（1,200万円）
（独立企業間価格）
仕入金額（1,000万円）
〔第三者間取引〕
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⑵　資本の一定倍率を超える負債に対する支払利子を否認する過少資本税制　
　過少資本税制（正式には，国外支配株主等に係る負債の利子の課税の特例）は，
いわゆる過少資本を利用した国際的な租税回避行為を防止するための制度
であり，我が国では平成４年４月に導入された。
　企業が海外の関連企業から資金を調達するのに際し，出資（関連企業への
配当は損金算入できない）を少なくし，貸付け（関連企業への支払利子は損金算
入できる）を多くすれば，我が国での税負担を軽減することができる。そ
こで，過少資本税制では，海外の関連企業から過大な貸付けを受け入れる
ことによる企業の租税回避行為を防止するため，出資と貸付けの比率が一
定割合（原則として，外国親会社等の資本持分の３倍）を超える部分の支払利子
について損金算入を認めないとする制度である。その仕組みは〔図表16〕
〔図表16〕　過少資本税制の仕組みのイメージ
　　　　　─資本部分の３倍を超える過大な借入金の支払利子の損金算入を否認する─
子会社
（日本）
配当は損金算
入できない
本来出資によるべき子
会社の資本部分を，過
大な借入れ（過少資本）
という形態に代えるこ
とにより，わが国での
税負担を軽減すること
ができる。 原 則 と し
て，外国親
会社等の資
本持分の３
倍に相当す
る金額
外国親会社
等に対する
負債の平均
残高
親会社
（外国）
出資を増やし
ても課税所得
減少せず
出資
配当
子会社
（日本）
利子は損金算
入できる
親会社
（外国）
出資に代えて
借入れを増や
すと課税所得
減少
超過分に対
応する支払
利子の損金
算入を否認
借入
利子
【出資により資金調達する場合】 【出資に代えて借入れにより
  資金調達する場合】
《過少資本税制による租税回避の防止》
超過分
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のようである。
⑶　所得に比して過大な利子を関連者に支払うことによる租税回避を否認する過
大支払利子税制
　過大支払利子税制（正式には，関連者等に係る純支払利子等の課税の特例）
は，所得金額に比して過大な利子を関連者間で支払うことを通じた租税回
避を防止する制度である。
　過大支払利子税制は，所得に比して過大な利子を関連者間で支払うこと
による租税回避を防止するため，関連者への純支払利子等の額のうち調整
所得金額の50％を超える部分の損金算入を認めない制度である。この制度
の仕組みは〔図表17〕のようである。
〔図表17〕　過大支払利子税制の仕組みのイメージ
　　　　　─関連者への純支払利子の額のうち調整所得金額の
　　　　　　50％を超える部分の損金算入を否認する─
（注）　１．関連者への純支払利子等とは，関連者への支払利子等の額から，これに対応
する受取利子等の額を控除した残額である。
２．調整所得金額とは，当期所得に減価償却費，受取配当益金不算入額等のその
他の金額と，関連者への純支払利子等を加算した金額である。
３．本制度と過少資本税制の両者が適用になる場合には，その計算された損金不
算入額のうち，いずれか多い金額を損金不算入額とする。
関連者への
純支払利子
等
調整所得金額の
50％を超える部分
【本制度の適用除外】
〇関連者への純支払利子
等の額が少額（1,000万
円以下）である場合
〇関連者への支払利子等
の額が総支払利子等の
額の一定割合（50％）
以下である場合
その他 損金不算入額
過大支払
利子
当期所得
???????
50?
比較
調整所得金額 損金算入限度額
関連者への
純支払利子等
・減価償却費
・受取配当益金不算入額等
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３　タックス・ヘイブンを極端に利用したダブル・アイリッシュ・ウィ
ズ・ダッチ・サンドウィッチのスキーム
　タックス・ヘイブンを利用することによる最大のメリットを得ているの
は多国籍企業である。巨大グローバル企業が奸知の限りを尽くしてタック
ス・ヘイブンのあらゆる機能を最大限に利用した想像を絶するアグレッシ
ブ・タックス・プランニング（Aggressive Tax Planning :  ATP）による合法的
な課税逃れを世界的スケールで展開している。
　多国籍企業がアイルランドやオランダの税制とタックス・ヘイブンを巧
みに組み合わせて利用し，グローバルな次元での「税制の抜け穴」を見い
出し，スケールの大きな課税逃れスキームを案出し世界的に波紋を呼び起
した事例としてダブル・アイリッシュ・ウィズ・ダッチ・サンドウィッチ
（Double Irish With a Dutch Sandwich :  DIDS）が挙げられる。
　下記の事例による〔図表18〕は，複数のタックス・ヘイブンを複雑に組
み合わせて活用した「窮極の税軽減スキーム」である DIDSの事例を示し
ている。
　〔事例〕
⑴ 　アメリカの親会社は，無形資産をアイルランド Entity A（子会社１）に譲
渡する。
⑵ 　アイルランド Entity Aは，この無形資産をオランダ Entity（子会社２）へ
ライセンスし，さらに，このオランダ Entityは，別のアイルランド Entity B
（子会社３）に当該ライセンスを受けた無形資産をサブライセンスする。
⑶ 　アイルランド Entity B（海外事業拠点として実体あり）は，世界各国の顧客
に直接に商品販売・サービスを提供する。世界各国に問屋機能（PE認定を回
避しうる程度のサービス機能）を持つとされる関連会社を設置（電子商取引
にあってはアイルランド Entity Bが直接にウェブコンテンツを販売）する。
⑷ 　各国の販売あるいは販売・研究開発の補助子会社は，この問屋機能や販
売・研究開発の補助的機能に対してコストマークアップの対価を Entity Bか
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ら収入するのみで，販売利益の殆んどは，アイルランド Entity Bに帰属する。
⑸ 　アイルランド Entity Bは，自らの機能に応じた ALP利益を残し，本件の
利益のほとんどをロイヤリティーとして，オランダ Entityに支払うが，アイ
ルランド・オランダ条約により当該ロイヤリティーの支払に対してアイルラ
ンドの源泉税は免除される（要するに，オランダ Entityをはさむのは，アイ
ルランド Entityどうしの間のロイヤリティー源泉課税を免れるためである）。
⑹ 　オランダ Entityも，自らの機能に応じた ALP利益を残し，本件の利益の
ほとんどをロイヤリティーとしてアイルランド Aに支払うが，オランダ国
内法により当該ロイヤリティーに対してオランダの源泉税は免除される。
⑺ 　アイルランド Entity Aは，その事業をアイルランド非居住者（バミューダ，
ケイマン，英領ヴァージン Entityなどのタックス・ヘイブンが利用される）
に管理されており，アイルランド Entity Aは，アイルランド租税法の適用関
係（居住地の判断は管理支配基準であり，アイルランド Entity Aは知財保有
会社なので，バミューダ等の法人が知財管理を行う。アイルランド Entity A
はペーパーカンパニーでバミューダ等の法人に事務所と人員が存在すれば一
般に知的財産管理機能があるとみられる。アイルランド会社法上はアイルラ
ンド法人ながら，アイルランド税法上はバミューダ法人となる）を経て，オ
ランダ Entityから支払われるロイヤリティーの帰属をアイルランド非居住者
に転換することにより，オランダ Entityから支払われるロイヤリティーに対
してアイルランドの法人税は免除される。
⑻ 　アメリカの親会社においては，アイルランド Entity Aにおいて本件の取引
により発生するロイヤリティーについて，チェック・ザ・ボックス税制＊の
適用上，オランダ Entityとアイルランド Entity Bは，アイルランド Entity A
の支店として扱われ，Entity Bからオランダ Entityへ，そして Entity Aへの
使用料の流れは同一会社の内部取引とみなされ，本件の一連の取引から得ら
れたものとなる。そうなると，Entity Aは Entity Bが外部から収受した事業
活動所得を稼得したものと整理されることとなり，アメリカの CFC税制（タ
ックス・ヘイブン対策課税）の適用が免除される。
　＊ 　チェック・ザ・ボックス税制とは，アメリカ企業は，法人課税を受ける
か，パートナーシップ課税を受けるかを自らが決めることができるととも
に，海外に持つ拠点の税務上の扱いを⑴法人（課税対象）にするか，⑵支
店（課税対象外）にするかを選べる制度をいう。
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　このスキームにより，アメリカとアイルランド間で「二重非課税」（い
ずれの国にも税金を払わない）が生じているのであるが，２国間条約が濫用
されたわけではなく，アメリカのチェック・ザ・ボックスによるサブパー
ト Fの不機能とアイルランドの管理支配基準及び優遇税制（Entity Bでは
当局との合意により低税率２％が適用されるという）により引き起されている。
　初めのアメリカの親会社からアイルランド Aに対する無形資産の譲渡
にかかる居住地国のアメリカでの譲渡益課税が適正になされているのでな
ければ源泉地国でのコミッショネアとしてのコストマークアップ所得，ア
イルランド Entity Bにおける自ら算定した ALP利益を除き，（オランダ
グループ親会社
子会社１（Entity A）
（アイルランド：
外国法人）
バミューダ法人
（支配管理会社）
子会社２
（オランダ）
子会社３（Entity B）
（アイルランド）
日本現地法人
【アイルランド・
  オランダ】
【日本】
【米国】
費用分担契約（CCA）
無形資産使用許諾
無形資産使用許諾
販売サービス契約
使用料
使用料
コスト＋
数％の手数料
広告サービス契約
広告料
?????????????
〔図表18〕　ダブル・アイリッシュ・ウィズ・ダッチ・サンドウィッチの
　　　　　窮極の課税逃れスキームのイメージ
　　　　　─アップル社が開発し，グーグル，フェイスブック，
　　　　　　マイクロソフトなど多くの多国籍企業が活用─
顧客
販売支援
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Entityは法人所得課税の税率が25％のところオフショア所得免税なので税額は０）
無形資産に由来する大半の利益がバミューダ等のタックス・ヘイブンに移
転しており，ここに海外ビジネスに関連する無形資産がもたらす収益キャ
ッシュフローが集積され，突出した節税に達している 36）。
　この DIDSを利用した実際の会社の事例として，オフショア・タック
ス・ヘイブンのあらゆる機能を最大限に利用した課税逃れの典型として，
アップル社のケースが挙げられる。その仕組みは，次のようである 37）。
1）　アップル社は，アメリカ・カリフォルニア州に本拠を置く多国籍企
業であるが，アイルランドに Entity A（子会社１）と Entity B（子会社
３）の２つの主要な子会社を設立している。アイルランド Entity A（子
会社１）は，アメリカの本社直系の持株会社であり，全世界の販売子
会社を統括している法人であるが，2009年から2012年まで300億ドル
もの利益を得ながら，法人税の納税はゼロである。この Entity Aは，
アメリカ本社が開発した知的財産権をコスト・シェアリング契約によ
って譲り受けている。このためアメリカ以外の子会社があげる販売利
益をライセンス料として集中することができる。
2）　アイルランド Entity B（子会社３）は，主として中国で生産した最
終製品を購入しアメリカ以外の国に販売する法人で，2009年から2012
年に740億ドルの利益をあげたが，支払った税金は，ごく僅かである。
3）　アイルランドの法人税率は12.5％であるが，アップル社はアイルラ
ンド政府との交渉により特別の低税率の適用を受けている。
36）　山川博樹（国税庁調査査察部調査課長）「大規模法人の国際課税の課題」，
『月刊国際税務・別冊』Vol. 34，No. 1，2014年１月，国際税務研究会，7-10
頁。
37）　合田寛著『タックスヘイブンに迫る─税逃れと闇のビジネス』新日本出版
社，2014年，72-76頁。同書を参考にさせて頂き，修正整理して記述してい
る。
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4）　アイルランド Entity A（子会社１）は，法人税ゼロのタックス・ヘ
イブンにあるアップル社の子会社（支配管理会社）によって管理支配
されている。Entity Aは，アメリカからみれば，アイルランドで設立
されているのでアイルランド法人であるが，アイルランドの税法上で
は同国で管理支配されていない法人はアイルランド法人とは，みなさ
れないので，アメリカにもアイルランドにも「課税上の住所」を持っ
ていない。したがって，どちらの国からも課税されない。
5）　アイルランド Entity B（子会社３）は，アメリカ以外から得た販売
収益をライセンス料として親会社であるアイルランド Entity A（子会
社１）に支払う。しかし，直接に支払ったのではアイルランドで源泉
税が課されてしまうため，ライセンス料課税が免除されるオランダ
Entity（子会社２）を介在させ，この会社を経由することによって源泉
税を免れることができる。
6）　アイルランド Entity A（子会社１）の親会社は，アメリカ本国の本
社であり，この Entity Aに蓄積された利益は，CFCルール（タック
ス・ヘイブン課税）によって，アメリカ政府から課税されるおそれがあ
る。そこで，アイルランド Entity Bとオランダ Entityを，アメリカ
税法のチェック・ザ・ボックス税制を活用して Entity Aの支店扱いに
する。そうすることによって，アイルランド Entity Bからオランダ
Entityに対する支払い，及びオランダ法人からアイルランド Entity A
に対する支払いについて，全て同一会社内の内部取引とみなされる。
そのため Entity Aは全体として海外事業を展開する企業とみなされ，
CFC税制の適用を免れることができる。
　以上のスキームは，アイルランドの２つの子会社と，その間にオランダ
導管会社を使った仕組みである。タックス・ヘイブンを巧みに利用するこ
とで，アップル社は大幅な節税に成功したのである。アイルランドに２つ
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の子会社を持つ節税策なので「ダブル・アイリッシュ」，それに，この２
つの子会社の間に，さまざまな優遇税制のあるオランダに設立した子会社
をトンネル会社として介在させるので「ダッチ・サンドウィッチ」と言う
わけである。
　アップル社によって開発され，グーグル，フェイスブック，マイクロソ
フトなど，多くの多国籍企業で利用されていた。
　このような「窮極の税軽減」のスキームは，多国籍企業など巨大企業に
よる租税法と会社法や経済金融制度の「伱間」を狙った巧妙な課税逃れで
ある「合法的な租税回避」行動であることから，「ニューヨークタイムズ」
紙は「二国間の法域の伱間にうまく滑り込んだ」 38）と報道し，イギリスの
『エコノミスト』誌は「聖杯を手にした」 39）と論評している。
４　巨大企業のタックス・ヘイブンの凄まじい利用実態
　多国籍企業など巨大企業が経営戦略の一環としてタックス・ヘイブン
を，いかに利用しているか，その実態をみることとする。
　アメリカの巨大企業のタックス・ヘイブンの利用の状況は，U.S. PIRG 
& CTJの調査報告書 “Offshore Shell Games 2014” によれば，Fortun500の
アメリカペースの多国籍企業が，タックス・ヘイブンを利用し，その国外
所得の実効税率を引き下げている実態が明らかにされている。
　Fortun500のうち，72％の362社がタックス・ヘイブン子会社を7,827社
を所有している。このうち，トップ30社は，タックス・ヘイブンの子会社
1,357社にオフショア・キャッシュをパーキングしている。その状況は，
以下の〔図表19〕から〔図表22〕にみるようである 40）。
38）　“Apple’s Web of Tax Shelters Saved It Billions, Panel Finds” The New York 
Times, May 20, 2013.
39）　“Cook lightly grilled” The Economist, May 25, 2013.
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　このように，多くの多国籍企業が実効税負担率の引き下げに成功したこ
とをアメリカにおいては「株主価格の最大化」（maximizing shareholder 
value）と誇りにしている。
　Jesse Druckerの記事が，Google Inc.  がその外国利益の大部分をアイル
ランドとオランダを通じてバミューダに移転するテクニックを用いて過去
３年間に31億ドルも節税していると報じて，世論を喚起している 41）。
40）　本庄資著『国際課税における重要な課税原則の再検討・中巻』日本租税研
究協会，2016年，128-131頁。
　　 U.S.PIRG/CTJ報告書では，「タックス・ヘイブン子会社数」については
GAO報告書 “International Taxation :  Larage U. S. Corporations and Federal 
Contractors with Subsidiaries in Jurisdictions Listed as Tax Havens or 
Financial Privacy Jurisdiction” (GAO-09-157, Published :  Dec. 18, 2008. 
Publicly Released :  Jan. 16, 2009) と同じ2007年データに基づいている。
41）　Jesse Drucker “Google 2.4% rate shows how” (Bloomberg News October 21, 
2010).
〔図表19〕　最も多くのタックス・ヘイブン子会社を有するトップ20社
会　社　名 タックス・ヘイブン子会社数 会　社　名
タックス・ヘイ
ブン子会社数
Bank of America Corp 264 Liberty Global 104
AES 226 Stanley Black & Decker 98
Morgan Stanley 226 Marriot International 97
KKR 157 National Oilwell Varco 94
Thermo Fisherscientific 144 Dow Chemical 93
Pepsi Co. 137 Ecolab 91
Merck 131 Emerson Electric 86
Pfizer 128 JP Morgan Chase & Co. 83
Marsh&McLennan 110 Mondelez International 83
Illinois Tool Works 105 Abbott Laboratories 79
〔出所〕　U. S. PIRG & CTJ “Offshore Shell Game 2014”.
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〔図表20〕　最も多くのオフショア・マネーを保有するトップ30社
会　社　名 オフショア留保額
（単位100万ドル）
オフショア子会社数
Apple 111,300 3
General Electric 110,000 18
Microsoft 76,400 5
Pfizer 69,000 128
Merck 57,100 131
International Business Machines 52,300 15
Johnson & Johnson 50,900 60
Cisco Systems 48,000 56
Exxon Mobil 47,000 38
Citigroup 43,800 21
Procter & Gamble 42,000 32
Google 38,000 2
hewlett-Packard 38,200 27
PepciCo. 34,100 137
Chevron 31,300 13
Coca-Cola 30,600 13
Jp Morgan Chase & Co. 28,500 83
Oracle 26,200 6
Amgen 25,500 8
United Technologies 25,000 27
Abbott Laboratories 24,000 79
Bristol-Meyers Squibb 24,000 10
Eli illy 23,740 26
Goldman Sachs Group 22,540 15
Qualcomm 21,600 11
Wal-Mart Stores 21,400 0
Medtronci 20,499 37
Intel 20,000 13
Dell 19,000 79
Bank of America Corp 17,000 264
Total 1,199,879 1,367
〔出所〕　U. S. PIRG & CTJ “Offshore Shell Game 2014”.
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〔図表21〕　帳簿上のオフショア利益に対する税負担が10％未満の26社
会　社　名 オフショア留保額（単位：100万ドル）繰延税金
オフショア
税負担（％）
タックス・ヘイ
ブン子会社数
Express Scripts 82 30 0 5
Amgen 25,500 9,100 0 8
Qualcomm 21,600 7,600 0 11
Gilead Science 8,550 3,000 0 10
Advanced Micro Devices 354 124 0 4
Eli Lilly 23,740 8,309 0 26
Wynn Resorts 388 136 0 15
AK Steel Holding 27 9 0 3
Western Digital 6,800 2,300 1.2 12
United States Steel 830 280 1.3 4
Nike 6,700 2,200 2.2 58
Apple 111,300 36,444 2.3 3
Microsoft 76,400 24,400 3.1 5
American Express 9,600 3,000 3.8 23
Baxter International 12,200 3,800 3.9 12
Oracle 26,200 8,000 4.5 6
NetApp 2,500 758 4.7 9
Symantec 2,800 830 5.4 3
Jacobs Engineering Group 26 8 5.5 12
Safeway 170 50 5.6 8
FMC Technologies 1,524 440 6.1 11
Well Fargo 1,600 450 6.9 75
Citigroup 43,800 11,700 8.3 21
Air Products & Chemicals 5,525 1,400 9.7 11
Bank of America Corp. 17,000 4,300 9.7 264
Biogen Idec 3,800 950 10.0 14
Total 409,016 129,618 Ave. 3.3 633
〔出所〕　U. S. PIRG & CTJ “Offshore Shell Games 2014”.
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　しかし，U.S. PIRG & CTJの調査報告書によれば，現在，Googleの実効
税負担率が分からなくされていると，次のように報じている 42）。
　「Googleは，2009年にはタックス・ヘイブンに25の子会社を有すると報
告していたが，2010年以後アイルランドの２社しか開示していない。その
間，オフショアの帳簿上のキャッシュの金額は，77億ドルから389億ドル
に増加した。学術研究の分析では，もはや開示されていないが23のタック
42）　U.S. PIRG & CTJ Report “Offshore Shell Games 2014”.
〔図表22〕　タックス・ヘイブン子会社数０でオフショア留保額を
　　　　　　　　 有するとされた会社
会　社　名 タックス・ヘイブン子会社数
オフショア留保額
（単位：100万ドル）
Verizon 0 1,800
Amerisource Bergen 0 93
Home Depot 0 2,700
Target 0 52
Lowe’s 0 36
Lockheed Martin 0 211
Johnson Controls 0 6,400
FedEx 0 1,000
Tesoro 0 30
Northrup Grumman 0 2,116
　（注） 　「オフショア・マネー留保額」については，毎年 SECに提出される各社の10-K　
Reportの2012年の Exhibit21に基づいている。各社が子会社数を正直に報告しない場
合がある（例えば Googleは多数のタックス・ヘイブン子会社を有するとみられるが，
２社しか報告していない）。そのため，本表では，タックス・ヘイブン子会社数を０
としている。オフショア・マネー留保額を有するものが〔図表20〕のWalMartのほか
にも本表にみるように多数ある。
〔出所〕 　U. S. PIRG/CTJ Report “Offshore Shell Game 2014” “Appendix : The Top 100 Publicly 
Traded Companies”.
290
ス・ヘイブン子会社がなお運営されているという。Bloombergの調査に
よれば，Googleは，ダブル・アイリッシュ・ウィズ・ダッチ・サンドイ
ッチという会計テクニックを用いて，年間約20億ドルの節税をしている。」
　巨大企業の納税実態は，高いと言われる法定税率の下においても，その
実効税負担率が，いかに割安であり，低レベルで，ひどいものであるかに
ついての実態が公的機会のデータによって明らかにされず，不透明の状況
にあることは遺憾ながら日本においては現実の姿である。しかし，このこ
とは，はしなくもアメリカにおいても同様であることが，うかがわれる。
　特に，巨大な多国籍企業が海外において，どのように大きな利益を稼得
しながら，タックス・ヘイブンなどを利用して，いずこの国にも税金を払
っていない「国際二重非課税」の実態などは，国境の壁にさえぎられて検
証することは困難な状況にあるのが真相である。
Ⅸ　タックス・ヘイブンの活用によるタックス・マネジメント手法
　　──世界各国の税制格差を巧みに利用したテクニック──
１　グローバル企業における経営戦略の重要な一環としての国際的タッ
クス・プランニング
　今日の産業社会において企業経営上，租税負担の占めるウエイトとその
影響は，極めて大きく，これを無視することは，全く許されない。そし
て，重要なのは「税引後の経営純利益」であり，それのみが，企業にとり
自由となし得る部分である。ここにおいて，まさに，租税は，企業の経営
方針を決定するうえにおいて一つの重要な要因であるといえる。
　アメリカでは，企業の経営活動の計画を通じて行う「租税極少化」（tax 
minimization）の研究を，特に「税務経営管理」（tax management）と呼称し，
大学において，「教育課程としての税務経営計画（tax planning）」が積極的
に取りあげられている。また，ドイツにおいては，租税の問題を経営経済
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学的観点から研究する「経営経済的租税論」（betriebswirtschaftliche 
Steuerlehre）が進展している。
　タックス・マネジメントは，租税節約を企業の経営計画のなかに有機的
に導入するものであり，それは，単なる税法技術のみによる節税として
「税金を合法的に少なくする」というような消極的なテクニックに止まる
ものではなく，企業経営における指標としての「収益の極大化」と「費用
の極少化」に「租税の極少化」をも総合的に包摂したアプローチであり非
常に積極的なものである。それは，「税引後の経営純利益」の極大化
（maximization）の実現を図るための企業の経営活動の事前的計画的な調整
をテーマとする。
　グローバル経済のもと，企業は海外投資や海外子会社の設立など海外進
出に伴い，経営戦略の重要な柱として，「世界租税戦略」である国際的タ
ックス・プランニングを重視し，海外への進出形態や組織形態，取引形態
について，さまざまな工夫をこらしている。
　多国籍企業にとって，国際的タックス・プランニングは，グローバル経
営戦略の重要な核である。税制は，多国籍企業の多様な意思決定において
デリケートな影響を与え無視できない要素である。
　国際的タックス・プランニングでは，世界における「税の競争」（tax 
competition）において，各国政府がオファーする「魅力的な税制」（attractive 
tax regime）を最大限に利用してグローバル税負担を極少化するため，法人
形態を含む多様な事業体と，その所有連鎖を創り，それらのグローバル内
部取引によって企業グループ全体の利益を最大にするように，会計操作や
移転価格操作（トランスファー・プライシング）を講じて，収益・利益を軽
課税国に，費用・損失を高税国に付け変えるように，収益・利益・費用・
損失の帰属する法的主体（legal entities）のロケーションを選択することが，
ビジネス界の常道となっている。
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　ところで，このような国際的タックス・プランニングは，私法自治の法
理のもとでは自由に設計されるが，個別のタックス・プランニング・スキ
ームが特定国において国際課税のトラブルを生ずるのは，各国の税制にお
ける個々のタックス・プランニング・スキームに対する課税上の取扱ルー
ルが異なることによるものである。個々のタックス・プランニング・スキ
ームに適用されるべき，世界共通の国際課税ルールが確立されるに至って
いないことによる＊。
＊　国際的タックス・プランニングでは，いわゆるタックス・ヘイブンや導管国
（conduct country）の利用がスキームに盛り込まれているが，各国ごとにタッ
クス・ヘイブン規制税制・外国子会社合算税制（CFCルール）は，それぞれ
多様であり同一ではない。
　国際的タックス・プランニングのテクニックの中核となるのがタック
ス・ヘイブン（租税避難地）の利用と，トランスファー・プライシング（移
転価格操作）である。これを合法的，合理的に組み合わせながら，いかに
ダイナミックに展開していくか。これが日本の大企業の経営中枢部の頭の
なかに，つめ込まれた経営戦略であり，そこにおける重要にして有効な手
法なのである。
２　海外子会社の利用による租税軽減策
⑴　投資会社の利用
　証券や株式など収益を生ずる資産を保有している会社や投資家が，タッ
クス・ヘイブンに自らが設立した外国子会社（現地法人）等にこれらの資
産を移転することによって，その資産から生ずる所得に利用者の居住地国
（日本）からの税金が課されるのを回避する。
　そして，積極的に，それら資産からの果実として獲得した“税金のかか
らない所得”から成る資金を使ってその現地子会社名義で，さらに第三国
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（X国）に証券投資や不動産投資等を行ない，その利息や配当あるいはキャ
ピタル・ゲインなどを獲得する。もとよりその利益を自らの居住地国（日
本）へ送金したり配当したりすれば課税を受けることになってしまうので，
それを現地子会社に留保し，あるいは再び投資や貸付等に運用して，さら
に蓄積を拡大する。
⑵　資産保有会社の利用
　居住地国で親会社が開発した特許権，商標権，意匠権，ノウハウなどの
無形財産は，これを通常の価格で直接に第三国にいる第三者に売却した
り，ライセンスを与えたりしないで，まずタックス・ヘイブンに設立した
現地子会社等に原価あるいは低価格で買い取らせる。次いで，その現地子
会社等が第三国にいる第三者にライセンスを与えて，その対価としてロイ
ヤリティーなどを受け入れる。しかし，現地子会社は，これら収益からの
資金を社内に留保したり，居住地国の親会社などに貸付けたりする。
　そうすることにより，親会社が現地子会社に支払うことになる利払い
は，居住地国で親会社の課税所得の計算上損金に算入されるほか，受取利
息はその現地子会社等の所得になり，再び蓄積することができる。
株式等の資産（移転）
（支払）（支払）
再投資
利子・配当利子・配当
（利子・配当を留保）
居住地国（日本）〔資産所有者〕
タックス・ヘイブン国
〔現地子会社〕
第三国（Ｘ国）〔第三者〕
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　この事例では，タックス・ヘイブン規制税制の発動のみではなく，親会
社の原価販売が移転価格税制上において問題となる可能性もある。
⑶　海外貿易子会社の利用
　完全無税国又は，海外所得非課税国等のタックス・ヘイブン国に海外貿
易子会社を設立して，これらの子会社が商品の販売や，購入等の営業活動
　〔事例〕
　日本にある親会社（A社）で開発した特許権などをタックス・ヘイブン国に
設立されている現地子会社（B社）に原価で買取らせ，改めてその現地子会社
が第三国にある第三者（C社）にその特許権を使用させる。
　この場合に親会社では直接に第三者に通常の価格で売却したり，又は，使用
をさせていないので，売却益やロイヤリティーの収益は生じない。しかも，タ
ックス・ヘイブン国の子会社の受取るロイヤリティーは，タックス・ヘイブン
国では非課税か著しい軽課税となることが多い。それらの所得はタックス・ヘ
イブン国に留保蓄積したり，あるいは他に再投資するか，親会社に貸付けたり
して活用する。
特許権売却（移転）留保所得の貸付
居住地国（日本）〔Ａ親会社〕
タックス・ヘイブン国
〔Ｂ子会社〕
第三国（Ｘ国）〔Ｃ社〕
第三国（Ｙ国）
特許実施権（供与）
再投資
ロイヤリティー（支払）
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を行ったことにし，それらの所得を実質的に営業活動を行っている親会社
でなく，その現地子会社の所得として取り込むことによって，所得のうち
少なくても一部に対する課税を回避し蓄積を図る。
　〔事例〕
　日本の親会社（A社）が第三国（X国）にある得意先（Y社）へ商品を輸出
する場合に，書類上において，まずタックス・ヘイブン国に設立されている現
地子会社（B社）に通常の売価1,000万円の商品を800万円の低価格で販売した
ことにし，次いで B現地子会社が X国の Y社に利益を上乗せして1,000万円で
販売したことにする。商品そのものは A社から X国の Y社に直送される。こ
の操作によりまず A親会社の課税所得が200万円減少する。
　さらに，B子会社の獲得した差益の200万円は X国での顧客との販売契約が
タックス・ヘイブン国外で締結されていれば，その所得は通常非課税となる。
商品直送
800万円 1,000万円
居住地国（日本）
〔Ａ親会社〕
第三国（Ｘ国）
（Ｙ社）
タックス・ヘイブン国
〔Ｂ現地子会社〕
　このような国際的租税回避行為に対しては移転価格税制が発動される場
合があり，またこの海外子会社取引が仮装にすぎないときは，その取引行
為それ自体が否認を受けることになる。
⑷　サービス会社の利用
　貿易会社が商品の輸出に当りタックス・ヘイブン国に設立した名目的な
サービス提供会社を介在させて，この現地子会社に対して，提供されたと
されるサービスに対して支払われる手数料の支出により親会社の課税所得
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３　移転価格操作の利用による租税軽減策
⑴　海外販売戦略で子会社間の利益操作の利用
　グループ会社が海外における販路拡大を図るため，海外子会社の先行投
資の負担を高収益の販売会社である国内にある別の子会社に，定額の特別
値引を行わせる国際販売戦略を採用している。親会社の指示により，業績
のあがっている販売子会社の利益を計画的に圧縮し，税負担の軽減を図り
ながら海外販売戦略を効果的に進めようとするものである。
を圧縮することを通じて国際的な税金逃れが行われている。
　〔事例〕
　A親会社（X国）は，第三国（Y国）にいる顧客である C社に商品を1,000万
円で販売したが，その際にタックス・ヘイブン国に設けられている B現地子
会社に販売手数料50万円を支払う。
　この操作により，X国の親会社の課税所得は50万円だけ削減される。しかし，
一方のタックス・ヘイブン国にある B現地子会社が受取った販売手数料50万
円は，タックス・ヘイブンの国外源泉所得となるので課税されない。タック
ス・ヘイブンではタックス・ヘイブン子会社がその手数料に見合うサービスを
行っていない場合でも非課税として取扱われる。
1,000万円
販売手数料
50万円
????
タックス・ヘイブン国
〔Ｂ現地子会社〕
居住地国（Ｘ国）
〔Ａ親会社〕
第三国（Ｙ国）
〔Ｃ会社〕
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　〔事例〕
⑴ 　メーカーである親会社 A社は，自社製品（完成品・部品）を国内にある
子会社 B社を経由して海外子会社 C社へ輸出している。
⑵ 　C社は，仕入れた製品を現地で加工販売しているが後発企業であり販路開
拓には多くの障害があり業績は必ずしも良好ではない。
⑶ 　A社は，C社の工場建設等に伴う先行投資の一部を肩代わりするため，B
社に指示し，B社から C社への仕切価格を製品の種類に関係なく定額の特別
値引をすることにより，所得の移転を図っている。
　この B社─ C社の取引について検討すると次のような問題点がある。
⑴ 　B社側の立場からすれば，C社の甲国における販売戦略のために行った値
引であり，実際に B社が値引して販売した製品のうちには，その後に C社
が値引して販売したものもあったことなどをみると，定額値引を資金援助で
あるとして寄附金処分することは困難であろう。
　また，各製品ごとの値引率も全体としてみた場合には，それ程大きなもの
ではなかった。
⑵ 　法人税法上における寄附金規定のもとでは，多少の価格差があっても，時
価との差額を寄附金として認定することは困難な場合が多い。
⑶ 　仮に，B社が行った値引の総額を C社に対する寄付金と認定できたとして
も更正額が寄附金の損金算入限度内におさまるときは課税効果が生じない。
⑷ 　寄附金の損金算入限度額の範囲内であれば，所得の移転が可能となってし
まう。
Ａ社
（メーカー）
日　本
Ｃ社
（子会社）
Ｂ社
（子会社）
製品
100％出資
製品
（定額特別値引）
????
甲　国
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　国内にある販売会社と海外子会社との取引価格の設定状況にもよるが，
移転価格税制が発動される可能性がある。
⑵　利益の多い子会社からの所得移転の利用
　系列グループ内の販売代理店である特定の子会社の利益が予想以上に多
額となったので，タックス・ヘイブン国にある姉妹会社からの製品の仕入
価格の値上げをしたり，親会社にロイヤリティーを支払わせることなどを
して計画的に利益を削減させて税負担の軽減を図っている。
　〔事例〕
⑴ 　日本にある A社は，乙国法人 C社（親会社）の販売代理店である。同社
はタックス・ヘイブン国である甲国にある法人 B社（姉妹会社）から輸入
した製品を販売している。
⑵ 　B社は，C社から原料を輸入し，製品を製造している。
⑶ 　C社は，A社の利益が当初の予想より多額となったため，
　① 　A社の B社からの製品の仕入価格を値上げさせ，
　② 　A社から C社にロイヤリティーを支払わせることにより，A社の利益を
B社と C社へ移転させている。
⑷ 　この所得移転操作により，A社の粗利益率は次表のように低下している。
A社の粗利益率の状況
会計年度 粗利益率
1988 40.0％
1989 32.5％
1990 25.0％
　この A社─ B社─ C社間の取引は税務当局からみると，次のような問題点
がある。
⑴ 　値上げの意図が A社の利益の圧縮にあったことは明らかであるが，値上
げ額の算定根拠が必ずしも明確ではなく，また，製品ごとの非関連者との取
引価格に関する情報も入手することが困難であるため，原材料・労賃等の諸
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原価の上昇による通常の商取引上の値上げと，所得移転操作のための値上げ
とを判別することができ難い。
⑵ 　ロイヤリティーの計算根拠も不明であり，適正な対価の額の算定が困難で
ある。
日　本
Ａ社
（販売代理店）
Ｃ社
（親会社）
Ｂ社
（メーカー）
製　品
（値上げ）
100％出資
原料
100％出資
ロイヤリティー支払
乙　国甲国（タックス・ヘイブン）
　移転価格税制の運用の如何によっては取引価格の設定状況にもよるが，
課税上問題とされる場合もあろう。
⑶　グループ会社間の取引価格の操作の利用
　メーカーが製品を輸出するに当り，直接に輸出するほか，タックス・ヘ
イブンに設立された子会社をルートとして活用し，海外の特定地域全般に
ついてのセールス活動を統括させている。この際，仕向地別に取引単価に
差別を設けたり，コミッションを支払うなどの方法により，グループ全体
の利益を努めてタックス・ヘイブン国にある子会社に集中するように操作
し，税負担の世界的スケールによる削減を図っている。
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　〔事例〕
⑴ 　日本にあるメーカー A社は，海外乙地域向けに製品を輸出するに際し，
仕向地によって子会社 B社（タックス・ヘイブン所在）を経由させるもの
と，直接輸出するものとがあり，それぞれの取引単価に開差を設けている。
⑵ 　B社は，海外乙地域全域でのセールス活動を行っており，同社を経由しな
い仕向地（C社）への輸出についても，A社は B社に対し一定のコミッショ
ンを支払っている。
⑶ 　これらのグループ会社間の取引の結果，タックス・ヘイブン国にある B社に
多額の所得が留保されることになり，世界的スケールで税負担を逃れている。
⑷ 　A社は，海外甲地域にも製品を輸出しているが，各国市場の事情，取引数
量等により取引単価に開差がある。
⑸ 　仕向地別の取引単価は，次の表のようである。
　この取引については，税務当局からみると，次のような問題点がある。
⑴ 　仕向地によって取引価格にかなりの開差があるが，国ごとに市場の状況，
取引数量等に相違があることから，時価を特定することは必ずしも容易では
ない。
⑵ 　例えば，D社，E社に対する取引価格を根拠にして，B社に対する適正価
格を算定する方法も考えられるが，直ちに，このように断定することが適当
であるか問題がある。
⑶ 　コミッションの支払根拠となる役務提供の事実はあるが，適正率を算定す
るための実態把握が困難である。
⑷ 　B社は，海外乙地域において実際に販売活動を行っており，その売上高の
仕向地別取引単価
仕向地 単価（FOB）
B　社 85
乙地域
C社 140
D社 130
E社 125
甲地域
F社 110
G社 95
国内（非関連） 90
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過半は非関連者に対するものであるため，タックス・ヘイブン税制による合
算課税の適用がない。
日　本
Ｇ社
（子会社）
Ｂ社
（子会社）
Ｃ社
（子会社）
Ａ社
（メーカー）
Ｄ社
（非関連会社）
Ｅ社
（非関連会社）
タックス・
ヘイブン海外甲地域 海外乙地域
Ｆ社
非関連会社
タックス・
ヘイブン 製品
製品
コミッション
製品
75％出資
100％出資
製品
製品
製品
100％出資
　移転価格税制においては，実効性を高めるために独立企業間価格など適
正価格の算定基準を法令上においてより一段と明確にし，厳格な執行がで
きるように措置することが必要である。
４　高度なテクニックの利用による租税軽減策
⑴　金融子会社の複雑な活用　
　多国籍企業では，企業グループ全体の資金の調達や運用管理のために，
例えば，ロンドン等に金融センターとして金融子会社を設立し，これを持
株会社として関連企業の株式を保有させたり，他の現地金融会社の管理運
営を行なうことがある。この場合，さらに，タックス・ヘイブンに複数の
現地金融子会社（ペーパーカンパニーあるいはトンネル会社である）を設立し，
ロンドンにある金融子会社の指令により，親会社の保証のもとユーロ市場
等で長期巨額の資金の調達を行い，その資金を関連会社に貸付けるという
ような高等戦略を採用している。
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　なお，この現地金融子会社の設立場所としては，ケイマン，パナマ，ア
ンティール，オランダ等がよく利用されている。
　〔事例〕
　日本にある親会社（A社）は，ロンドンに金融子会社（B社）を設立する。
この金融子会社にはユーロ市場での資金調達と他の現地子会社や関連会社の資
金管理を行わせる。その一方で，タックス・ヘイブン国であるケイマンに現地
子会社（C社）を設立する。
　このケイマンの現地子会社は，ユーロ市場で得た資金を同様にタックス・ヘ
イブン国であるパナマに設立した現地子会社（D社）を経由して他の関連会社
（E社，F社，G社，H社等）に貸付ける。
　ケイマンとパナマにある現地子会社には関連会社から利息が支払われるが，
この受取利子等は無税で済み，有利な資金蓄積ができるとともに，さらにロン
ドンの金融子会社（B社）からの指令により国際的財テク資金として再投資に
活用し利益拡大を図る。
居住地国（日本）
〔Ａ親会社〕
関連会社
（Ｅ社）（Ｆ社）（Ｇ社）（Ｈ社）
ケイマン（タックス・ヘイブン国）
〔Ｃ子会社〕
（ペーパーカンパニー）
パナマ（タックス・ヘイブン国）
〔Ｄ子会社〕
（ペーパーカンパニー）
（管理）
（管理）再投資
資金
????
????
????
??
????
????
????
??
????
????????
??????
???????
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⑵　キャプティブ保険会社の利用
　多国籍企業は，全世界を舞台としてあらゆる財貨，サービスの生産，販
売，資金の運用等の事業を行っているので，それらの事業リスクを担保す
る保険が必要である。
　キャプティブ保険会社（Captive insurance company）とは，保険業を営ん
でいない通常の企業グループあるいは特殊会社等が株主（親会社）となり，
一定の限度を超える巨額の保険料負担ができない親会社に代わって外国で
のリスクを引き受ける専属の保険業を営む子会社である。
　キャプティブ保険会社を設立するメリットとしては，次の諸点が挙げら
れる。
①　通常，自家保険は企業にとって経費控除として損金算入することが
できないのであるが，この方法では経費控除の対象となり，法人税の
課税所得の計算において損金の額に算入することができる。
②　親会社等の所在地国では保険会社に対して金融機関として業務上各
種の規制をしている場合が多いが，子会社所在地では諸外国の保険業
法等に制約されない。
③　親会社等の所在地国においては違法とされる投資活動等を行うこと
ができる。
④　企業グループ間の各種保険の付保範囲の拡大，さらに，再保険付保
の拡大等によって同等の危険負担をはるかに低コストで引受けること
ができる。
　なお，親会社所在地国の国内法で外国の保険会社の利用が制限されてい
る場合には，さらに国内保険子会社を設立し，バハマ，バミューダ等のタ
ックス・ヘイブン国のキャプティブ保険子会社に再保険をかける方法がと
られている。
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　〔事例〕
　日本に本拠のある A企業グループは，自家保険を利用し税負担を軽減する
ために，バミューダに A親会社が100％出資のキャプティブ保険子会社（Z社）
を設立する。バミューダは完全無税国で，しかも外国為替管理もなく各種の保
険業優遇措置もあるタックス・ヘイブン国である。
　A企業グループは，各種の租税の恩恵を受けるほか，グループ内の多くの子
会社が支払う保険料を経費控除することができ損金算入が認められる。
親　会　社
（Ａ　社）
バミューダ（タックス・ヘイブン国）
Ｚキャプティプ保険会社
居住地国（日本）
（出資） （出資）
100％
海外 海外
（出　資）
?????????
?? ?
??
?? ?
??
?
??
??
??
?
???
?
???
?
???
?
???
?
???
???????
???????
????
???
??????????????
???
?
????
???
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Ⅹ　泥棒の親分達が泥棒を捕える話をしている OECD/G20
　　──タックス・ヘイブン退治が出来るか疑わしい情勢──
１　富裕層や多国籍企業による課税逃れを防ぐための国際協調策が動き
出したが実効性に懸念も
　タックス・ヘイブン（租税回避地）の問題は，G20首脳会議でも論議さ
れ，富裕層や多国籍企業による国境をまたいだ「過度な節税」を防ぐため
の，日米欧など先進国が加盟する経済協力開発機構（OECD）が提案して
いる規制措置を推進しようとしている。国際的に協調し悪質なタックス・
ヘイブンに対する制裁の検討をも重ね，これを退治するためのアクション
が進行中である。
　2016年に京都市で開かれていた OECDの租税委員会が７月１日閉幕し，
多国籍企業の課税逃れ対策を実行するため，「悪質なタックス・ヘイブン
の基準」を定め，該当する国・地域のリストを作り制裁を検討するなど，
各国が体制を整備することで合意した。
　タックス・ヘイブンでの行き過ぎた節税の実態を暴露した「パナマ文
書」の衝撃を受け，参加国が拡大し，課税逃れの包囲網は強化され，企業
の過度な節税を防ぐ国際ルールには約50ヵ国が来年から加わり，100ヵ
国・地域体制になることも固まった（〔図表23〕から〔図表26〕までを参照）。
　悪質なタックス・ヘイブン国・地域は，次の３つの基準で判断する。
　1）　自動的情報交換協定への参加
　　各国の税務当局間で自国に居住していない外国人の口座情報を年に
１回自動的に交換する枠組みへ参加することを公約している。
　2）　国際組織からの税の透明性への評価
　　税の透明性を審査する国際組織「グローバル・フォーラム」に他国
からの要請に基づく既存の情報交換協定への取り組みが充分であると
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〔図表23〕　多国籍企業の課税逃れ対策の流れ
参加国が100以上の国・地域に拡大。来年１月
までに新規参加国が実施に向けた工程表を提出
参加国が46ヵ国から82ヵ国・地域に拡大。実
施に向けた工程や新興国支援策などを確認
OECD が多国籍企業への国別の事業実態の報
告義務付けなど，15の共通ルールを策定
年内～
16年６月30日～７月１日
2015年10月
〔図表24〕　租税回避対策の３本柱のあらまし
10??
??????? ???
→真の所有者情報を把握するため，国際的な情報交換の枠組みを議論
ペーパー会社の実質的所有者の把握
→非協力的な国・地域の「ブラックリスト」の基準を策定
金融口座情報の自動的交換
→46から100ヵ国・地域に拡大し税の抜け穴の網の目を狭める
多国籍企業の税逃れを防ぐ共通ルール
?????
１
２
３
〔図表25〕　国際的な課税逃れ対策の要点
富裕層向け多国籍企業向け
◆タックス・ヘイブンの
所得に本国から課税
◆倉庫だけを持つネット
企業に課税可能に
◆金融口座の情報を各国
が定期的に交換
◆情報開示に非協力的な
国に制裁も検討
〔図表26〕　企業向けの国際ルールが新興国に広がる
100ヵ国・
地域超に拡大
来年
シンガポールや
香港など約80ヵ国・
地域に拡大
７月
G20など
46ヵ国・
地域が参加
今年５月
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評価される。
　3）　多国間の情報交換協定への参加
　　税務当局間で国際的に情報交換を行なう多国間条約への署名してい
る。情報交換の２国間協定を多数結んでいる場合も多国間条約と同等
と認める。
 •上記の３つの基準のうち，２つを満たさなければ，悪質と判定し「ブ
ラックリスト」に掲載する。
 •国際組織の評価が悪ければ，他の２つの基準を満たしていても悪質と
判定する。
　しかし，国際会議の常として各国間のデリケートな政治的配慮から充分
に詰め切ることが出来ないため，課税逃れの規制策についての国際協調を
乱しかねない火種もくすぶっている。策定した３つの基準を満たさなくて
も２つを満たせば，非協力国としてブラックリストに載らずに済む玉虫色
のルールになってしまっているからである。
　問題は，３つの基準が全てそろわないと自動的情報交換を適切に行なえ
ないはずであるが，肝心なブラックリストの判断を曖昧にしてしまった。
その背景には，アメリカへの配慮があったからである。
　後述するように，アメリカには，アメリカ人の外国口座情報を外国当局
から一方的に入手できる独自の制度である「外国口座税務コンプライアン
ス法」（FATCA）があるからとして OECD租税委員会が承認している各国
税務当局間で非居住者の口座情報を相互に提供し合う自動的情報交換のル
ールである「共通報告基準」（CRS）への参加を表明していない。
　京都会議では，アメリカを「悪質なタックス・ヘイブン国」として，ブ
ラックリストに載せて早期の参加を促すべきだとの声もあったようである
が，主要国との対立を避けたのである。
　国際協調で新興国をリードする立場の先進国に配慮したルールづくり
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は，新興国の不満につながる懸念がある。かつて，国際通貨基金（IMF）
改革の際も，アメリカが新興国の出資比率の引き上げの議会承認を先送り
し，新興国が不満をつのらせたことが中国主導のアジアインフラ投資銀行
（AIIB）の設定につながったとされている。
　国際協調による課税逃れに対する規制対策でも同じ轍を踏まないため
に，アメリカの参加公約をどう引き出すか今後の課題になりそうだが，や
っかいなことである。
２　タックス・ヘイブン退治の先鋒に立つ先進国が最大のタックス・ヘ
イブンでもあるという奇妙な現実
　ここで，問題は，タックス・ヘイブン退治の先鋒に立つ正義の味方であ
るはずの先進国が，実は，最大にして最強のタックス・ヘイブンであると
いう奇妙な現実が存在していることである。
　その筆頭が世界に点在するタックス・ヘイブンの総元締であるイギリス
で，その中核はロンドンのシティを本拠とする金融街である。
　次いで，アメリカのニューヨークのウォール・ストリートや東部のデラ
ウェア州のウィルミルトンである。
　2008年アメリカの大手投資銀行リーマン・ブラザーズの経営破綻による
金融危機である，いわゆるリーマン・ショック以降，英米独仏は，タック
ス・ヘイブンが秘密管轄（secrecy jurisdiction）として，一連の不透明な金
融取引の合法化に好ましくない一役を買っている点を責め，透明性の確保
と租税情報交換を国際基準とする構想で，タックス・ヘイブンに，その追
放を目指して圧力をかけてきた。
　しかし，OECDは，タックス・ヘイブンの抑圧政策を推進してはいる
が，加盟国のイギリス，アメリカ，オランダ，スイス，ルクセンブルク，
オーストリア，ベルギーなどは敬遠し素通りして，弱小管理を標的にして
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きている。IMFの研究が OECDの偽善を暴き，イギリスやアメリカを狼
狽させているとの見方もある。IMFはイギリスをタックス・ヘイブンと
判定している。
　グローバル経済の約80％を占める G20の首脳達は，マネーロンダリン
グ，腐敗と脱税や租税回避を助長する慣行の規制を強化することを図って
きてはいるが，OECD／ G20の取り組みが充分な成果をあげているとは，
いえないであろう。
　いずれにしても，租税回避と資産隠匿の秘密保持に悪用される危険の多
いタックス・ヘイブンを抑圧し追放することに取り組んでいる先進国のグ
ループにおいて，多国間のイニシアチブを表向きは支持するポーズを示し
ているのが，タックス・ヘイブン大国の両巨頭こそがイギリスとアメリカ
である。
３　ロンドン，ニューヨークなどの主要なオフショア金融センター
　イギリスのロンドン，アメリカのニューヨークなどの主要な金融センタ
ー（OFC）は，世界的規模の常連客を相手にし，その市場地域向けの国際
的な金融仲介機関として機能している。主要センターは，銀行取引センタ
ーだけではなく，金融資本市場センターでもある。
　例えば，ロンドンの場合，資本市場は，株式市場，インターバンク市
場，外為・証券市場，デリバティブ等により成り，投資銀行，ヘッジファ
ンド，保険会社，年金基金，投資信託，非公開投資会社などの各種の金融
機関などが集中している。
　もともと OFCという概念は，非居住者の金融取引，特に，ユーロ市場
取引を専門とする金融センターを表すものを意味している。
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４　シティとウォール・ストリートの権益はイギリスとアメリカの国益
そのもの
　ロンドンのシティ，ニューヨークのウォール・ストリートの権益は，ま
さに，イギリスとアメリカの国益そのものと言っても過言でないとされて
いる。
　ファイナンシャル・アクション・タスク・フォース（FATF）の会議など
で，イギリスなど旧宗主国が旧植民地であるタックス・ヘイブンの擁護に
回ることがあるようである。イギリスの財務省などは，そのことについて
露骨であると言われている。
　タックス・ヘイブン退治のためにグローバル・フォーラムという国際間
の協議の場が設けられて，2009年４月に国際的に合意された税の基準に基
づいて「ブラックリスト」が作成された。そのような国際会議において，
主権国家が自国や関係地域などが，そのリストに掲載されることを排除し
ようとして，それぞれの思惑で，訳のわからないことを言ったり，リスト
に候補として挙がっている国が猛烈に反対意見を述べたりするなかで，会
議では何とか議論を収束させようとして決議などをまとめるが，出来上が
ったのは奇妙なものとなり，ブラックリスト作成の限界があったことを思
いしらされている。
　先進国が実質上，タックス・ヘイブンの総元締となっている現状のも
と，国際政治の舞台裏で，イギリスが旧植民地である英領ヴァージン諸島
やバハマを擁護するなど，幾多の場面でシティやウォール・ストリートの
暗躍がうかがわれる。
　国際会議は，国益のせめぎ合いの場でもあり，その舞台裏では火花を散
らし矛先を交えているのである。これこそ，まさに，「世界税金戦争」で
ある。
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Ⅺ　イギリスは世界に点在するタックス・ヘイブン系列の総元締
　　──海賊の国グレイトブリテンの世界での猛威の遺産──
１　シティを基軸とし王室属領や旧植民地と繋がって国境を越えたタッ
クス・ヘイブンの多重構造を形成
　イギリスは，他のどんな国よりも多くのタックス・ヘイブンを世界にわ
たり創出してきた。海外領土や属領である小さな島々をタックス・ヘイブ
ンとして発展するように奨励することが，外務連邦省の長年の周到な政策
であった。
　イギリスの有するタックス・ヘイブンの特徴は，低税率と領土主義課税
のほか，① 信託の普及，② イギリスの金融規制の対象とならないオフシ
ョア市場の創造，③ 簡易な法人設立と匿名性の保持，④ イギリス連邦・
海外領土・王室属領との連繋等である。
　企業が納税することなく，イギリスに法人を設立することを認める「架
空居住」の手法は，イギリスの裁判所によって編みだされたものである。
これは，タックス・ヘイブン現象の根幹と信じられている。
　このようなメカニズムを創出する結果になったのは，イギリスをタック
ス・ヘイブンとして確立することを意図したものではなく，むしろ，イギ
リスの裁判所が，自国の税制に関連して「居住」という概念を明確にしよ
うとする一連の裁判を通じて徐々に進化したものである。
　登記は，ある場所で行なわれるが，所在は別のところであるとみなされ
る「オフショア企業」という概念は，イギリスが考え出した。信託の概念
を導入し，その利用に関して，今でも使われている1925年の受託者法にお
いて，その利用に関する規制を成文化した。重要なことは，イギリスは信
託の秘密保持を重視し，課税対象でなければ登記も求めず公記録に報告す
ることも要求しなかった。そうすることでオフショアの秘密保持にとって
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完璧な手段を生んだのである。
　現在でも，イギリスは，14の海外領土に対する権限を保持している。そ
れら７つのバミューダ，ケイマン諸島，英領ヴァージン諸島，ジブラルタ
ル，タークス・カイコス諸島，アングィラ，モントセラト島がタックス・
ヘイブンである。
　イギリスは，また，ジャージー島，ガーンジー島，マン島という王室属
領（crown dependencies）の主権も保持しており，３属領ともに，世界有数
のタックス・ヘイブンとなっている。
　さらに，イギリスの旧植民地の香港は，イギリスの法律を使っており，
主要な金融センターとして発展している。
２　タックス・ヘイブンの創出と発展に大英帝国が果してきた事情
　タックス・ヘイブンの創出と発展に大英帝国が大きな役割を果してきた
事情は，何であろうか。それは主として次のようである。
　第１に，かつての大英帝国は，史上最大の帝国であり，それは崩壊前の
ソビエト連邦の２倍近い大きさであった。イギリスは，第１次，第２次産
業革命の発祥地である。第２次世界大戦まで，世界経済のかなりの部分
が，大英帝国内部で処理されてきた。
　第２に，全てのタックス・ヘイブンの発展の伴となる要因は，社会経済
構造にある。タックス・ヘイブンは，大英帝国や，その多くの前哨基地が
そうであったように常に，高度の金融エリートの国々において発展してき
ている。
　第３に，イギリスのコモンローは，タックス・ヘイブンを発展させるた
めに使われる抜け穴の創出に非常に有効であった。イギリスの入植者が住
み着く場所には，どこでもコモンローがついて回った。しかし，議会が採
択したその後の制定法は，その条項あるいは自然な推論によって明白に適
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用可能でない限り，新しい植民地には，適用されない。その結果，大英帝
国全般へのイギリスの法律の導入が遅々として進まず，租税回避に好都合
な抜け穴を生んだのである。
　第４に，手に負えない帝国を保持するための手っ取り早く簡単な節約方
法を探していた斜陽国家イギリスは，小さな植民地の前哨基地のためにタ
ックス・ヘイブンの地位をこれ幸いと受け入れた。そうすることで，現地
のエリートたちは喜び，ロンドンからの支払いを削減することができたか
らである。
　第５に，オフショア・センターとしての大英帝国の存亡にとって，ユー
ロ市場とシティが不可欠であった。しかも，それはイギリスのサテライ
ト・タックス・ヘイブンのネットワークの環によって強力に繋りが形づく
られているのである。
３　大英帝国の崩壊後も存続しているイギリス主導のオフショア世界
　シティにおけるユーロ市場の発展は，ロンドンと，他の大英帝国の残り
とを結び合わせる統合的なオフショア経済の背景にある主要な牽引力とな
っていた。大英帝国は，1960年代までに解体し消滅したとされているが，
イギリス主導のオフショア世界は健在である。
　ユーロ市場，別名ユーロダラー市場は，1950年代から始まったのである
が，ロンドンの金融機関で自由なドル建て取引を認める規制のない市場で
あり，シティが内外の一体型のオフショア市場として発展するきっかけと
なった。
　世界第１の金融センターとしてのシティの輝かしい成功は，ユーロ市場
と，イギリスのサテライト・タックス・ヘイブンの存在がなくして理解す
ることはできない。形式は別にしても，シティ，ジャージー島，ケイマン
諸島，英領ヴァージン諸島，バミューダ，その他のイギリス領土を，世界
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最大のタックス・ヘイブンならびにマネーロンダリング向けの導管として
機能する統合的なグローバル金融センターとして扱うべきである。
　かつて７つの海を支配した大英帝国の時代の遺産が，ロンドンのシティ
を基軸とするタックス・ヘイブンのネットワークとして，いまだ残されて
いる。
　それでは，シティの実体とは何か，シティを中心として，これの群島
は，タックス・ヘイブンとして，どのように発展してきたのであろうか。
４　特別な自治権を有するロンドンのシティの金融街
　タックス・ヘイブンは，地球上に張りめぐらされた多重構造のネットワ
ークとして作用している。そのうちでイギリスのロンドンの金融街のシテ
ィを基軸とするリレイ・グループは，世界最大のタックス・ヘイブンのネ
ットワークである。
　シティは，正式にはシティ・オブ・ロンドンといい，テームズ川の左岸
でロンドン塔の西側一帯にあたる1.22マイル（約２平方キロメートル）の小
さな区画で，別名スクエア・マイルとも呼ばれており，イギリスの金融セ
ンターである。シティには一定の自治権が与えられていた歴史があり，女
王陛下といえどもシティに入るときは，市長であるロード・メイヤーの許
可を得なければならない。
　このシティがタックス・ヘイブンのネットワークの基軸としての役割を
有しているが，シティそれ自体が実はオフショア・センターであり，タッ
クス・ヘイブンとしての機能を有している。シティは大ロンドンの一部で
あるが他の区域と異なり，特別の地位にある。市長も大ロンドンの市長と
は別に選ばれている。それは，中世より，商人や業者による交易活動がテ
ムズ川左岸のこの地域で盛んになり，多くの同業組合（ギルド）が設立さ
れていた。今もシティには，ギルドホールの古い建物が残っている。彼ら
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は商業や交易の自由を求め，強い自治権を持っていた。
　遠い昔の話は，さておいて，少なくとも戦後に入ってからはユーロダラ
ー市場の創設と金融ビッグバンが挙げられる。ユーロダラー市場は1950年
に始まり，シティが内外一体型のオフショア市場として発展してきた。
　さらに，1986年の金融ビッグバンによって，金融の自由化が進められ，
アメリカのメガバンクを始め海外の金融機関がシティに進出し，オフショ
ア市場としてシティの一層の発展をもたらした。
　シティには世界の金融機関が集中して立地しており，国際的な大金融セ
ンターとしての機能を発揮している。
５　シティを基軸とするタックス・ヘイブンのネットワーク
　シティを囲むネットワークの第１の環は，ジャージー島，ガーンジー
島，マン島の３つの王室属領である。王室属領は伝統的にイギリス国王
が，王国の外部に有していた領地であり，イギリス（連合王国）には含ま
れない。したがって，イギリスの議会で制定された法律が適用されること
は原則としてない。また，EU（欧州連合）に加盟していないので，EUの
法律や規則にも従わない。
　王室属領のジャージー島とガーンジー島は，その位置からしてシティに
地理的に最も近く，それぞれ自治権を持っているとはいえ，法律制度や公
務員選出などでイギリス政府と密接な連携関係にあり，シティと有機的な
繋りを有している。シティへの資金の流入，シティからの流出の導管的な
役割を有し，タックス・ヘイブンのネットワークの重要な部分としての役
割を果たしている。
　シティを中心とするタックス・ヘイブンの第２の環は，イギリスの海外
領土であり，いずれも大英帝国時代の植民地の生き残りであるアンギラ，
ケイマン諸島，タークス・カイコス諸島，そして，ジブラルタルである。
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ジブラルタルの他は，全てカリブ海に浮かぶ小さな島々である。
　カリブ海のタックス・ヘイブンは，ニューヨークとの間に大きな時差が
なく，アメリカに本拠を持つ多国籍企業にとっても使い勝手のよいものと
なっている。
　このようにして，シティを基盤として世界に張りめぐらされたイギリス
のタックス・ヘイブンのネットワークは，王室属領や旧植民地とも緊密に
繋がっており，国境を越えた巨大な多重構造を構築しているところに特色
がある。
６　シティのサテライト・タックス・ヘイブンとして発展を遂げてきた
島々
　イギリスの銀行は，1960年初期にジャージー島，ガーンジー島，マン島
で活動を開始した。タックス・ヘイブンとしての国際戦略を最初に策定し
たのはマン島で，1970年に富裕なイギリス人投資家を引き寄せようと近隣
諸国と競争を始めた。
　1964年までに，アメリカの３大銀行であるシティバンク，チェース・マ
ンハッタン，バンク・オブ・アメリカが現場に到着した。ロンドンを拠点
とした場合の高いインフラ・コストに直面していた北米の小規模な銀行
が，カリブ海のオフショア金融センター（OFC）は，もっと安くて，為替
管理・準備金制度・金利の上限などもないという同じような魅力的な規制
環境を提供してくれるばかりか，ニューヨークと同じ時間帯に属するとい
う利点もあった。
　銀行その他の金融機関が，タックス・ヘイブンとユーロ市場の極めて有
益な相乗効果のいくつかの真価を認めたのである。ジャージー島やバミュ
ーダのようなタックス・ヘイブンで，銀行は，厳しい金融規制を回避でき
るだけではなく，節税効果の高い事業の運営方法を見つけることができ
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た。これらのオフショア金融センター（OFC）は，次のような理由から発
展してきた。
　第１に，これらは，主に「会計帳法センター」として機能する。金融取
引は，ロンドン，ニューヨーク，フランクフルトなどの主要な金融センタ
ーで開始され，活動しているが，ケイマン諸島で「記帳」がなされ，した
がって，その取引から生ずる利益も，そこで「記帳」される。
　第２に，カリブの島々は，1960年代から70年代，金融制度が依然として
非常に規制されていたアメリカに地理的に近いという利点があった。これ
らのセンターは，北米の銀行界が，ユーロ市場での取引向けの導管として
開発した，カリブ海の３つの金融センターであるケイマン諸島，バハマお
よびパナマは，ユーロ市場の急速な拡大から特別に恩恵を受けた。このう
ち，最大のタックス・ヘイブンは，ケイマン諸島である。
　ケイマン諸島は，キューバの南に位置する大小３つの島からなっている
が，驚嘆すべき成功を収めてきた。国際決済銀行の統計によれば，2008
年，ケイマンは世界で４番目に大きい金融センターであった。2006年末ま
でに，ケイマンに登録されていたオフショア法人の数は８万1,783社で，
2005年の27％増であった。ケイマンは，ヘッジファンドとストラクチャー
ド・ファイナンス向けで世界ナンバーワンの所在地となった。キャプティ
ブ保険会社向けでは，バミューダに次ぐ第２位で，機関ファンドは，既に
１兆4,000億ドル前後で，さらに増え続けている。ケイマンのオフショア
部門は，短期貿易金融，特に商品輸出向けの融資に集中している。
　王室属領のうち，ジャージー島とガンジー島は，フランスとの間のイギ
リス海峡に浮かぶチャネル諸島の島々である。ジャージー島はオフショ
ア・プライベートバンキング・センター，ガンジー島は有力なキャプティ
ブ保険センター，マン島は最も速い成長を見せている生命保険部門，ダブ
リンは大規模な資金運用センターであり，英領ヴァージン諸島はインター
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ナショナル・ビジネス・コーポレーション設立の世界的リーダーである。
ジブラルタルは，銀行，保険，資金運用，信託，投資顧問など，広範なサ
ービスを提供している。
　イギリスならびに大英帝国は，オフショア経済の拠点として台頭し，瞬
く間に首位にのし上がった。1950年末のユーロ市場の出現により，シティ
中心の経済が出現し，イギリス属領のサテライト・システムと密接な繋り
を持つようになった。この大英帝国の経済は，現在ではオフショア金融セ
ンター（OFC）として知られる総合体において租税回避と脱税を規制回避
と組み合わせている。
　タックス・ヘイブンは，今や全世界に広がっているが，依然として突出
したグループは，かつての大英帝国を基盤とするイギリスのネットワーク
である。シティを中心として，ユーロ市場に支えられたこのグループは，
王室属領，海外領土，太平洋の環礁，シンガポール，香港より成り立って
いる。
７　シティはイギリスの最大の稼ぎ場であり批難には猛反発
　世界最大のタックス・ヘイブンであるシティについて，タックス・ヘイ
ブン退治の国際会議等で批難することは，あたかもタブーのようになって
いる。
　イギリスは，何故にムキになってシティを守ろうとするのか。それはシ
ティが金融でイギリスの GDPの20～30％を稼ぎ出し，イギリスの租税収
入の約10％を占めているためである。
　また，イギリスは，シティが存在することによって国際社会における発
言権を確保している。
　要するに，シティの権益に直結するタックス・ヘイブンを守ることは，
イギリスの国益を守ることなのである。シティの金融で繁栄しているイギ
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リスとしては，シティのあり方について批判されることはたまらない。
　サッチャー政権のもとで，金融ビック・バンという一大規制緩和が行わ
れたのを契機として，シティは大きな発展を遂げた。それに伴って，かつ
て「英国病」とまで言われ続けてきたイギリス経済は沈滞から抜け出し
た。このためシティの活力を削ぐような議論は，いかなるものも断じて許
さないとするイギリス政府の強い態度が感じられるのである。
Ⅻ　タックス・ヘイブン国イギリスの「魅力的税制」構築の動向
　　──持株会社の立地場所として魅力を際立たせる税制──
１　外資導入や多国籍企業の持株会社の誘致のための国際競争力強化を
目的とする魅力的税制へのイギリスの政策
　イギリスは，近年，イギリスからの利益の人為的な移転による流出に対
しイギリスの税収を確保するためであると言いながら，多国籍企業グルー
プの持株会社の立地場所として，イギリスの魅力を際立たせる税制改正を
連発してきている。
　その主要なものを挙げると，次のようである。
①　法人税率の引き下げ，実質的株式保有のキャピタル・ゲイン税の免
除，配当その他の分配の免除，外国支店免除
②　CFCルールの改正をし，新 CFCルールは2013年１月１日以後に開
始する会計年度から適用される魅力的な税制
③　イノベーションの租税誘因措置としての優遇税制であるパテント・
ボックス（patent box）を2013年に導入
④　他国の多国籍企業がイギリスに持株会社を設置するよう誘致するた
め金融会社部門免除制度（Finance Company Partial Exemption :  FCPE）の
導入
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２　「税の競争」の先頭に立ち法人税率の引き下げに狂奔しているイギ
リスの税制改正
　法人税の税率について，イギリスは，2000年に30％，2009年から28％，
2015年には20％となり，これから2017年に19％，2020年に18％と段階的に
引き下げられることになっている。
　イギリスのオズボーン財務相は，現在20％の法人税率を15％以下に引き
下げることを検討していると，７月４日付の英紙フィナンシャル・タイム
ズ（FT）が伝えている。国民投票で欧州連合（EU）からの離脱を決めたこ
とで，ヨーロッパ向けの輸出に関税がかかることを懸念する企業が国外に
流出するのを防ぐ狙いである。実現すれば，ヨーロッパ主要国で最低水準
の隣国アイルランド（2015年から12.5％）に近づくことになる。
　これは，タックス・ヘイブンの追放にリーダーシップを発揮すべき先進
国イギリスの「底辺への競争」であり，各国の財政を危機に追い込みつつ
ある。法人税の引き下げ競争の先頭に立って，自国の法人税を際限なく引
き下げようとしていることは甚だ深刻な問題である。
３　一般に多国籍企業に嫌われる CFCルールを逆に魅力的な税制に変
身させたイギリスのマジック的税制改正
　域外の低税率国に子会社を設立して課税逃れをすることができないよう
に，「イギリスから逃れる利益」に課税するのが CFCルールであるが，こ
れまでの制度は時代遅れで，2000年代の多国籍企業の脱イギリスの一因で
あったとされていた。そこで，イギリスは，これを改正し新ルールを設定
した。
　財務省の政策文書によれば，新 CFCルールは，2013年１月から法人が
その利益を軽課税管轄に人為的に移転することを防止するように設計され
た個別的租税回避防止規定であるが，グローバル経済の事業活動の慣行を
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反映するように近代化され，旧法では CFCが他国から逃れる利益を捕捉
しようとしていたのに比べると，イギリスから人為的に逃れた利益のみに
課税する制度であり，イギリスベースの企業の国際競争力を向上させ，イ
ギリスへの対内投資と雇用の機会の創出を狙っている，とされている。
　さらに，多数の事業体レベルその他の適用除外やセーフハーバーを定
め，OECDガイドラインの機能分析や経済分析，重要な人的機能などの
概念に依存している。
　これは，「イギリスからの利益」の人為的な移転に対しイギリスの税収
を確保するのだと，言いながらも，多国籍企業グループの持株会社の立地
場所としてのイギリスの魅力を際立たせる税制改正である。
　多くの場合，多国籍企業には嫌われ警戒されるのが CFCルールによる
法的規制であるが，これを逆手にとって「魅力的な税制」に変身せしめた
マジック的手法は，なみの国では真似のできない，イギリスならではの凄
腕だと言えよう。
４　外国の多国籍企業がイギリスに持株会社を作りたくなる甘い誘いを
狙いとする「金融会社部分免除制度」（ECPE）の巧妙さ
　金融会社部分免除制度は，適格ローン関係（Qualifying Loan Relationship :  
QLR）からの営業外ファイナンス利益に適用される。これは次の２種類に
区分される。
　 •適格資源から行われる QLRの全てからの利益の全部免除
　 • QLRの全てからの利益の部分免除
　いずれの免除であれ，QLRからの利益は，当該グループに適用される
一定の場合に常に免除される。FCPEによれば，イギリス親会社が直接事
業子会社に資金を貸し付ければ，子会社の支払利子が税金控除をすること
ができて会社の課税所得を減らすことができるが，受取利子は親会社の段
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階で課税される。これに対し，イギリス親会社が事業子会社に出資すれ
ば，子会社の利益は子会社の居住地国で課税されるが，イギリス親会社の
受取配当は免除される。経済的に同等の取引について租税効果が異なるこ
とになる。
　しかし，銀行から借入をするイギリスに本拠のあるグループが世界各地
で真正な事業活動を行う子会社に資金供給をするため，オフショア金融会
社を設立し，これを通じて銀行からの借入金を事業子会社に貸し付ける
と，親会社はイギリスで銀行への支払利子の損金控除を行い，事業会社は
オフショア金融会社への支払利子の損金控除を行いながら，当該オフショ
ア金融会社の税は5.5％で済まされる。
　要するに，5.5％の CFCチャージを受ける代わりに，「二重控除」がで
きるので，これはイギリス政府公認の「税源浸食」ではないかと批判され
ている。
　このため，欧州議会の政策局経済科学政策（Economic and Scientific 
Policy）の調査報告書では，イギリスの FCPEについて，アメリカのチェ
ック・ザ・ボックス規制とともに，「税源浸食のパッシブな共犯者」（only 
passive accomplices to the base erosion）と決めつけている。
　大事なことは，このスキームでは，オフショア金融会社の立地として，
イギリスのロボットとしての役割を果すタックス・ヘイブンの存在が必要
となるのである。
　問題は，一般にタックス・ヘイブンは有害であると批判されており，先
進国が主導し，多くの国に国際協調を呼びかけて「悪質なタックス・ヘイ
ブンの追放」をし，多国籍企業の課税逃れ対策を実行に移すため，OECD
と EUが自動的情報交換制度や，ATPの義務的開示制度，国別報告など，
多国籍企業の情報収集に熱心に取り組み，各国が体制の整備をしようとし
ている時において，イギリスがイギリスのタックス・ヘイブン系列の秘密
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をどの程度まで開示しようとしているのか甚だ疑問である，ということで
ある。
　イギリスが EUから取り付けている「特別な地位」とは，本当は何を意
味するのか，イギリスのこのような身勝手な振る舞いを，EUは黙認する
であろうか，本来ならば到底，許されてはならないことである。
５　多国籍企業の味方として「タックス・ヘイブン現象」にシフトして
いるイギリスの租税政策の曲折
　タックス・ヘイブンの悪用を中心とする国際的租税回避に対処するイギ
リスの対応は，どうであろうか。それは，また，どのように変化してきて
いるのであろうか。
　イギリスのロンドン・シティとユーロ市場の有する魔力の維持，多数の
オフショア・タックス・ヘイブンをイギリス連邦・海外領土・王室属領に
抱えて，それぞれの繁栄に責任を負っているデリケートな市場，EUのメ
ンバーとしてヨーロッパのインサイダーとしての影響力を維持できるかど
うか，そして，ギリシャ等の経済危機や中東からの難民の受け入れ，溢れ
るヨーロッパから流入する移民問題への懸念を抱えている。
　そして，特に何よりも大英帝国のプライドが，何故に EUの小国集団の
言うことを聞かなければならないのか，と反発した結果としての EU離脱
を求める内圧など，まさに難題は山積してきた。
　租税政策としては，国際競争力を強化するために，先進国のなかで最も
低い法人税率を目指す段階的な法人税率の引き下げと，全世界所得課税か
ら領土主義課税への転換，なり振りかまわない持株会社・地域統括会社の
誘致政策としての CFCルールの極端な自己抑制，イギリス持株会社の海
外子会社配当の免税や海外支店利益の課税免除をしている。
　さらに，CFCルールの適用除外の形をとりながら，金融会社を優遇し，
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オフショア金融会社の利用を一段と奨励する FCPE等のように政府公認
BEPS制度の設定を行いアイルランドの低税率（12.5％）に劣らない「魅力
的税制」を整え，アメリカ多国籍企業グループのイギリスへのコーポレー
ト・インバージョンを誘いかけている。
　まさに，イギリスは，世界最大にして重厚なタックス・ヘイブン国とし
ての面目は躍如している。
XIII　アメリカこそ世界最大にして最強のタックス・ヘイブン国
　　──覇権大国アメリカのダーティーな内実の姿の断面──
１　アメリカにおけるタックス・ヘイブンのネットワーク
　アメリカにおけるタックス・ヘイブンのネットワークの第１は，メガバ
ンクや多国籍企業が本拠を置くニューヨークのウォール・ストリートであ
ることは言うまでもない。それは，インターナショナル・バンキング・フ
ァシリティ（IBF）の創設に始まる。ウォール・ストリートは，コーポレ
ート・アメリカの心臓部であり，マンハッタンもタックス・ヘイブンであ
るとの見方もある。
　第２は，アメリカ東部のデラウェア州のウィルミントンであり，州レベ
ルのタックス・ヘイブンである。デラウェア州が国内にあるという意味
で，「ドメスティック・タックス・ヘイブン」と呼ばれる。デラウェア州
は，法人設立の容易さで知られ，法規制が企業に緩やかである。
　第３のネットワークは，カリブ海の米領ヴァージン諸島，太平洋のマー
シャル諸島のほか，リベリア，パナマなどがあり，タックス・ヘイブンの
海外サテライトを構成している。
　アメリカは，世界の金融センターとしてロンドンのシティとライバル関
係にあるが，シティが海外に金融帝国を展開するオフショアセンターであ
るのに対し，アメリカは国内により多くの拠点を置いて巨大なスケールの
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経済のなかで展開している。
２　ニューヨークのウォール・ストリートにインターナショナル・バン
キング・ファシリティ
　アメリカの財務省は，長年ユーロ市場と闘ってきたが，1981年にニュー
ヨークにインターナショナル・バンキング・ファシリティ（IBF）が創設
され，国内にユーロ市場取引向けの基地を設立し，ロンドンの繁栄に対抗
することにした。アメリカの銀行は，わざわざ海外のオフショアに出向か
なくても，別帳簿のオフショア勘定に記入するだけで国内の金融規制を逃
れることができる。
　この IBFによって，アメリカにある預金金融機関は，連邦準備制度の
準備金制度と，所得に対して課税される一部の州税や地方税の双方を免除
される預金貸付サービスを外国人居住者や投資機関に提供できるようにな
った。
　IBFは，ユーロ市場をアメリカの銀行制度に取り込もうとする試みの表
れで，IBFの目的は，アメリカ系銀行のオフショアにある実体のない支店，
アメリカ系銀行とそのオフショア顧客に，低コストの資金を供給すること
であるとしている。
　アメリカは，他国の金融機関に対しては，自国国民の口座情報の開示を
求め，外国で生じた利子・配当に対しては厳しく課税しているが，アメリ
カへの投資を呼び込む狙いから，非居住者外国人のアメリカで生じた大部
分の利子所得や配当所得には課税していない。また，アメリカの金融機関
は，国内で生じた犯罪資金を取り扱うことはできないが，海外で生じた犯
罪資金を取り扱っても処罰されない。
　企業経営上は素晴らしい業績をあげている企業がアメリカ国内ではほと
んど納税していない事実もある。このように，州法ベースの緩い規制や秘
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密保護法制と節税スキームを利用した低い税負担の組み合わせをもって，
実はマンハッタンもタックス・ヘイブンであると言うことも，けだし否定
することはできない。
３　アメリカの巨大企業の多数が登記上の本社を置く国内タックス・ヘ
イブンのデラウェア州
　アメリカ国内でのタックス・ヘイブンとして東部のデラウェア州が著名
である。デラウェア州のウィルミントンには，フォード，GE，コカ・コ
ーラ，グーグル，ウォルマートなど，世界に名だたる大企業が本社を置い
ている。
　同州に驚くほど多数の企業が殺到する理由は，デラウェア州の税制上の
優遇措置と守秘規定を利用するためである。
　また，デラウェア州では，裁判所や州政府のサービスの充実に加えて，
実質的な所有者の情報などを出さずに簡単に企業が設立できる。会社設立
の書類は最小で２ページだけで，会社名や所在地を記入し，1,000ドルほ
ど払えば約１時間で会社が作れる。
　デラウェアは，アメリカ国内で最も歴史の古い「国内タックス・ヘイブ
ン」であるが，ネバダ，ワイオミング，サウスダコタの各州も，近年新た
な回避地として注目されている。３州とも法人地方税，個人住民税がな
く，州内での登記企業は手厚い守秘の壁に守られている。
　州税を州ごとに決められるアメリカでは，州による企業への優遇策が企
業や投資の誘致戦略としての手法として広がっている。自州への企業誘致
を競って，税制をはじめ規制緩和，秘密性の保持など，優遇措置を提供し
ている州は少なくない。
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４　デラウェア州のウィルミントンの 1 つの建物に31万5,000社が登記
　デラウェア州のウィルミントン。人口約７万人の街の目抜き通りを抜け
ると，「ノースオレンジ通り1209番地」に着く。そこにある２階建の建物
に企業設立の代理業 CTコーポレーションがある。実はこの建物が約31万
5,000社の企業の登記上の「本社所在地」となっている。
　人口約94万人の同州全体では，118万社が登記されている。2015年に登
記された会社は過去最高の約17万8,000社で，一日あたり平均487社が設立
されたことになる。企業に関する各種の税や手数料などの収入は10億ドル
（約1,080億円）を超え，州の歳入の約４分の１を占めている。
　アメリカの株式公開企業の半数以上，主要大企業でフォーチュン500に
入っているアメリカ企業の66％がデラウェア州で法人化されている。2007
年にアメリカで上場した企業の90％以上がこの州で登記されていた。
　アメリカ大統領選の民主党候補のヒラリー・クリントン前国務長官の
「ZFSホールディングス」，彼女の夫ビル・クリントン元大統領の「WJC」
という会社もこの住所で登記されている。どちらも莫大な自伝印税や講演
料収入を節税するために設立したとみられる。
　共和党の次期大統領である不動産王のトランプ氏の関連会社も同じくこ
の住所で登記していることが判明している。
５　会社法の緩和による企業誘致のニュージャージー州とデラウェア州
　初期の段階において，タックス・ヘイブンは，税制よりも「規制」に対
する対応策として出現した。法人設立の簡単さと緩い規制が，競争戦略と
して登場した。いわゆる「法人設立ゲーム」は，19世紀末のアメリカの州
と州の間で始まったが，他州よりも企業にとって寛大な環境を提供するこ
とが狙いであった。
　ニュージャージー州は，1875年に現代的会社法の原型を可決した。この
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ニュージャージー州の斬新な姿勢は，近隣の州の関心を集めた。1880年代
まで，ニューヨーク州とマサチューセッツ州は，アメリカにおける企業本
社の集中度が最高であった。他州より寛大な会社法を定めれば，ニューヨ
ークの会社の一部を引き寄せられると考えて，州の金融資源増加対策とし
て会社法の緩和を考案したのである。
　1896年にニュージャージー州はもう１つの法律である一般改正法を可決
し，会社の規模とマーケットシェアを無制限とし，会社定款に関する期間
制限を撤廃し，株主の権限を制限し，あらゆる種類の合併・企業買収を認
めた。
　1899年，ニュージャージー州は，さらに巨大な化学事業を法人化したい
と考えていたニュポン一族の圧力を受けて「一般会社法」という新しい寛
容なビジネス規定を制定し，法人による他社の株式の所有を認めた。この
法律は，会社内の会社，つまり経済関係で繋がっているグループ会社とい
う仕組みを導入した。それに伴って企業による移転価格操作の可能性が生
まれてきた。
　移転価格操作とは，多国籍企業が世界各地のタックス・ヘイブン口座間
で資金を移動させて，帳簿上の利益を税率の低い国に，コストを税率の高
い国に移すことをいう。
　このニュージャージーの施策は，成功をおさめた。間もなく財政難に苦
しんでいたデラウェア州がニュージャージー州の例を真似ることを決定を
した。1898年のデラウェア州法は，企業が自社の統治規制を定めることを
認めたもので，後に世界中のタックス・ヘイブンが見習うようになる基準
となった。
　ニュージャージー州の法律は，当時，いわゆる「底辺への競争」（投資
を誘致し，継続させるための国家間の競争によって生ずる資本に対する税率と規制
上の要件が減少する傾向を意味し，その結果，労働条件，社会福祉が最低水準に向
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かうことになる）と見られるものの導火線となり，アメリカ中の州が競っ
て会社法を骨抜きにし，企業に優しいものに変えていった。
　1902年までに，東部の小さなデラウェア州に1,407社が登記しており，
1919年には4,776社となった。ニュージャージー州とデラウェア州の行動
は，新たな「法人設立ゲーム」を刺激し，ヴァーモント州やネバダ州のよ
うな他の小さな州が税額控除や斬新な会社法を提供している州と競争する
ようになった。
　このような会社法制の展開に対応して，アメリカの企業が子会社や関連
会社のグループ経営システムの利用を開始し，そのためにグループ会社
に，どのように課税するかという問題が生じた。連結納税申告制度につい
てアメリカでは幾多の変遷があり，強制適用，付加税負担付きでの選択，
付加税なしでの選択等の推移をたどっている。
XIV　アメリカは租税回避行為と秘密保持で最も進んだ強引な国
　　──自国の利益だけを確保する身勝手な国アメリカの横暴──
１　世界の租税問題の複雑さの核心を浮き彫りにしている現象
　長くベールに包まれその正体が隠されてきたタックス・ヘイブン（租税
回避）の闇の社会を暴いた「パナマ文書」の衝撃は世界に広がっている。
それは，グローバル経済の見えざる闇のメカニズムの開帳である。
　しかし，この明らかにされた「パナマ文書」には，不思議なことがあ
る。それは，アメリカの有名人と日本の政治家の名前が出てこないことで
ある。そのことはまさに，世界の租税問題の核心を浮き彫りにした現象で
ある。
　租税回避が必要なアメリカの巨大企業やメガリッチ，それに，日本の政
治家にはタックス・ヘイブンを利用する必要がなかったのだと解されるの
である。それだけでなく，ヨーロッパやアジアの多国籍企業やメガリッチ
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にとってアメリカこそが自分たちの富とカネを守れる天国になっている。
２　アメリカの有名人の名前が出てこない「パナマ文書」の不可思議
　パナマ文書が2016年４月に初めて暴露された後，「これはアメリカの陰
謀だ」との声が，ロシア，中国から上がった。パナマの法律事務所「サモ
ック・フォンセカ」の1,150万点の文書には，プーチン大統領の親友のロ
シア人チェリストのセルゲイ・ロルドゥギン氏の名前が出ている。同氏は
プーチン大統領個人の非公式な課題を担当する金庫番だとみられている。
　中国では，習近平国家主席を筆頭に中国共産党幹部３人の親族がタック
ス・ヘイブンに設立した会社の株主や役員に名を連ねている。習主席の義
兄はカリブ海にある英領ヴァージン諸島に設立された３社の株主や取締役
となっている。共産党の序列５位の劉
リウユンシャン
雲山政治局委員の義理の娘や，序
列７位の張
ジャンガオリー
高麗筆頭副首相の義理の息子も同島にある会社の役員や株主
となっていた。
　ところがアメリカ人は200人あまりだが有名人は目下ゼロであり，日本
人（名前があるとみられるのは約400人）やオーストラリア人（同約800人）よ
り少ないのである。
　このことにつき，アメリカ人がこんなに少ないのはおかしい。アメリカ
中央情報局（CIA）が背後にいるのではないかとの見方もあり，また内部
告発サイト「ウィキリークス」は，「パナマ文書」の暴露直後に「億万長
者のジョージ・ソロスと，アメリカ国際開発局（USAID）が背後にいる」
との指摘をしている。
　ソロスの財団「オープン・ソサエティ」と USAIDは実際，膨大な文書
の解明に当たっている国際調査報道ジャーナリスト連合（ICIJ）を金銭面
で支援している。
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３　スイス・バンキング攻撃やカリブ海のライバル・タックス・ヘイブ
ンの追放
　過去10年以上にわたり，アメリカ政府は自国の税務当局・金融当局や経
済開発機構（OECD）などの国際機関を使って，スイスやカリブ海の島々
など，自国のライバルを次々とやり玉に挙げて凋落させている。
　スイスの大手銀行の UBSやクレディ・スイス，さらにスイス国内のプ
ライベート・バンクは，いわゆる「スイス・バンキング」として長年，世
界中のメガリッチのタックス・ヘイブンであり，顧客情報の徹底的な守秘
が売りものであった。
　事件は，2005年，スイスの大手銀行の UBSのプライベート・バンキン
グ部内の幹部からアメリカ内国歳入庁（IRS）に対し，同行がアメリカ人
の脱税を手助けしているとのタレ込みがあったことを発端とする。その
後，同人は司法取引により，UBSによるアメリカ市民の脱税幇助の手口
を明らかにし，2008年にはアメリカ議会上院でも証言している。
　それによれば，同行は，約5.2万人分のアメリカ人の口座を有し，その
総額は180億ドルから200億ドル（約２兆円から2.3兆円）に達していた。この
件について UBSは刑事告発を受けたが，アメリカ政府に対し，7.8億ドル
のペナルティを支払うとともに，4,500人分のリストを，スイス政府を通
じアメリカ政府に開示することで告発は先送りとなっている。
　次に，これもスイスの大手銀行であるクレディ・スイス銀行は，UBS
事件が表面化してからも，アメリカで活発な顧客獲得を続けていた。その
結果，2015年５月に，この問題が表面化した時点でも，ピーク時（2011年
3.7万人）には及ばないものの，2.2万人から総額で100億ドルから120億ド
ル（1.1兆円から1.2兆円）の資金を預かっていたとされている。
　同行も刑事告発されたが，UBSのペナルティの約３倍強にあたる約25億
ドル（約2,800億円）のペナルティを払うことで告発は先送りとなっている。
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　ブッシュ・オバマ両政権は，UBS事件を契機に，「守秘保持を貫き開示
しないなら，アメリカで商売をさせない」という強硬姿勢でスイスと対決
した。
　アメリカの強い要請により，OECDと G20は，タックス・ヘイブン追
放のキャンペーンを推進し，ケイマン諸島，英領ヴァージン諸島など，悪
名高い租税回避地は国際機関の「ブラックリスト」で名指しされ改善が求
められている。
４　アメリカ政府は自国の国内法を外国に守ることを強要し「域外適
用」を推進する傲慢なやり方
　2008年の UBS事件等を受けて，アメリカ国内で批判が高まり，2010年
３月，アメリカ市民による外国の金融機関の口座を利用した脱税を防止す
ることを目的として，アメリカ政府はアメリカ居住者に対する全世界所得
課税を行うために，他国との情報交換のほか，必要な海外資産の把握に努
める FATCA法と称する「外国口座税務コンプライアンス法」（Foreign 
Account Tax Compliance Act, March 2010 :  FATCA）を制定した。
　FATCAのターゲットは，海外資産を有するアメリカ納税者のノンコン
プライアンスであり，次の報告により特に外国金融資産を把握することで
ある。
 •アメリカ納税者の報告（一定の外国金融口座とオフショア資産）
 •外国金融機関（アメリカ納税者及びアメリカ納税者が実質的所有持分を保有す
る外国事業体の保有する金融口座）
　一般に，国際法では内国法の域外適用を禁じており，公法は水際で止ま
る（Public law stops at the water’s edge）という国際公法上の国家主権原則か
らすれば異常なことであるが，アメリカは外国政府の協力と外国金融機関
との合意により，アメリカの国内法の域外適用を推進させている。基軸通
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貨国であるアメリカでなければ，できないことである。
 •アメリカ金融機関及び源泉徴収義務者……FATCAステータスのない外
国事業体に対する一定の支払いに30％の源泉徴収を課し，金融機関以外
の外国事業体に係る情報を報告しなければならない。
 •外国政府……FATCAの適確なる実施のため政府間協定（Intergovernmen-
tal Agreement :  IGA）を締結している場合，管轄内の金融機関に係る報告
その他のコンプライアンス負担が簡素化される。このような金融機関は
FATCAによる源泉徴収の対象とされない。
　要するに，アメリカ人が海外の銀行に口座を設けた場合，当該銀行はそ
の情報を全てアメリカ内国歳入庁（IRS）に報告しなければならない。こ
こで「全て」とは，口座が代理人の名義であった場合なら，「本当の受益
者は誰か」まで割り出してアメリカ政府に報告しなければならない，とい
うことである。
　これを受けて，アメリカの FATCA実施の円滑化と国際的税務コンプラ
イアンス向上のための日本とアメリカとの政府間協定が締結され，その枠
組みに関する日米当局共同声明が発表された（2012年６月21日）。声明は，
その後，日米当局の相互協力・理解に関する声明（2013年６月11日），相互
協力・理解の声明の一部を修正する追加的声明（2013年11月18日）が出され
施行されている。
　アメリカの FATCAの実施に伴いスイス各行だけではなく，邦銀各行も
含め，世界中の銀行がアメリカの国内法を守るため，懸命の調査業務を強
いられているのである。
　この FATCAの施行により，OECDと G20は「タックス・ヘイブン追放
キャンペーン」を推進し，ケイマン諸島，英領ヴァージン諸島など，悪名
高い租税回避地は国際機関での「ブラックリスト」で名指しされ，改善を
求められている。
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５　他国に厳しく情報提供を要求しながら自動的情報相互交換協定の国
際基準に従わないアメリカ政府の身勝手なやり方
　アメリカの FATCAの制度を受けてヨーロッパ５ヵ国が，その対応につ
いてアメリカと合意したことを契機として，OECDは，税務当局間で非
居住者の口座情報を相互に提供し合う自動的情報交換に関する国際基準の
作成に着手した。そして，2014年１月，OECD租税委員会が「共通報告
基準」（Common Reporting Standard :  CRS）を承認し，同年２月に OECDが
これを公表し，同月にシドニーで開催された G20財務大臣・中央銀行総裁
会議がこれを支持することを決定した。
　この「共通報告基準」（CRS）は，自動的情報交換の対象となる非居住者
の口座の特定方法や情報の範囲等を各国で共通化する国際基準であり，こ
れを適用することにより，金融機関の事務負担を軽減しつつ，金融資産の
情報を各国税務当局間で効率的に交換し，外国の金融機関の口座を通じた
国際的な脱税や租税回避に対処することを目的としている。
　その概要は，次のようである。
 •各国の税務当局は，それぞれ自国に所在する金融機関から非居住者（個
人・法人等）に係る金融口座情報を報告させ，非居住者の各居住国の税
務当局に対して年１回まとめて相互に提供する。
 •金融機関は，共通報告基準に定められた手続きに従って，口座保有者
の居住地国を特定し，報告すべき口座を選別することとされている。
　日本では，これを受けて2015年度税制改正で，「非居住者に係る金融口
座情報の自動的交換のための報告制度」が導入された。その制度の概要
は，次のようである。
　1）　居住地国等の特定手続
　① 　新規特定取引（平成29年１月１日以降に行う特定取引）を行う者によ
る新規届出書の提出
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　② 　報告金融機関等による既存特定取引（平成29年12月31日以前に行わ
れた特定取引）に係る特定対象者の住所等所在地国と認められる国
又は地域の特定手続
　2）　報告金融機関等による所轄税務署長に対する報告事項の提供
　3）　その他
　① 　報告金融機関等は，新規届出書等の提出を受けた場合又は特定対
象者の住所等所在地国と認められる国若しくは地域の特定を行った
場合には，その記録を文書化しての保存義務
　② 　税務職員の報告事項の提供に関する質問検査等
　③ 　届出書の提供義務及び報告事項の提供義務の違反についての罰則
　④ 　この法律の適用は，平成29年１月１日から施行
　要するに，OECDはアメリカの例にならい，FATCA体制を世界中に拡
大しようと，「共通報告基準」（CRS）をまとめ，各国に求めたわけである。
　ところが，ここで世界の税務当局，金融当局を愕然とさせる衝撃的な事
態が起きている。オバマ政権がアメリカには「アメリカ銀行の守秘義務を
定めた国内法がある」ことを理由に，同基準の受け入れを棚上げにしたの
である。
　「お前たちは，オレが決めたルールを守れ，と言っておきながら自分は
守らない。こんなむちゃくちゃな勝手なことをやるのがアメリカだ」と在
米の金融関係者たちは憤っている。
　2016年４月末の時点で，CRSを受け入れていないのは，南太平洋のナ
ウルやバヌアツ，それにアメリカなどの数ヵ国だけに過ぎないという状況
になっている。
　問題は，「アメリカの国内法なのだから，議会が動けばいいことだ。と
ころが，共和党が支配する米議会は。そんな方向に動くそぶりさえ見せな
い。オバマ政権も“議会の抵抗”を口実に，国内での改正法をやる気がな
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い」というのが真相のようである。
　CRSは日本では，前述のように立法化され制定済みであり，2017年１
月１日から施行されることになっているが，この新基準の本家で発祥元の
アメリカの拒否で世界は混迷してしまっている。
　他国には厳しい基準を「国内法の域外適用」という横暴な横車まで押し
ておきながら，自国では国際的コンプライアンス向上の責を果さないで甘
い税制を続けている。そのことでアメリカは，「秘密保持と租税回避面で
最も進んだ国」として浮上している。
　そのこともあり，この過去数年は，スイスを筆頭に，かつてのタック
ス・ヘイブンからカネがアメリカに逆流するという現象が起きている。イ
ギリスの名門「ロスチャイルド」がネバダ州リノに新支店を開設するな
ど，これまでスイスやロンドンが本拠地であったプライベート・バンクが
アメリカに次々と事業拠点を設けるに至っている。
　アメリカは，また，アマゾン，スターバックス，アップル，グーグルな
ど世界を舞台として事業展開をしているアメリカ多国籍巨大企業の防衛に
も極めて熱心である。各社は，日本やヨーロッパなど世界各国であげた利
益を，法人税が安いタックス・ヘイブンに移して，各国の税務当局にはほ
とんど税金を払わないという慣行を続けている。
６　アメリカ政府の「ごり押し」でアマゾンの追徴課税を取り消しさせ
られた東京国税局
　日本へ進出してきているアメリカ企業が日本の国に税金を払っていない
ことがアメリカ政府の干渉による「ごり押し」によるものである事例を挙
げてみよう。
　世界最大のネット書店であるアマゾンの例がそれである。日本国内でア
マゾンで買物をしても海外購入扱いとなり，アマゾンの日本法人アマゾン
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ジャパンは日本で法人税を払っていなかった。そこで東京国税局が，2009
年にアマゾンの日本国内での販売に関して，2003～05年分について140億
円の追徴課税を行った事件である。
　アマゾン側は「アマゾンのクレジット決済センターがアイルランドのダ
ブリンにあり，アマゾンジャパンは補助業務を行っているだけの存在であ
り，日本にあるのは『倉庫』であって販売事業の拠点ではない」つまり
「PE（恒久的施設）が日本国内にない会社」であるとの論理で支払いを拒否
し紛争となった。
　ところが，直ちにアメリカ政府が出てきて，日本側の当局者と直談判を
した結果，翌10年には追徴を取り消されてしまった。
　多国籍企業の行き過ぎた節税に，どのように対処するのか，という道筋
も明確にしないまま，日本の税務当局は，アマゾンとアメリカ政府の「ご
り押し」に黙らされてしまった。これでまた，日本の税金が奪われたので
ある。
７　燃え上がる「世界税金戦争」の炎
　多国籍企業から徴収する税金をめぐり国家間での税源争奪戦は古くして
新しく，絶え間なく発生している国益の衝突がもたらす帰結である。
　国境をまたいで活動する多国籍企業に対する課税をめぐる税源の国家間
の配分については，租税条約に基づく関係国間の相互協議が制度化してい
るが，実際は微妙な国際関係が反映し最後は国力を背景とした力関係が働
くのである。
　現在の世界の租税体制は，かつての国際連盟が作った「モデル租税条
約」草案を基盤にしていたが，近年，多国籍企業がタックス・ヘイブンを
駆使してアグレッシブ・タックス・プランニングを展開し，世界のどこの
国にも税金を払わない「国際的二重非課税」の仕組みを築き上げられてし
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まった。
　このままでは租税に対する国際的な合意も協調も崩壊して，世はまさに
世界的スケールでの租税回避と，国家間の税源争奪がすさまじく行われて
いる。いまや「世界税金戦争」の炎が燃え上がっているのである。
XV　いかにしてタックス・ヘイブンに逃げていく税金を把えるか
　　──無国籍化企業の暴走と国家主権との限りなき闘い──
１　グローバル企業のアグレッシブ・タックス・プランニングに敗北し
ている各国の税制
　これまで永いこと継承し遵守されてきた国際課税ルールの体制は，グロ
ーバル・ビジネス慣行の変化に追いついていけないこと，特に，合法的な
アグレッシブ・タックス・プランニング（Aggressive Tax Planning :  ATP）に
よる税源浸食と利益移転（Base Erosion and Profit Shifting :  BEPS）という現
象を跳梁させてしまう弱点であるループホールを内包していることを露呈
しつつある。
　グローバル企業が各国の税制や租税条約の間に存する格差と伱間や抜け
穴を利用し国境を越えるだけで，この弱点をフルに利用して，グローバル
なスケールでの税負担を限りなくゼロにする「租税極小化戦略」を進展さ
せている。
　その反面，財政危機に瀕する国々では，国境を越えられない個人や国内
企業には，好ましからざる消費税の増税などという，負担能力に逆行する
形での人々への重税シフトをする深刻な事態が現出している。
　アメリカベースの大手会計事務所や法律事務所が日本に進出し，国際的
な租税回避スキームの市場開拓を進めており，現行税制におけるループホ
ールが，優秀な頭脳によって調査研究され，アメリカン・タックス・シェ
ルターの日本化が進められている。
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　このような事態に対処する日本の税制整備は立ち遅れており，そのう
え，税務行政能力も組織的に弱体化し，昨今の複雑化した国際的な租税回
避スキームに対し税務調査において捕捉し摘発することが難しくなってい
る。この結果，富裕層や大企業による巧妙な税逃れが見過ごされ巨額な税
収が失われている。
　そのため，税の不公平感は，ますます高まり，ATPを合法的スキーム
として許容してしまっている法人税制の権威は地に堕ち，法制や執行への
信頼感が薄くなり，一般の税務コンプライアンス・リスクが拡大し，まさ
に「租税国家の危機」を招来している。
　このような危機的状況を打開するため，EUや OECDは，国内法や租税
条約の改正を含む国際連帯による行動を起こそうとしている。しかし，国
際的な複雑な事情もあり，その効果は，これからである。
２　「税の競争」を悪用し税軽減に狂奔しているグローバル企業の経営
戦略
　ボーダレスワールドにおける経済のグローバル化の深化は，多国籍企業
の過当競争を背景として「税の競争」（tax competition）が各国・各地域で
激化している。それは，法人税率の引き下げ競争のほか，外資導入のため
の租税優遇措置，持株会社・統括会社等の誘致や技術導入のための課税ベ
ースの極小化政策等により「魅力ある税制」を導入する施策として行われ
ている。
　ピュア・タックス・ヘイブンをはじめ，低税制を標榜する軽課税国が増
加し，現地で経済活動を行わない法的主体（legal entity）と，資本の呼び込
みをしている。
　グローバル化経済の深刻化のもとにおいて法人税引下げ競争は，「近隣
窮乏化政策」であり，自国のマーケットの獲得と拡大を狙う「企業帝国主
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義による経済侵略戦争」の武器となっている。
　グローバル企業は，このような「税の競争」のメカニズムを巧みに活用
し世界的スケールでゼロ・タックス・スキームを考案し，法的にタック
ス・ヘイブン法人を親会社とし，その傘下に高税国の事業会社（operating 
companies）を置く企業組織構造を形成し，事業会社の利益を配当としない
で，コストとなる利子・使用料の形態で軽課税国に吸い上げ，蓄積し，こ
れを再投資又は融資する資金循環構造を作り上げている。
　このような租税立法と租税執行の当局の想定外である奇想天外ともいう
べき新手の ATPスキームが次々と登場し編み出されているのである。
　これらのタックス・スキームは，複雑な租税回避防止規定の裏を掻く極
めて技術的なものから，基本的な国際課税の原則に内在するループホール
を利用するものまで，まことにさまざまである。
３　個別的否認規定がない限り否認できないか
　ATPは，現行の国内法や現行の租税条約の規定のメカニカルな文理解
釈によれば合法的（legal）である。このため，租税を課するには国会の議
決を経た法律にその基礎を置かなければならないという規律である租税法
律主義のもとでは，これに対する明文による個別的否認規定がない限り否
認できないとされている。
　これに対し，それでは，「税法の精神」（spirit of tax law）又は「法の意図」
（intent of law）に反するのではないかといい，法の濫用（abuse of law），権
利の濫用（abuse of right）として，「一般的租税回避防止規定」（general anti-
avoidance rule :  GAAR）によって否認できるのではないかという議論もある。
　およそ，「法の精神」や「法の意図」を問う場合には，税法解釈には文
理解釈ではなく，目的論的解釈を認めなければならないが，この場合にお
いて，立証責任を納税者か，税務当局か，そのいずれが負っているかが重
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要である。
　アメリカやイギリスは，コモンローの国であり，成文法としての一般的
租税回避防止規定（codified GAAR）を有しないが，これに類する判例法
（judicial GAAR）が確立している。
　法の解釈について，我が国では租税法律主義が基本となり，租税法は強
行法規であるから，文理解釈によるべきであって，法の目的論的解釈が許
されるか否かについては慎重でなければならない，とする見解が多数説の
ようである。
　このため絶え間なく創出される立法の意図しない新
あら
手
て
の租税軽減策に対
抗し，これを「濫用的租税回避」（abusive tax avoidance）と考えて「認めら
れない租税回避」として否認し，税逃れを抑止するため，土
もぐら
竜叩
たた
き的に弥
び
縫
ほう
措置としての新しい税法規定が次々と継
つ
ぎ接
は
ぎ細
ざい
工
く
のように追加され積
み上げられている。いまや，租税法の条文構成は複雑怪奇で難解極まるジ
ャングルと化して世の人々の理解を困難にし，多くの国民から遊離してし
まっている。
４　租税回避は脱税でも節税でもない巨大なグレーゾーン
　　──国際的な税逃れ手法の変化と巧妙化──
　もともと租税回避（「避税」である税逃れ）は，税金を少なくする方法の
うち，違法な手法である租税逋脱（いわゆる「脱税」）でも，合法的な手法
による納税者の権利である租税節約（いわゆる「節税」）でもないグレーゾ
ーンである。
　租税回避はグレーゾーンであるが行き過ぎると目に余るものとして税務
当局により否認されることもある。しかし，どんなスキームがそれに当て
はまるのか必ずしも統一基準はなく，各国ともケース・バイ・ケースで対
応しているのが実情である。
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　租税回避問題といえば，かつては，個人や事業者によるオフショア・タ
ックス・ヘイブンの銀行口座等への資産や所得の移転や隠蔽等が筆頭に挙
げられていた。ところが，近年では，金融機関を含むグローバル企業によ
る，高度にして巧妙な国際的節税戦略スキームや租税条約の濫用，移転価
格の操作をも活用する投資ストラクチャーを利用した所得や費用の移転等
の手法に重点が移ってきている。
　租税回避行為は，各国間の税制の相違（税制格差）を利用し，又は税制
の抜け穴を利用して，所得に対し無税や名目的な課税しか行なわれない軽
課税国に「所得を移転」させ，あるいは，ビジネスモデルを変更して「活
動の拠点を移動」させることを手段としている。
　このため一国の税務当局の税務調査や情報収集では取引の実態解明は不
可能に近くなっている。そのうえ従来は，二重課税の排除に重点が置かれ
ており，現在の税法規定だけでは国際的な租税回避行動には対処できなく
なってきている。
５　国際的二重課税排除の時代から「国際的二重非課税」抑制の時代へ
　　──世界のいずれの国にも税金を払わないグローバル企業の登場──
　国際課税問題のポイントは，国際取引に伴って生ずる二国間の課税の調
整を行なうことである。この場合の問題には「国際的な二重課税の排除」
と「国際的な租税回避の抑制」とがある。
　このうち「二重課税の排除」は，所得源泉地国の課税と居住地国の課税
の衝突の調整である。この対処方法としては，国内法と租税条約がある。
国内法としては，外国税額控除方式と国外所得免除方式がある。租税条約
としては，PE（恒久的施設）の概念を精査して源泉地の課税をできるだけ
抑制し，居住地の課税を確保し，二重課税の排除をしようとしている。
　次に，「租税回避の抑制」のための対処として国内法には移転価格税制
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やタックス・ヘイブン濫用の規制税制である外国子会社合算税制があり，
租税条約では情報支援や条約濫用防止規定などがある。
　これまで，先進国を中心とする OECDは居住地課税を重視し，源泉地
課税をできるだけ抑制して二重課税の排除を図ってきた。一方，途上国又
は新興国の主張を反映して国連は源泉地課税を重視している。
　問題は，このように先進国重視（居住地課税）と，発展途上国重視（源泉
地課税）で二重課税を排除しようとしているうちに，源泉地でも居住地で
も課税されない「二重非課税」（世界中のいずれの国にも税金を払わないこと）
という驚くべき事態が生じてしまっているのである。
　しかも，このような異常事態に対して，現在の世界の各国が租税高権の
行使として制定している税制システムでは，殆んどこれに対処できないと
いう，まことに恐るべき状況にあるということである。それは，租税国家
の基盤を揺るがし，やがて崩壊させる危険を内包している危機と考えるべ
きである。
６　グローバル企業が税制の伱間や抜け穴を利用する税逃れの行動パタ
ーン
　グローバルな多国籍企業が競争原理から税をコストの一部とみて最適な
投資先や事業の進出先を模索する行動をとり，租税負担の極少化を狙うゼ
ロックス節税スキームによる巧みな経済活動をしている。それは，各国の
現在の税制では，「追いつけない状況」からして，奇妙なことに「合法的
な租税回避の問題」となっている。
　そのようなグローバル企業の税逃れ行動パターンと特徴を挙げれば，次
のようである。
①　グローバル企業の税逃れは，税収，課税権，課税上の公平性に対す
る脅威であり，その税逃れの主たる手段は，企業の所得を税制上で有
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利な場所に移転する行為による。
②　現在のビジネスモデルでは，電子商取引や無形資産など「情報」が
主要な価値の源泉となり，かつてないほどのグローバルな取引が行わ
れており，現在の国際課税の原則では，このようなグローバル・ビジ
ネスに充分に対応できていない。
③　グローバル企業の税逃れは，各国の課税原則や規則を組み合わせて
低い税率で課税される（又は損金算入が高い率で認められる）場所に所得
を移転することにより行なわれる。
④　グローバル企業は，軽課税国への無形資産の移転，ハイブリッド・
ミスマッチ取引（例えば源泉地国では組合として扱われ，居住地国では法人
として扱われる事業体の利用），優遇税制を利用した取引，借入金やデリ
バティブを活用した損金算入の増加，キャプティブ保険（企業グルー
プ内のリスクのみを引き受ける専門子会社）の利用などを組み合わせて税
逃れを行なっている。
⑤　グローバル企業は，軽課税国の関連会社に対する販売価格の操作を
はじめ，仕入，ロイヤリティー，利子支払等について移転価格操作に
より税逃れをしている。
７　タックス・ヘイブン利用や地下経済による日本の逸失税額はどのく
らいあるのか
　脱税や租税回避，地下経済により失われている税収額が，どのくらいあ
るかは，国連，OECD，EU，IMFや各国の関心事である。しかし，日本
ではアメリカや EUなどで行われている税務執行上の不充分さによる逸失
税額であるタックス・ギャップの推計は，政府レベルでも学術研究レベル
でも行われてきていない。
　日本の国会で，「タックス・ギャップの推計」について質問がなされた
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ことがあるが「日本では政府は推計を行っていない。行う気もない。」と
答弁を残している 43）。
　最近でも，質問主意書に対する内閣総理大臣の「答弁書」においても，
「政府としては，こうした意味でのタックス・ギャップの推計を行ってお
らず，また，現時点では，行う考えはない。」と述べている 44）。
　諸外国におけるタックス・ギャップの推計の取り組みをみると，アメリ
カは，2001年 GDP（14兆5,266億ドル）の2.4％に相当する3,450億ドル，
2006年には4,500億ドルのタックス・ギャップの推計を公表している 45）。
　イギリスの HMRCは約400億ポンドの推計，スウェーデンは1,330億 SEK
などを公表し，EUでは毎年の逸失税額を約１兆ユーロと推計している。
　日本の2014年度は GDP489.6兆円でタックス・ギャップは11.95兆円程度
と推計されている 46）。
　さらに，日本の地下経済の規模は，対 GDP比で1999年～2010年平均で
11.0％と推計され 47），地下経済による喪失税額は1,711億ドルと推計されて
いる 48）。
43）　昭和56年４月24日，第94回大蔵委員会，第26号，大蔵大臣渡辺美智雄・主
税局長高橋元・国税庁次長川崎昭典，質問書：柿沢弘治・渡辺一郎。
　　 平成21年３月24日，第171回国会・財務金融委員会，第９号。内閣総理大
臣答弁書，第６号（平成20年１月29日），質問者：大久保勉。
44）　平成27年２月27日，第189回国会，内閣総理大臣答弁書。
45）　TCMP (taxpayer Compliance mesurment program) , NPP (national reserch 
program).
46）　本庄資・田井良夫・関口博久共著『国際租税法・概論・第２版』大蔵財務
協会，2016年，614-615頁。
47）　Friendrich Schneider “New Estimates for the Shadow Econonies all over the 
World” , December 13, 2010.
48）　TJN (James S. Henry) “ Estimating the Price of Offshore, July 22, 2012.
　本庄資「パナマ文書リークスに関し考えるべき問題」『租税研究』第801号，
2016年７月号，502-506頁。
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　タックス・ギャップの推計は，脱税や租税回避に対処する税制改正と税
務執行の改善を検討するための基礎として是非とも必要である。
　財政赤字と累積債務に対処するとともに，国民経済の正常な発展と健全
な社会の構築のため，公正な税制の整備と適正な税務行政の執行の改善改
革のために，タックス・ギャップの究明は緊要である。
　もとより，租税法の厳格な文言解釈では，法の条文（letters of law）に抵
触しないという意味では合法であるが，明らかに租税の基本理念と租税法
の精神（spirit of law），法の意図（intent of law）に反する租税回避スキーム
がアグレッシブ・タックス・プランニングにより行われることを防止し，
地下経済を摘発するためと，コンプライアンス・リスクの高い分野を特定
し，行政改革で限られた税務行政の執行要員を効率的に特定分野に配置し
て税務調査能力を向上させ，税収効果を高めるために，是非ともタック
ス・ギャップの究明をするために必要なことである。
　このため筆者は，別の機会に，法人税制の欠陥是正による増収想定額の
推定をし，2014年３月期（2013年度分）の「推定増収想定額」９兆4,065億
円の税収見込の詳細なる検証結果を発表してきている 49）。
８　グローバル大企業の税逃れへの各国の協調的対応
　　── OECD租税委員会による BEPSのアクションプラン──
　近年，グローバル大企業が税制の伱間や抜け穴を利用した世界的スケー
ルでの巧妙なゼロ・タックス節税スキームによる税逃れを図っていること
につき，国際的に批判が高まってきていた。このような状況を是正し，実
際に企業の経済活動が行なわれている場所での公正な課税を的確に行なう
ことを可能とするため，各国が協調して，それぞれの税制の調和を図るこ
49）　拙稿「企業規模別実効税負担の格差状況の検証」『商学論纂』第57巻第３・
４号，2016年３月１日，222-229頁。
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とが必要である。
　このため，OECDは2013年２月に「税源浸食と利益移転」（BEPS :  Base 
Erosion and Profit Shifting）に関する取り組みを開始し，2013年５月の G7財
務大臣・中央銀行総裁会議等においても議題となった。こうした議論を経
て13年７月に OECDと G20の合同のプロジェクトとして「BEPS行動計
画」（Action Plan on BEPS）が公表された。
　OECDの租税委員会の活動は，次の２つを中心に課税権の調整をしよ
うとしている。
①　国際課税においては，各国がそれぞれの税源確保のために課税権を
幅広く適用しようとし，これを国際的に調整することが必要となって
いる。
②　先進国は，OECD租税委員会（1971年設立）を中心に，所得を受け
取る国で課税を行なう考え方（居住地国課税）を重視しつつ，課税権
の調整をしてきた。
　OECDの「税源浸食と利益移転」（BEPS）のプロジェクトは，次のよう
なことも考えてきた。
①　国境を越えた電子商取引の広がり等，経済のグローバル化に対し，
現行の国際課税ルールが追いついていない。この結果，近年，源泉地
国でも居住地国でも充分に課税されないという「二重非課税」の問題
や，本来，課税されるべき経済活動が行なわれている国で所得として
把握されていない問題が出現している。
②　リーマンショック後の財政悪化や所得格差の拡大を背景に，一部の
グローバル企業が税金を支払うべきところに適正に支払っていないこ
とについて，政治的に看過できなくなってきている。
③　国境を越えた脱税や租税回避スキームに対し，国際協調のもと，戦
略的かつ分野横断的に問題解決を図るため「BEPS行動計画」が開始
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された。
９　OECD租税委員会の BEPSプロジェクトのアクションプランと国
際課税の流れ
　前述の計画によって，価値のわかりにくい特許やブランド権などの無形
資産を，企業が税金の安い国に移すという節税への対抗策については，
2015年９月までに明確なルールを作る。
　また，グローバル企業に国ごとの所得や納税額を報告させる規定を2014
年９月までにまとめる。
　さらに，インターネットを通じた音楽配信など国境を越えた電子商取引
の課税の仕組みは，2014年９月までに報告する計画になっている。
　OECDではグローバル企業などによる「税逃れを防ぐ行動計画」を発
表しているが，これには OECDに加盟していない中国やインドにも参加
を呼びかけることにしていた。
　BEPS行動計画は，２年間のスケジュールで実施され，それは，まさに
「国際的な租税協力の歴史の転換点となるもの」であった。
　これによって各国は，税源浸食と利益移転を防ぐために必要な，国際的
に調和された包括的で透明性のある基準を現行の２国間での合意ベースの
租税方針（租税条約等）に替えて，多国間の協調により作成することがで
きることは画期的であると考えられていた。
10　BEPSプロジェクトの最終報告書による勧告と実施段階への取り
組み
　多国籍企業が各国の税制格差や伱間を巧みに利用して租税回避をしてい
る事実が明るみに出たことで，「違法ではないが不公正な租税回避」に対
する市民の怒りが高まってきていた。こうしたなかで，税制に対する信頼
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を取り戻すとともに，グローバルに競争条件の平準化を確保することを目
的として始まった BEPSプロジェクトは，OECDに加盟する先進国だけ
でなく，G20の新興国も対等の立場で参加し，２年間の集中的な共同作業
の結果が，2015年10月に「最終報告書」が公表され，同年11月に G20トル
コ・アンタルヤサミットで承認された15本の BEPSプロジェクトの対抗措
置として結実した。
　今後は，15項目の BEPSプロジェクトの具体的な行動計画についての勧
告を踏まえて，各国が制度構築を実施していく段階となっている。
　BEPSプロジェクトの「最終報告」における15の行動計画の基本理念と
しての柱は，① 価値創造の場での課税という観点からの国際課税原則の
再構築，② 各国政府・グローバル企業の活動に関する透明性向上，③ 企
業の不確実性の排除と予見可能性の確保，の大きく３つに分類することが
できる。
　第１の柱である「価値創造の場での課税という観点からの国際課税原則
の再構築」では，これまで築き上げてきた国際課税原則を抜本的に見直
し，「価値創造の場」という新たな視点から再構築を行なった。これは，
BEPSプロジェクトの根幹をなす要素であり，行動１～10がこれに該当す
ると言える。
　第２の柱（各国政府・グローバル企業の活動に関する透明性向上）及び第３
の柱（企業の不確実性の排除と予見可能性の確保）は，第１の柱を補強するも
のであり，前者（行動11～13が該当）では透明性向上の観点から多国籍企業
の企業情報に係る開示の強化等を検討し，後者（行動14・15が該当）では二
重課税に対する従来の紛争解決手続の強化等について OECDの勧告がな
された。
　この BEPSプロジェクトにおける基本理念としての３本柱を示すと〔図
表27〕のようである。
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11　BEPSプロジェクトのアクションの最終報告への日本の対応
　この BEPSプロジェクトの最終報告の勧告を受けて日本における国内法
令の改正の要否については，今後，速やかに検討していくことになるであ
ろうが，対象となり得る行動としては，「行動１：電子経済の課税上の課
題への対応」，「行動２：ハイブリッド・ミスマッチ取極めの効果の無効
化」，「行動３：外国子会社合算税制の強化」，「行動４：利子控除制限」，
「行動８─10：移転価格税制と価値創造の一致」，「行動12：タックス・プ
ランニングの義務的開示」，「行動13：移転価格税制に係る文書化」が挙げ
られている。
　BEPSプロジェクトの行動計画の要点と，これについての日本の対応を
要約すると〔図表28〕のようである。
〔図表27〕　BEPS プロジェクトの理念となる３本の柱
　　　　　─その構想における考え方の基本哲学─
Ａ．グローバル企業は，払うべき（価値が創
造される）ところで税金を支払うべきとの
観点から，国際課税原則を再構築〔実質性〕
（企業が調達・生産・販売・管理等の拠点をグロ
ーバルに展開し，グループ間取引を通じた租税回
避のリスクが高まるなか，経済活動の実態に即し
た課税を重視するルールを策定）
Ｂ．各国政府・グローバル企業の活
　動に関する透明性向上〔透明性〕
（例えば，グローバル企業の活動・納
税実態の把握のための各国間の情報
共有等の協調枠組みの構築等）
Ｃ．企業の不確実性の排除
　〔予見可能性〕
（租税に係る紛争について，より
効果的な紛争解決手続きを構築す
ると共に，今回の BEPS プロジ
ェクトの迅速な実施を確保）
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る
直
接
税
・
間
接
税
の
あ
り
方
を
検
討
す
る
報
告
書
を
作
成
。
2
7
年
度
税
制
改
正
で
対
応
済
み
2
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
・
ミ
ス
マ
ッ
チ
取
引
の
効
果
否
認
　
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
・
ミ
ス
マ
ッ
チ
取
引
と
は
，
二
国
間
で
の
取
扱
い
（
例
え
ば
，
法
人
か
組
合
か
）
が
異
な
る
こ
と
を
利
用
し
て
，
両
国
の
課
税
を
免
れ
る
取
引
。
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
・
ミ
ス
マ
ッ
チ
取
引
の
効
果
を
否
認
す
る
モ
デ
ル
租
税
条
約
及
び
国
内
法
の
規
定
を
策
定
す
る
。
2
7
年
度
税
制
改
正
で
対
応
済
み
3
外
国
子
会
社
合
算
税
制
の
課
税
強
化
　
外
国
子
会
社
合
算
税
制（
一
定
以
下
の
課
税
し
か
受
け
て
い
な
い
外
国
子
会
社
へ
の
利
益
移
転
を
防
ぐ
た
め
，外
国
子
会
社
の
利
益
を
親
会
社
の
利
益
に
合
算
）に
関
し
て
，各
国
が
最
低
限
導
入
す
べ
き
国
内
法
の
基
準
に
つ
い
て
勧
告
を
策
定
す
る
。
抜
本
的
見
直
し
が
2
9
年
度
税
制
改
正
で
見
込
ま
れ
る
4
利
子
等
の
損
金
算
入
を
通
じ
た
税
源
浸
食
の
制
限
　
支
払
利
子
等
の
損
金
算
入
を
制
限
す
る
措
置
の
設
計
に
関
し
て
，
各
国
が
最
低
限
導
入
す
べ
き
国
内
法
の
基
準
に
つ
い
て
勧
告
を
策
定
す
る
。
今
後
，
法
改
正
の
要
否
も
含
め
検
討
　
ま
た
，
親
子
会
社
間
等
の
金
融
取
引
に
関
す
る
移
転
価
格
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
策
定
す
る
。
5
有
害
税
制
へ
の
対
抗
　
O
E
C
D
の
定
義
す
る
「
有
害
税
制
」
に
つ
い
て
①
　
現
在
の
枠
組
み
を
充
分
に
活
か
し
て
（
透
明
性
や
実
質
的
活
動
等
に
焦
点
），
加
盟
国
の
優
遇
税
制
を
審
査
す
る
。
既
存
の
枠
組
み
で
対
応
②
　
現
在
の
枠
組
み
に
基
づ
き
O
E
C
D
非
加
盟
国
を
関
与
さ
せ
る
。
③
　
現
在
の
枠
組
み
の
改
定
・
追
加
を
検
討
す
る
。
6
租
税
条
約
濫
用
の
防
止
　
条
約
締
約
国
で
な
い
第
三
国
の
個
人
・
法
人
等
が
不
当
に
租
税
条
約
の
特
典
を
享
受
す
る
濫
用
を
防
止
す
る
た
め
の
モ
デ
ル
条
約
規
定
及
び
国
内
法
に
関
す
る
勧
告
を
策
定
す
る
。
租
税
条
約
の
拡
充
の
中
で
対
応
352
7
恒
久
的
施
設
（
PE
）
認
定
の
人
為
的
回
避
の
防
止
　
人
為
的
に
恒
久
的
施
設
の
認
定
を
免
れ
る
こ
と
を
防
止
す
る
た
め
に
，
租
税
条
約
の
恒
久
的
施
設
（
PE
：
Pe
rm
an
en
t 
E
st
ab
lis
hm
en
t）
の
定
義
を
変
更
す
る
。
租
税
条
約
の
拡
充
の
中
で
対
応
8
移
転
価
格
税
制
（
①
無
形
資
産
）
　
親
子
会
社
間
等
で
，
特
許
等
の
無
形
資
産
を
移
転
す
る
こ
と
で
生
じ
る
B
E
PS
を
防
止
す
る
国
内
法
に
関
す
る
移
転
価
格
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
策
定
す
る
。
今
後
，
法
改
正
の
要
否
も
含
め
検
討
　
ま
た
，
価
格
付
け
が
困
難
な
無
形
資
産
の
移
転
に
関
す
る
特
別
ル
ー
ル
を
策
定
す
る
。
9
移
転
価
格
税
制
（
②
リ
ス
ク
移
転
と
資
本
）
　
親
子
会
社
間
等
の
リ
ス
ク
の
移
転
又
は
資
本
の
過
剰
な
配
分
に
よ
る
B
E
PS
を
防
止
す
る
国
内
法
に
関
す
る
移
転
価
格
が
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
策
定
す
る
。
今
後
，
法
改
正
の
要
否
も
含
め
検
討
1
0
移
転
価
格
税
制
（
③
他
の
租
税
回
避
の
可
能
性
が
高
い
取
引
）
　
非
関
連
者
と
の
間
で
は
非
常
に
稀
に
し
か
発
生
し
な
い
取
引
や
管
理
報
酬
の
支
払
い
を
関
与
さ
せ
る
こ
と
で
生
じ
る
B
E
PS
を
防
止
す
る
国
内
法
に
関
す
る
移
転
価
格
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
策
定
す
る
。
今
後
，
法
改
正
の
要
否
も
含
め
検
討
1
1
B
E
PS
の
経
済
的
効
果
　
B
E
PS
の
規
模
や
経
済
的
効
果
の
指
標
を
政
府
か
ら
O
E
C
D
に
集
約
し
，
分
析
す
る
方
法
を
策
定
す
る
。
O
E
C
D
関
連
部
会
の
場
で
議
論
1
2
タ
ッ
ク
ス
・
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
の
報
告
義
務
　
タ
ッ
ク
ス
・
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
を
政
府
に
報
告
す
る
国
内
法
上
の
義
務
規
定
に
関
す
る
勧
告
を
策
定
す
る
。
今
後
，税
改
正
の
要
否
も
含
め
検
討
1
3
移
転
価
格
関
連
の
文
書
化
の
再
検
討
　
移
転
価
格
税
制
の
文
書
化
に
関
す
る
規
定
を
策
定
す
る
。
多
国
籍
企
業
に
対
し
，
国
毎
の
所
得
，
経
済
活
動
，
納
税
額
の
配
分
に
関
す
る
情
報
を
，
共
通
様
式
に
従
っ
て
各
国
政
府
に
報
告
さ
せ
る
。
2
8
年
度
税
制
改
正
で
対
応
済
み
1
4
相
互
協
議
の
効
果
的
実
施
　
国
際
税
務
の
紛
争
を
国
家
間
の
相
互
協
議
や
仲
裁
に
よ
り
効
果
的
に
解
決
す
る
方
法
を
策
定
す
る
。
対
応
済
み
1
5
多
国
間
協
定
の
開
発
　
B
E
PS
対
策
措
置
を
効
率
的
に
実
現
さ
せ
る
た
め
の
多
国
間
協
定
の
開
発
に
関
す
る
国
際
法
の
課
題
を
分
析
す
る
。
参
加
す
る
予
定
　
そ
の
後
，
多
国
間
協
定
案
を
開
発
す
る
。
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12　タックス・ヘイブン規制税制の抜本的改革の動向
　CFC（Controlled Foreign Company）税制とは，軽課税国・地域に設立され
た子会社等に意図的に所得を移転することによる租税回避に対抗するた
め，一定の要件を満たす場合に，外国子会社の所得に相当する金額につい
て，課税を認めるものである。我が国においても，1978年に外国子会社合
算税制が導入されている。
　BEPS対抗措置として，CFC税制は極めて重要な意味を有するものでは
あるが，BEPSプロジェクトに参加している国の中には CFC税制を導入
していない国もあり，また導入していたとしても BEPSに効果的に対応で
きる制度ではない場合もあることから，行動３では効果的な CFC税制の
制度設計に関する勧告を提示している。
　具体的には，CFC税制の制度設計について，① 対象外国子会社，② 適
用除外，③ 対象所得の定義，④ 所得計算ルール，⑤ 親会社所得への合算
方法，⑥ 二重課税の排除方法，の６つの構成要素（building block）に分類
し，それぞれについて勧告を提示した。
　なお，CFC税制に期待される役割は，各国の租税体系等によって大き
く異なっている。例えば，域内での自由な経済活動の保障を重視する EU
諸国では，「専ら人為的（wholly artificial）」な場合に限って，CFC税制を適
用することを認める判例が出ている。一方で，近隣にタックス・ヘイブン
が存在し，完全な全世界所得課税を維持するアメリカでは，自国の課税権
を確保するため，相対的に積極的に CFC税制が適用されている。
　このように国によって CFC税制に対する見方が異なることから，行動
３では単一の制度設計の採用を義務付けるのではなく，さまざまなオプシ
ョンを示し，各国が自国の状況に応じて選択することを認めている。
　日本の現行制度は，1978年の導入以来数々の制度改正を積み上げてきた
ものの，既存の制度に継接ぎをしていくことにそろそろ限界が生じてきて
354
いる。また，日本は2009年に外国子会社配当益金不算入制度を導入したこ
とから，日本から軽課税国に所在する子会社に流出した所得を取り戻す手
段として CFC税制は一層重要性を増すことになっている。
　我が国におけるタックス・ヘイブン規制税制は，内国法人，居住者及び
特殊関係非居住者がその発行済株式等の50％超を直接及び間接に有する外
国法人（外国関係会社）で，その本店又は主たる事務所の所在する国又は
地域（本店所在地国）におけるその所得に対して課される税負担がわが国
において課される税負担に比して著しく低いもの（特定外国子会社等）の所
得に相当する金額（適用対象金額）のうち，当該特定外国子会社等の発行
済株式等の10％以上を直接及び間接に有する内国法人のその有する株式等
に対応する部分として計算した金額（課税対象金額）を内国法人の収益の
額とみなして，その所得の金額の計算上，益金の額に算入するものである
（租税特別措置法66の２）。
　この規定は，居住者の各年の所得に対する所得税及び連結法人の各事業
年度に対する法人税についても同様に規定されている。
　ただし，特定外国子会社等が独立企業としての実体を備え，かつ，その
本店所在地国において事業活動を行うことについて充分な経済合理性があ
る等の所定の基準（以下「適用除外基準」という。）の全てを満たす事業年度
については，合算課税は行われない。
　このタックス・ヘイブン規制税制の仕組みとイメージを図示すれば，
〔図表29〕のようである。
　このタックス・ヘイブン規制税制は，平成27年度の税制改正で，次の改
正が行われている。
①　外国関係会社の租税負担割合の基準
②　統括会社等に係る適用除外基準の見直し
③　適用除外基準の適用に関する手続要件
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超
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◆
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・
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有
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準
資
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性
所
得
人
件
費
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④　外国子会社配当益金不算入制度の改正に伴う見直し
　さらに，平成28年度の税制改正で，次の改正が行われている。
①　適用除外基準の適用方法の整備
②　外国子会社合算税制の適用に係る外国税額控除の整備
　これらの改正関係を図示すれば，〔図表30〕から〔図表32〕までのよう
である。
　さらに，来年度である平成29年度の税制改正においては，この外国子会
社合算税制について，所得の実体の有無で合算を判定するように改め，ト
リガー税率に代わり制度適用免除基準の設定など，かなり重要な点につい
て見直すなど，制度の抜本的改正が見込まれている。
　国際的に法人等が，税負担が著しく低く，経済活動の実体がほとんどな
い外国子会社等（ペーパーカンパニーなど）と国際取引を行うことにより，
税負担を不当に軽減・回避する事態が生じている。
　外国子会社合算税制は，こうした租税回避を防止するため，一定の要件
に該当する当該外国子会社等の所得に相当する金額を，日本の法人等の所
得とみなし，当該法人等の所得と合算して課税する。
　日本では，税負担の水準が20％未満（トリガー税率）の外国子会社等の
「全ての」所得を日本の親会社の所得に合算して課税している。ただし，
外国子会社等に経済活動の実体があり適用除外基準の４項目（① 事業基準，
② 実体基準，③ 管理支配基準，④ 所在地国基準又は非関連者基準『卸売業・保険
業など７業種』）を満たす場合は適用されない。
　そのため，トリガー税率以上であれば経済実体を伴わない所得であって
も合算されず，申告も求められない。外国子会社配当益金不算入制度と相
まって，知財・金融資産等や事業を形式的・表面的に外国子会社へと移転
し，得られた所得を配当として日本に戻すことで，課税を逃れることが可
能となる。
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　これに対し財務省から，外国子会社合算税制に関して，外国子会社の所
得の種類等に応じて合算対象を決める見直し案が示された。
　トリガー税率に代わり「制度適用免除基準」を設定し，子会社が商品の
製造・販売，サービスの提供による対価の獲得等，経営実体がある事業か
ら得た所得（能動的所得）については合算対象外とする。
　一方，一定の金融所得や実質的活動のない事業から得られる所得等，経
済実体がない受動的所得については，親会社の所得に合算し日本でも課税
するように見直す。
　同税制の見直しは，BEPSプロジェクトに沿って，平成29年度税制改正
での対応を目指している。
　この来る平成29年度に予想される外国子会社合算税制の見直しの方向性
を図示すれば，〔図表33〕のようである。
〔図表32〕　適用除外基準の適用要件の改正の重点
　　　　　   ―外国子会社合算課税の適用を受けないケース―
【概　　要】　 適用除外基準は，確定申告書に適用除外基準の適用がある旨を記
載した書面を添付し，かつ，その適用があることを明らかにする書
類その他の資料を保存している場合に限り，適用する。
【改正事項】　 外国子会社に係る本税制の適用に関する正確な情報を入手するこ
とが困難な場合が可能性としてあり得ることから，適用除外基準の
適用がある旨を記載した書面の添付がない確定申告書の提出があっ
た場合等においても，税務署長はその添付等がなかったことにつき
やむを得ない事情があると認めるときは，当該書面等の提出があっ
た場合に限り，適用除外基準を適用することができることとする。
（注） 　外国子会社合算税制においては，会社単位の合算課税の適用除外（措法66の６③）及
び資産性所得の合算課税の適用除外（措法66の６⑤）に関する規定がそれぞれ措置され
ており，そのいずれもが本改正の対象となる。
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〔図表33〕　タックス・ヘイブン規制税制の抜本改正の動向にみる方向性
　　　　　─平成29年度税制改正において予想される見直しのイメージ─
現行制度のイメージ
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税率を代替・補
完する「制度適
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検討・設定
13　果てしなきシーソーゲームを繰り返す企業の奸知と政府の立法行動
の交錯
　グローバルな経営活動をする多国籍企業が厳しい競争原理から税を反対
給付のないコストと認識して，最適な立地条件を求めて世界に跳躍し，窮
極のゼロ・タックス・スキームを模索して想像を絶する奸知を発揮して，
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巨大な課税逃れをしている。
　これに対し，国家財政危機の克服を図るため財源確保を志向する政府の
租税回避否認のための抑制行動は，実際の執行面で克服すべき課題を包摂
しながらも一般的租税回避防止規定（GAAR）が世界共通の課税ルールと
して原理的に合意が得られ確立しない限り，まさに，土
もぐら
竜叩
たた
き的な果てし
なきシーソーゲームが続くことになるであろう。
　次々と創出される目に余る ATPによる租税回避行為を抑制するための
個別的否認規定の制定は，立法形成における法構造のメカニカルな限界が
存在する悲劇的宿命を内包している。まさに，租税国家におけるナショナ
ル・インタレストの黄
たそ
昏
がれ
というべきである。

